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 要旨 
 
 
＜論文全体の背景と研究テーマ＞ 
中国では 1990 年代以降、急速な都市化と共に都市開発が進行してきた。その
結果、かつて中国の政治･経済･文化の中心であった歴史的都市においても、都
市開発や交通網整備を進めることと歴史的資産・環境を保存・保全することの
間に葛藤が起きてきた。日本でも歴史的資産を保有した街や都市では、かつて
の高度成長期には現在の中国と同様の問題に直面していたが、歴史的環境の保
全を意図した政策・制度を徐々に整備・拡充し、その実践例を増やしてきた。 
 こうした中国の問題・課題を踏まえて、日本の制度や事例や経験に学びなが
ら、日本・中国両国の歴史的環境保全の政策および法制度の比較研究をするこ
とが、本研究のテーマである。中国の歴史的環境保全政策もまた、日本と同様
に国・地方の各レベルで整備され、運用・実施が図られてきた。しかし、法制
度を作るだけでは歴史的環境や伝統街区の保全を図るには不十分であり、国と
地方の権限・裁量や連携のあり方が問題となる。行政の縦割り構造についても、
日本・中国で比較しながら問題・課題を明らかにする必要がある。  
 
＜研究目的＞ 
日本と中国の歴史的資産・環境の保存・保全を意図した政策・制度、その運
用面での実態を調べ、比較研究の形を取りながら、両国の問題・課題を明らか
にし、政策的示唆を探る。日本の政策・制度は中国に先んじている面があり、
比較研究を通じて中国が直面している歴史的環境の保全活用と都市開発の対立
構造を解決しうる政策的な示唆を得ることを最終目標とする。  
 
 論文は本文 6 章から構成され、各章は以下のような内容である。  
 
序章 本研究の背景・問題関心・目的  
 上述したような背景と問題関心、そして論文全体の目的、そして構成を説明
する。 
 
第 1 章 先行研究と本研究の位置づけ   
日本と中国を含めた歴史都市における都市構造や歴史的環境の保存・保全に
関する研究は多数存在している。そうした都市研究の成果を踏まえ、歴史的資
産・建造物・街並みの保存・保全に関連した文献を精査・評価し、いくつかの
テーマごとに体系的に整理すると共に、本論文との関係について述べる。また、
日本と中国の歴史的環境保全の政策・制度の比較研究へと進展させ、第 2 章の
議論へとつなげていく。 
 
第 2 章 日本と中国の歴史的環境保全政策の比較研究  
  日本と中国のこれまでの文化財の保護から始まり、歴史的建造物から景観・
街並みの保存・保全まで展開してきた政策・法制度について、①法制度の誕生
から現在までの推移、②現在の法制度の特徴、③現在の政策の実施・運営を行
う政府（行政）体制、④国からの財政補助制度という 4 つの観点から比較検討
を行った。そこから、日本と中国の歴史的環境保全の政策・制度の共通点と相
違点を明らかにし、それぞれの問題・課題、実効性のある政策・制度にしてい
くための方策を検討している。 
 
第 3 章 重要伝統的建造物群保存地区（重伝建地区）の実態と課題  
日本にも歴史的な建造物や景観・街並みの保存・保全に関連した法・制度が
いくつかあるが、その中でも「重伝建地区制度」は最も活用されてきたと言え
る。ここではまず、「重伝建地区」を持つ自治体への予備的調査のためのヒアリ
ング調査を行い、重伝建地区内でも高齢化、建造物の後継者不足、空き家の増
加、観光や地域振興との連携の難しさ、といった問題・課題があることを把握
した。それを踏まえて、全国 98 の「重伝建地区」に対するアンケート調査を実
施した。アンケート回答の分析からは、重伝建地区制度が歴史的建造物の保存
に一定の効果をもたらしてきたことが示されると同時に、修理・修景の進展よ
りも高齢化や空き家増加のスピードの方が速く、補助金や空き家対策だけでは
限界があることも明らかとなった。 
 
第 4 章 中国の歴史都市における都市開発と歴史的環境保全の葛藤 
―開封市徐府街のケーススタディから― 
中国では都市開発の進行と共に歴史的な建造物や空間が徐々に消失の危機に
ある。河南省の開封市を対象に、地方政府の文化財管理機関や都市計画部局等
へのヒアリング調査から、縦割り行政の問題を指摘した。  
 同時に、「歴史文化名城」制度の適用によって保存地区に指定された開封市徐
府街保護区の取り消しの事実について、中国の政策問題について使われてきた
“政府行為”仮説を適用し、この問題構造の説明を試みる。  
 
終章 日本の政策・制度の中国への応用可能性－むすびに代えて－ 
 現在の中国では街並みの面的保全に関する法制度が「（国家）歴史文化名城」
制度しか存在していない。この制度の対象範囲は広く、歴史文化街区保全とい
う概念と手法を制度の中に取り入れたものの、実際には効果を上げていない。
中国の都市開発は今後も進むであろうが、都市開発と歴史的環境保全を両立し
うる面的保全制度を早急に整備すべきと考えている。 
日本も点的保存から面的保全へと政策・制度を展開する中で、街中の小さい
範囲を対象としうる「重伝建地区制度」が活用されてきた。中国においても日
本の「重伝建地区制度」を参考した類似の制度を導入する可能性がないかを検
討する。同時に、中国の現行の「（国家）歴史文化名城」制度についても、保全
の規制、範囲、都市計画法、助成及び補償措置をより厳しい制度へと改正する
ことで効果が上がるかどうかを検討する。 
  日本・中国とも政策・制度の実施においては縦割り行政の問題が存在してい
るが、日本では計画策定時に住民参加の手法を取り入れつつある。住民の意見
を聴くことを条例化している自治体もある。今後の中国の保全制度の展開や歴
史文化名城制度等の運用において、住民参加の方式を取り入れる可能性につい
ても検討を図りたい。 
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序章 問題意識と研究目的 
 
0-1. 問題関心と中国の歴史的都市が抱える課題 
 
 中国では、1978 年に改革開放政策が実施され、それに伴い開発の波が全国に
押し寄せた。それはかつて中国の政治･経済･文化の中心であった歴史的都市に
も及び、都市開発や自動車交通と伝統的空間の間に葛藤が起きてきた。特に過
去において都であった都市の個性は大きく損なわれ、景観の画一化が進んでき
た。その結果、中国諸都市の個性を支えてきた伝統的な町並みや特色ある建造
物群は次第に破壊されていった。しかしこうした現象は中国に限られたことで
はなく、世界各国これまで成長と開発を経験してきた国も今現在成長している
国にも当てはまる1。 
 日本は、近代化から戦後の高度成長期の過程で、経済成長を急ぐあまりに失
ったものも多い。そして現在では、中国やアジア諸国も同じような道を歩みつ
つある。程度の差こそあれ、現在、アジアの諸都市は近代化と引き換えに、そ
れぞれの都市の文化を象徴する歴史的な遺産や景観を損ない、都市の個性を失
いつつあると言える。 
 中国では、中央政府が、1980 年代に入り都市建設においては経済だけでなく、
社会・文化・環境などの各方面を重視しなければならないとの方針を発表した。
1982 年、開発重視の姿勢への反省として、歴史的都市の景観を保全する「国家
級歴史文化名城2」の制度を創設し、1996 年までに全国 103 の都市にこの制度
を適用した。2016 年現在、129 の都市が「国家級歴史文化名城」に指定されて
いる。1990 年代後半になると、中央政府は、都市の発展目標において、良好な
生態環境や自然景観の保護、また優れた歴史文化遺産の保護を強調しながら旧
市街地の再開発を進めるようになった。 
しかしその一方で、中国の多くの伝統的地区のインフラ整備は未だ不十分で
あり、地区内の住宅は老朽化し、生活空間の機能は衰退し、住民からは生活環
境改善への要望が強い。現在、一部の都市において、歴史的環境の保全と現代
的な生活環境の要求を両立することを意図して、建築物内部を改修しつつ、外
部の街並みとの景観を維持する動きが出てきている。ただし、新築するよりも
費用がかかることから、資金の調達が課題となっている。 
また、歴史都市を中心に観光開発ブームが起こり、それらの多くでは計画的・
総合的というよりは、むしろ乱開発が行われ、歴史街並みの破壊が進行した。
                                                   
1 大西･他（2001）、p.9 を参照されたい。 
2 2002 年改正(1982 年制定の「文物保護法」2 章第 14 条では、「価値の高い文化財を豊富に残
し、伝統的な都市の配置や構造を持ち、伝統的な景観を残す町並みを有し、それらを性格づけて
いるような都市や集落を歴史的文化名城として国が指定したもの。指定されると、その市町村が
都市(または地域)計画の中に保護区を設け保護計画を策定し、保護に責任を持つことになってい
る」と記されている。 
2 
 
観光開発と言えば、経済的な資源の活用が重視され、商業主義による土地転が
し的な色彩の濃い開発さえ行われるようになった。さらに中国では、歴史的町
並みの保全・整備を行う際に、町並みは残すものの、そこに住んでいた住民は
地域外に移転させるという例も多く見られる。中国では、土地は基本的に国有
であるため、これまで市街地の再開発や歴史的保存地区の整備などでは、ほと
んど行政が主導権を握り、行政主体の事業方式で行われてきた。そのことが中
国固有の問題を生み出している面もある。 
 日本においても、かつての高度成長期には、歴史的資産や町並みを有した街
や都市で、現在の中国と同様の開発と保護・保全の葛藤が発生した。その背景
として、日本では明治維新以降、急速な近代化が進み、戦後 1950 年代半ばから、
経済・産業構造は農業や繊維などの軽工業から鉄鋼･造船などの重工業へ転換し、
高速道路などの建設を伴って高度経済成長を実現した。この間、都市開発の面
においては、記念碑的なシンボルを残しつつも、一般的な街並みを破壊しなが
ら再開発を行った。 
またこの時期に、東京都市圏や大阪都市圏等、郊外を中心にニュータウンの
建設が盛んに行われた。しかし 1960 年代に入ると、交通渋滞、公害問題、コミ
ュティー解体といった問題が起き、高度経済成長期の後半になるとそうした問
題は深刻化した。近代化がもたらした負の側面への反省をきっかけに、また欧
米における先進的な取り組みを参考に、1970 年代に入って歴史的町並みや景観
の保全、市民生活の文化的側面の充実を観光振興策としても重視するようにな
った。 
歴史的町並み保存を進めようとする全国町並み保存連盟も、この時期(1974
年)に発足した。1975 年に伝統的建造物群保存地区の制度が設立され、1978 年
から全国町並みゼミが毎年開催されるようになった。1980 年代までは、町並み
保存の動きに反対の声もあったが、1980 年代後半になると、歴史的な町並みの
保存活動に市民が参加するようになり、行政と市民の合意形成や住民参画の必
要性が唱えられるようになった。 
日本では、土地は国民や企業の私的所有であり、その点が中国とは大きく異
なる。中国のすべての土地が国家所有であり、町並みの保全や整備もほとんど
が行政主導で行われてきた。2000 年代に入り、ようやく町並み保存に市民や
NPO 団体が参加する例が見られるようになった。例えば、2005 年に「北京都
市総体規劃」が策定された際に、旧城（古い町並み）の保存を訴えていた住民
たちが計画づくりに参加したという。歴史的町並みのもつ価値が以前よりは広
く認識されるようになった。伝統的な住居や建物の保存は、歴史的な町並みを
保存することがもちろん重要な要素ではあるが、そこに人が住み続け、文化や
習慣を受け継ぎ、活気のある生活が存在することも重要なことである。 
 中国においても、ようやく歴史的環境の保全を意図した政策・制度の重要性
が認識され、日本と同様に国レベルと地方レベルで政策・法制度が徐々に整備
され、その運用・実施が図られてきている。しかし法制度があるだけでは歴史
的環境や伝統街区を保全できるわけではなく、中国における国と地方の政策執
行の責任と体制には、未だ日本以上に問題・課題が存在している。かくして本
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論文の関心は、中国の歴史的都市における現在の問題・課題を踏まえて、日本
の町並み保存の事例や経験を参考しながら、日本・中国両国の歴史的環境保全
の政策および法制度の比較研究をすることにある。 
 
0-2. 本論文の目的と検討対象 
 
 前述した時代背景と問題関心のもと、本論文の目的を以下の 2 つの点にまとめ
ることができる。 
 
1. 急速な近代化が進んでいる都市や地域の開発・発展の過程を背景に、日
本と中国における歴史的環境・歴史的資産の保存・保全を意図した政策・
制度を整理し、それら政策・制度が両国においていかに導入され変遷し
てきたか、その過程を比較することで、両国の間で政策・制度の展開に
見られる共通点あるいは相違点を明らかにする。 
 
2. 日本における歴史的環境の保全をめぐる問題や経験、それに対する政
策・制度の導入は、中国に先んじている面がある。上述した日中両国の
比較研究を行うことで、現在の中国が直面している歴史的環境保全と都
市開発の対立という課題に対して、政策的な解決の方向・知見を探る。 
  
本論文では、検討対象として、一つには日本と中国の政策・制度を扱う。も
う一つには、そうした政策・制度を活用している具体的な都市やそこでの町並
み保存の取り組みが対象となる。分析・検討の手法としては、歴史的都市を対
象とした都市政策・まちづくり論の文献研究、歴史的町並みの保存活動を取り
上げた調査研究のサーベイから始まり、歴史的環境保全の政策を運用している
行政や保全活動に取り組んでいる住民団体等への現地視察を踏まえたヒアリン
グ調査、自治体へのアンケート調査、そうした手法を適宜組み合わせての個別
の都市あるいは地区へのケーススタディ、といった形をとる。  
 一例として、本論文の問題意識を抱くきっかけとなったのが、中国河南省の
開封市3であり、そこにある歴史保護区「徐府街」をめぐる問題である。本論文
では、政策・制度の研究をサーベイした後、「徐府街」を対象としたケーススタ
ディも試みる。 
開封市は、中国の歴史上、7 つ王朝が都を置いた歴史都市であり、現在の都市
の地下には明代の都市が、さらにその下には宋代の都市が眠っているとされ、6
層の都市が積み重なっていると言われる。開封市の城郭の位置は、秦漢時代以
来それほど大きくは移動していない。歴史的に考察可能な城壁の規模、道路網
の構造、重要建築の座標位置は、遅くとも唐代までに基本的に固定され、後代
の都市は前の王朝の都市を基礎にして営まれ、徐々に外側へ拡大してきた。781
                                                   
3 開封市は中国河南省東部に位置する地級市で、中国の七大古都（西安、洛陽、南京、北京、開
封、杭州、安陽）の一つで、かつては北宋の首都であった。 
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年に唐の宣武節度使であった李勉が汴州城の修復を開始し、城は周囲約 10.26
キロメートルになった。五代の都や北宋東京の内城は、いずれもこの時の城壁
を基礎に建造されたものである。それゆえ、開封市は今もなお中国の歴史的都
市の基本構造を完全に保っている。 
 開封市の民家には明らかな特色がある。民家の門楼部分は幾棟かの建物部分
で構成されている。門楼は高く壮観で、立面装飾は豊富多彩である。木彫や磚
彫や石彫などの多様な芸術的造形も見られ、どの門楼も芸術的な建築作品のよ
うである。大西・他（2001）は門楼と建物部分はつながっており、中庭が 1 つ
のもの（一進）、2 つのもの（二進）、3 つのもの（三進）の 3 種類がある。なか
でも中庭をもつ二進が多い。手前と奥の建物の間には、さらに比較的小さな門
楼があり、俗に二門楼と呼ばれている。二門楼の建築形態もまた多種多様であ
る。敷地内には、ほとんどの場合ある程度の空地があり、比較的大きな民家に
は、さらに小さな庭園がある場合もあるという4。 
 建築物としてよく保存されている伝統的民家は、主に双龍巷、劉家胡同（フ
ートン）、徐府街の 3 つ街区に集中している。そのなかでも徐府街は、1995 年
に「開封市歴史文化名城保護規劃（図 1-1 参照）」の 5 つ歴史保護区（書店街、
馬道街、双龍巷、劉家胡同、徐府街）の 1 つに指定された。しかしその後、都
市開発によって「徐府街」の道幅と景観は大きく変貌している。その結果、2008
年の「開封市城市総体規劃」と 2009 年の「開封宋都古城風貌保護与重現工程
規劃」では、1995 年に定めた「徐府街保護区」が取消された。 
  
         図１－１ 1995 年開封歴史文化名城保護規劃5 
                                                   
4 大西・他（2001，第 2 章）、p.78 から引用。 
5 大西・他（2001，第 1 章）、p.77 を参照して筆者加筆。 
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徐府街は旧市街地の中心に位置している。清の時代の末期から民国時代に建
てられた家屋は徐々に老朽化が進み、1970 年代以降は急激な人口増加により住
宅不足と生活環境の危険性が問題となり、多くの住宅が改築を求められた。昔
であれば一世帯が住んでいた家に、二世帯～三世帯が共同で住んでおり、貧し
い住民が多い。 
再開発後の徐府街には、職住共同という入居条件が付けられている。しかし
開発後に現地に戻る元住民の割合については僅か 1 割を想定している。ほとん
どの住民は地価が高騰することで、元に地域に戻ることはできなくなる。開発
をせずにそのまま放置をすれば、住民が自力で維持する力は弱くなる。その結
果、歴史的建造物はいっそう老朽化する。開発をすれば、元の生活様態は失わ
れる。開発と保全をいかに両立するか、行政も現地の住民も困っている。 
 徐府街以外で開発事業をすでに進めた保護区もあるが、そこでは行政が指定
した重要文化財の門や屋根等の工作物以外が、ほとんど取り壊されてしまった。
もし徐府街でも開発事業を進めることになれば、同じことが起こるであろう。
歴史保護区を設置した意味はどこにあるか、という疑問だけが残ることになろ
う。これが本論文のテーマを設定したきっかけである。この開封市徐府街の事
例は、中国の歴史的都市が抱える問題を理解し、今後に向けて歴史文化遺産を保
存・保全するための方策や都市開発・産業振興と両立させうる方策を考える上で格
好である。 
 
0-3. 歴史的環境の概念と定義 
 
本論文のタイトルにもある「歴史的環境」という用語・概念について整理し
ておこう。この言葉は、建築史、都市計画、社会学等の分野で比較的多く使わ
れてきた。建築史の分野では、稲垣（1984）が、自然・建築・家具、・民具など
の物的遺産が数多く寄り集まることによって生ずる統一感に着目し、長い年月
をかけてその地域固有の文化として形成された歴史の厚みを感じさせるものの
集合を歴史的環境と定義している。すなわち、個々の物的遺産の価値というよ
りは、それらの集合によって生じる全体性な存在に価値を見出している6。また、
同じ建築史分野の大河（1995）は、私たちの身の周りにある歴史を語るものの
全体を歴史的環境と極めて大きく捉えている。歴史的環境のもつ諸価値を認め
つつ、自然環境の保全、住民の安全の確保、便利さと生活水準の向上など、諸
条件との調和を図りながら、住みやすい都市を創っていくことに主眼を置いて
いる7。 
社会学の視点からは、片桐（2000）は、私たちを取り囲んでいる社会的・文
化的に創られた環境の中で、特に長時間に亘って残存することで一定の価値を
持つようになったものを歴史的環境と呼んでいる。昔の人々の生活や生業、そ
の繁栄ぶりを仿佛とさせ、当時の時代状況を偲ばせる古い町並みなどを、歴史
                                                   
6 稲垣（1984）、p.129 を参照されたい。 
7 大河（1995）、pp.3-4 を参照されたい。 
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的環境の典型として挙げている8。同じく社会学の視点から野田（2001）は、各
地で開発側と保存運動側との間で起こる地域紛争によって、人々が「歴史的環
境」を意識させられる契機となった9ことを指摘している。 
都市計画の分野では、西村（1997）が、歴史的環境の中でも特に歴史的町並
みについて言及している。個々の建造物それ自体がとくに重要だと評価されな
い場合であっても、ある一定の建築様式を共有する建造物群が周辺環境と一体
となることで、特有の雰囲気を醸成し、地域に建築的あるいは歴史的に重要な
価値を付与することがあるという。そこには単体としての建造物の評価を超え
た新たな価値が生まれるという10。 
ここまで挙げてきた「歴史的環境」の概念は、包括的・抽象的なものと言え
る。確かに歴史的環境とは、時間的かつ空間的な広がりをもった概念として捉
えるべきものである。しかし実際には、そうした歴史的価値を有する環境がす
べて法的に保護・保存されているわけではない。法的保護を行うかどうかの価
値判断は、保存することや行政措置が可能なものに限定されている面がある。 
そうした中で、林・他（1984）は、法的な保護の対象になるものとして、歴
史的環境を一定の広がりをもった土地に密着した歴史的文化遺産によって構成
されるものと定義している。具体的には、「文化財保護法」で言う史跡、伝統的
建築物群、埋蔵文化財保蔵地であり、それに加えて「古都における歴史的風土
の保存に関する特別措置法（古都保存法）」に基づく古都の「歴史的風土11」ま
でを指すという12。同じく法学の視点から高橋（2002）は、歴史的環境を一般
的概念（広義の歴史的環境）と法的概念（狭義の歴史的環境）に分けた定義づ
けを行っている13。 
その一方で、中国における先行研究の中では、都市計画分野の張（2012a）が、
歴史的環境保全の意義に言及している。歴史的環境保全は文化財保護とは異な
りものであり、歴史的建造物、歴史的建造物群、歴史的町並み、広場、歴史文
化街区14を保全することであり、そのためには歴史景観を損ねる都市開発を規制
する必要があり、それによって歴史都市の個性も保持されると主張している。
                                                   
8 片桐（2000，第 1 章）、p.1 を参照されたい。 
9 野田（2001，8 章）、p.195 を参照されたい。 
10 西村（1997，1 章）、p.10 を参照されたい。 
11 「歴史的風土」とは、古都保存法(第 2 条 2 項)によって「日本国の歴史上意義を有する建造
物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古都における伝統と文化を具現し、及び形成して
いる土地の状況」と定義されている。建造物や遺跡等が存在し、さらにその周囲に自然環境が存
在し、これらが一体となって伝統と文化を具現化していることの 3 点が要件となっている。 
12 林･他（1984，3 章）、p.47 から引用。 
13 高橋（2002，1 章）、pp.197-205 を参照されたい。 
14 2002 年に改正された「（中国）文物保護法」によって、「歴史文化街区」という言葉が使われ
るようになった。ある歴史時期の伝統風貌、民族特色を持つ街区、建築群、村鎮であり、（国家）
歴史文化名城を構成する重要な要素である。内容は前身である「歴史文化保護区」とほぼ同じで、
その後は「歴史文化保護区」の代わりに使用されている。この歴史文化街区の概念は、日本の「重
要伝統的建造物群保存地区」にほぼ近いと言える。 
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さらに、中国の「文物保護法（日本の文化財保護法に相当する）」に照らして歴
史的環境を定義すれば、「（国家）歴史文化名城」、「歴史文化街区」、「歴史文化
保護区」、「歴史風貌区15」、「歴史地区」等が対象となり、それらは日本で言えば
「伝統的建築物群保存地区」、「歴史的風土保存区域」、「歴史的町並み」に相当
すると指摘している16。 
以上、「歴史的環境」の概念と定義について整理・紹介してきたが、日本では
歴史的環境が地域の生活環境の形成に重要な意味を持つことを人々が自覚し始
めたのは、1970 年代後半頃と言えるだろう。片桐(2000)は、類似の概念として
「歴史的景観」、「歴史的町並み」、「歴史的遺産」、「歴史的資産」、「文化遺産」、
「文化財」と比較して、必ずしも一般にまで普及しているとは言えないと指摘
している17。文化庁をはじめとする中央省庁も、同時期から歴史的環境の保存や
整備に関わるさまざまな事業を行い始めたが、「歴史的環境」という言葉を冠し
た事業名にまではなっていない。 
現在、日本で使われている「歴史的環境」に類する最も広範な内容をもつも
のは、「文化財」である。「文化財保護法」によれば、歴史上または芸術上の高
い有形・無形の文化的所産、生活の推移の理解のために欠くことのできない民
俗文化財、遺跡18、名勝地、地質鉱物などの記念物、さらに伝統的建築物群が、
文化財の定義19に含まれてくる。ユネスコの「世界遺産条約」では「文化遺産」
という概念が使われている。文化遺産とは、人類の文化的活動によって生み出
された建造物、遺跡、美術品、音楽、演劇などの有形・無形の文化的所産のこ
とをいう。この定義は先の文化財とほぼ重なっている。さらに、歴史的資産と
歴史的遺産も、ほぼ同じものを指していると言える。歴史的価値を有する文化
財のうち、長期に亘って残ってきたものが歴史的資産あるいは歴史的遺産と呼
ばれている。 
上記に挙げた概念を通して、片桐（2000）は歴史的環境を「歴史的遺産が集
中して存在することで作り出されている一定の場」と再定義20した。歴史的環境
は、場の範囲や歴史的遺産の集中度度合いによって、歴史的町並みのように限
られた範囲に集中して見られるものと、日本や世界という広い範囲に散在して
見られるものに分けられる。後者の広範囲で場を捉えた場合の例として、中国
をはじめ世界の歴史的都市に現在なお存続している街路や広場を中心とした
「両側町」を挙げることができる。前者の限られた範囲で場を捉えた例として、
日本の「古都保存法」によって保全される「歴史的風土」や「文化財保護法」
                                                   
15 中国の都市計画上の「歴史風貌区」は日本の「歴史的風土保存区域」に相当している。 
16 張（2012a）、pp.10-11 を参照されたい。 
17 片桐（2000，1 章）、p.2 から引用。 
18 過去の人々の生活の痕跡がまとまって面的に残存しているもの、および工作物、建築物、土
木構造物の単体の痕跡、施設の痕跡、もしくはそれらが集まって一体になっているものを指して
いる。さらに、考古遺跡は文化財保護法の規定によれば、「埋蔵文化財包蔵地」と面的に称され
ることがある。 
19 文化財保護法第 2 条第 1 項は「文化財」の定義について規定している。 
20 片桐（2000，1 章）、pp.2-3 を参照されたい。 
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で指定される「重要伝統的建造物群保存地区」が挙げられる。「歴史的風土」は、
京都・奈良・鎌倉をはじめとする日本でも数ヵ所の限定された地域にのみ適用
される。それに対して、「伝統的建造物群保存地区」の対象はより広く、歴史的
町並みや集落によって形成される歴史的環境を面的に保全することを意図した
制度である。 
かくして本論文では、歴史的環境を構成する歴史的町並みの保全に関する日
本と中国の政策・制度に焦点を当て、これまでの研究を比較検討しながら、そ
の特徴、成果、課題について検証し、政策的な課題解決の可能性も論じていく。
歴史的町並みや集落の具体的事例としては、日本や中国の「両側町」、また日本
の「重要伝統的建造物群保存地区」、中国の「（国家）歴史文化名城」に関する
これまでの研究を取り上げ、加えて独自の調査も行っていく。 
本論文では、テーマ・タイトルに歴史的環境保全を掲げているが、「保全」「保
存」「保護」といった言葉の使い方に一言言及しておこう。これらの言葉は、自
然環境や歴史的遺産を守り残す行為を指すものとして、多くの場面で多用され
ているが、一般的に「保存」「保護」という表現には「人間の手を加えることな
くそのままの形で残す」という意味合いが込められているとされる。それに対
して「保全」という表現には、「人間の手を加えながら」あるいは「われわれ人
間の生活と整合させながら残す」という意味合いが込められているとされる。
その意味で、前者の方がより制約の強い言葉として使われている。 
本論文のテーマである歴史的建造物や町並みについては、法制度名や行政機
関・省庁の文書では、「保存」と表現されることが多い。しかし実態としては、
ある程度手を加えながら、人間生活と両立させながら残す場合が多く、本来は
「保全」という言い方が適当であろう。本論文では，法制度名についてはその
ままの「保存」という表現を、それ以外では「保全」「保存」をとくに区別する
ことなく使うことにする。 
 
0-4. 論文の構成  
 
本論文は全体を 6 つの章で構成する。 
まずこの序章では、本論文の研究背景と問題関心、そして論文全体の目的、
研究対象、歴史的環境の概念等ついて説明してきた。  
第１章では、歴史的都市を対象とした都市構造や歴史的環境の保存・保全に
関連したこれまでの研究のサーベイを行う。歴史的資産・建造物・街並みの保
存・保全に関連した文献を精査・評価し、いくつかのテーマごとに体系的に整
理すると共に、本論文との関係について述べる。また、日本と中国の歴史的環
境保全の政策・制度の比較研究へと進展させ、第 2 章の比較制度分析へとつな
げる。 
第 2 章では、日本と中国のこれまでの文化財保護の制度から始まり、歴史的
建造物や景観・街並みの保存・保全までの政策・制度の展開を比較整理する。
①法制度の誕生から現在までの推移、②現在の法制度の特徴、③現在の政策の
実施・運営を行う政府（行政）の体制、④歴史的町並みへの財源補助、という 4
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つの観点から比較検討を行う。そこから、日本と中国の歴史的環境保全の政策・
制度の共通点と相違点を明らかにし、それぞれの問題・課題、実効性のある政
策・制度にしていくための方策を検討する。  
第 3 章では、日本の歴史的な建造物や景観・街並みの保存・保全に関連した
政策・制度の中から、「重要伝統的建造物群保存地区制度」を取り上げて検討す
る。ここではまず、「重伝建地区」を持つ自治体（川越市・篠山市・倉敷市・竹
原市・呉市）への予備的調査のためのヒアリング調査の結果をまとめ、重伝建
地区制度の成果や今日の問題・課題について指摘する。それを踏まえて、調査
時点で全国に 98 あった「重伝建地区」を対象とした自治体アンケート調査の回
答結果を検討し、この制度の成果と課題を指摘する。  
 第 4 章では、中国の「歴史文化名城」制度を適用したケーススタディを行う。
同制度によって保存地区に指定されている河南省開封市の「徐府街保護区」を
対象に、一旦保護区に指定されながら、都市開発が進行する過程で保護区取り
消しが行われた事実を突き止める。中国の地方政府の政策決定の仕方を現す際
に使われている“政府行為”仮説を適用し、この問題構造の解明を試みる。  
 終章では、本論文全体のこれまでの日本と中国の歴史的環境保全に関わる政
策・制度、そして具体的事例の検討結果についてまとめる。日本と中国の政策・
制度の特徴、共通点・相違点、現在の問題・課題を整理する。その上で、都市
開発が進行している中国において、生活環境の改善や産業振興と歴史的環境保
全を両立しうる政策・制度、点的な保全から面的な保全への展開といった視点
から、政策的な示唆を与える。中国において、日本の「重伝建地区制度」を参
考した類似の制度を導入する可能性、現行の「（国家）歴史文化名城」制度を改
正する可能性、住民参加の仕組みを取り入れる可能性についても検討する。  
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第１章 歴史的環境とその保全政策に関する先行研究 
 
本章では、日本と中国を中心に歴史的環境保全の事例やそれに関する政策・
制度を対象としたこれまでの研究の文献サーベイを行う。これまで研究は、日
本と中国などその国・地域の歴史的環境保全の問題を扱ってきたが、日中両国
の政策や制度を比較したものはほとんど皆無と言ってよい。本論文では、日中
両国の先行研究を中心に検討をしていくが、最終的に両国の歴史的環境保全を
めぐる政策・制度の比較研究、そこから両国の政策提言へとつなげることを意
図していく。 
以下ではまず、歴史的環境保全に関する日本と中国それぞれの研究を概観し、
多様なアプローチに対する分類を図る。1-1 節では、日本の歴史的町並みを対象
とした先行研究として、「両側町」という視点からの研究21、「重要伝統的建造物
群保存地区」を対象とした研究、景観条例等の町並みや景観の保全に関する研
究を取り上げ、整理・検討する。1-2 節では、中国の歴史的町並みを対象とした
先行研究として、日本と類似の「両側町」という視点からの研究、「（国家）歴
史文化名城22」という保全制度に焦点を当てた研究を整理・検討する。 
日本の（重要）伝統的建造物群保存地区制度、中国の（国家）歴史文化名城
の制度を取り上げたのは、それが両国の歴史的町並み保全を目的として最も活
用されてきた制度と言えるからである。また両国の制度は、その趣旨や運用の
仕方など比較制度分析を行う格好の事例になると考えたからである。よって 1-3
節では、日本と中国の歴史的町並み研究についての比較検討を行い、中国の歴
史的町並み保全政策への示唆など、本論文の後の各章の議論へとつなげる意味
で、論点整理と問題提起を行う。 
 
1-1. 日本における歴史的環境と両側町に関する研究 
 
 日本の歴史的町並みには、町の機能によって城下町、宿場町、市場町、門前
町などの分類がなされており、そうした類型化を意識した研究23がある。また町
並みの景観によって、道路の形態（一筋・複筋・網筋）と建物の並び方（連続
型・非連続型）、その組み合わせにも違いがあり、それによって分類を試みた研
究24もある。その他にも、歴史的町並みには多様な建物やその並びの形態が指摘
されており、例えば、南部地方の曲り屋、五箇山の合掌造り、佐賀の「くど造
                                                   
21 「両側町」の「町」を「ちょう」と読む地域と「まち」と読む地域がある。本稿では「両側
町（りょうがわちょう）」と呼ぶことにする。 
22 2002 年改正(1982 年制定の「文物保護法」2 章第 14 条では、「価値の高い文化財を豊富に残
し、伝統的な都市の配置や構造を持ち、伝統的な景観を残す町並みを有し、それらを性格づけて
いるような都市や集落を歴史的文化名城として国が指定したもの。指定されると、その市町村が
都市(または地域)計画の中に保護区を設け保護計画を策定し、保護に責任を持つことになってい
る」と記されている。 
23 相沢（1981，1 章）、pp.9-14 を参照されたい。 
24 上野（1981，2 章）、pp.53-56 を参照されたい。 
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り25」などに見られる民家を中心とした集落の形態、東北・関東地方に見られる
蔵造りの連続的な町屋から成る町並み、雪深い新潟県高田地方のガンギの町屋、
艶やかな京都の紅殻格子の町屋、白木と簾の金沢の町屋などがある。 
 本節ではその中から「両側町」という概念を取り上げていく。その理由は、
両側町の町並み形態が、すべての歴史的町並みに共通した包括的特徴を持ち、
かつ中国をはじめ世界各国の歴史的都市を観察しても、そこに街路や広場を中
心とした両側町が保持され、現在なお街として息づいているからである。 
 
1-1-1. 歴史的町並みとしての両側町に関する研究 
 都市における歴史的景観の保全は、経済発展とそのための都市開発が進む中
で、一般的に 2 つの深刻な課題に直面する。一つは、都市開発によって歴史的
建造物や景観が破壊され消失する危機である。もう一つは、古い伝統的な町が
崩壊することで、長年培われてきた地域コミュニティが消失する危機である。
人口の減少と高齢化による空洞化や人間関係の希薄化によって、地域社会を支
える基盤そのものが弱体化するのである。都市社会に秩序を維持するためには、
そこに何らかの基礎的な人間関係を生成し、人々を地域に結び付けることで、
地域コミュニティの回復を図らなければならない。本節を通して、そのような
理念や目標を実現する具体的事例として、「両側町」という都市空間に着目して
みる。 
一般的に「両側町」という呼称はそれほど耳にすることはないが、文献の中
では、日常的に人々が行き交う場としての商店街、京都等の町内空間、同業者
が集まる商店街、歴史・伝統的な建築物が連なる街路、現在でも人々が生活空
間として利用している古い街区といった都市空間や都市形態を指して使われる。
これまでも先行研究において両側町の特徴が明らかにされ，その定義を試みた
ものもあった。しかしそれは必ずしも明確なものにはなっておらず、むしろ曖
昧かつ拡散的にさえなってきたと言える。  
2-1-2 節では、これまでの文献の検討を通じて、両側町をより明確に定義づけ、
同時に、両側町の定義には“コミュニティ”という要素が不可欠であり、その
ことを含めた歴史的都市のまちづくり概念として両側町が重要であることを確
認していく。 
 
1-1-2. 「両側町」の一般的な定義 
 「両側町」に関する一般的なイメージは、岡（1991）によると「広場や通り
などの公共的空間の両側（広場の場合は周囲）に建ち並ぶ建築群が、徒歩交通
によって互いに統合されてきたような空間」26ということになる。機能として見
ると、人が集ったり、市が開かれたり、場所を美しくみせたり、交通をスムー
ズに処理したりする働きを持っているのが両側町である。ヨーロッパの街には、
                                                   
25 佐賀平野でよく見られる伝統的な家屋構造である。棟がコの字型で台風に強い構造を持ち、
雨降り時にも軽作業ができるよう土間が広く作られている。「くど」とは「竈（かまど））」の意
味で、上から見ると、くどの形をしていることから「くど造り」と呼ばれるようになった。 
26 岡（1991）、p.14 から引用。 
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歴史的に多くの広場が造られ、その広場を中心とした両側町が数多く見られ、
図 1-1 がその一般的な形状・形態である。代表例として、ヴェネツェアのサン
マルコ広場やローマにあるナボナ広場が挙げられるという。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-1：広場を中心とする「両側町」27 
 
さらに岡（1991）は、ヨーロッパの両側町に関して 2 つの描写をしている。
一つは、「自動車交通を排除された通りや広場を中心として、その両側に洗練さ
れた店舗や伝統的な味を伝える飲食店、テラスで音楽を奏でるカフェや文化と
伝統を守る老舗等がまとまって存在し、大勢の人々の行き交う『場』」である。
もう一つは、「広場や道路上で、時間や曜日を限って催される生鮮食品市場やノ
ミの市が立ち並び、自動車から開放された公共空間として自由に活用されてい
る『場』」である。 
日本では広場という地目名がない。宅地、墓地、道路、公園といった土地の
主たる用途を表すための名称区分にも広場は使われない。したがって、日本で
は、通りを中心とする両側町を考える場合が多い。その形状を描いたのが図 1-2
である。通りを中心とした両側町は、アジアの諸都市やヨーロッパにも残され
ている。ヨーロッパの代表例として、ヴェネツェアのリアルト橋とフィレンツ
ェを流れるアルノ川に架かるヴェッキオ橋が挙げられる。 
また、日本の古い街並みの例として、奈良県橿原市の今井町が、また昔なが
らの商店街の例として大阪市の心斎橋筋商店街が、挙げられる。島村・他（1971a）
は、日本の両側町について、「古い割石敷の路地の両側に細やかな造りの住居が
建ち並び、手入れされた植込み前の縁台や椅子に年寄りたちが腰を降ろして話
し合い、そばを元気な子供たちが喚声をあげて走り回っている『場』」28と描写
している。 
 
                                                   
27 同上の p.14 から引用。 
28 島村・他（1971a）、p.56 から引用。 
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図 1-2：通りを中心とする「両側町」29 
 
1-1-3. 「両側町」に関する先行研究と定義に関する議論 
 「両側町」のイメージとその実例をいくつか取り上げてきたが、両側町とい
う概念あるいは定義自体は未だ不明瞭なものである。これをより明確にするた
めに、これまでの文献研究の検討を通じて、両側町についての定義の再構築を
試みる。両側町を直接に取り上げた研究自体が極めて限られるが、都市計画、
建築、歴史などの分野において両側町に関する文献を 5 冊見つけることができ
た（下記、表 1-1 を参照）。 
 
表 1-1：「両側町」に関する先行研究（文献リスト） 
著者 文献 発行年 
今井登志喜 『都市発達史研究』 1951 年 
島村昇・鈴鹿幸雄他 『京の町屋』 1971 年 
秋山国三・仲村研 『京都「町」の研究』 1975 年 
鳴海邦碩 『都市の自由空間』 1982 年 
岡秀隆・藤井純子 『都市コミュニティの再生―両側町と都市葉』 2006 年 
 
以下、表 1-1 に挙げた先行研究の中で、両側町がどのように定義あるいは特
徴づけられているかを考察していく。両側町の定義づけに関する記述は、今井
（1951）によるものが最も古い。その研究では、中近世のヨーロッパ諸都市の
両側町について、次のように述べられている。「都市の中で同業者は多く、一区
域に聚住する風習があった。したがって、街区の名称に織物屋町、靴屋町、陶
工町、肉屋町、鍛治屋町等が使われた。商工の同業者はギルド（guild―同業者
組合）を作って、その事業の保護整頓を計った。」30 
 
                                                   
29 岡（1991）、前掲載、p.14 から引用。 
30 今井（1951，1 章）、pp.82-83 から引用。 
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図 1-3：中世ロンドンの同業者分布図31 
 
ギルドは中世の都市生活と最も密接な関係を持つ都市内産業機関であり、そ
れぞれの産業に関わる人たちが直接に支配することを意図していた。要するに、
同じ職業に従事する職人や商人たちが、社会の経済発達のある段階において同
業者コミュニティを形成したのである。そしてこうした同業者たちの集う両側
町が形成され、維持されてきたと言える。 
その一例が図 1-3 に描かれている。同業者と同様に外国人も町の一定の区域
に居住し、時としてそれが町の名称にもなった。例えば、ロンドンのロンバー
ド町（Lombard Street）、リュベックのイギリス人町（Englandergasse）があ
る。ヨーロッパの都市においては、現代でも固有の名称を持つ有限の長さの道
路の両側の建築群が同じ住所（アドレス）になっており、限られた長さの道路
ごとに都市の単位となっている。 
両側町と呼ぶにふさわしい道路を中心とした地縁共同体は、表通りの商店街
のみならず住宅街にも広く存在してきた。江戸時代の裏店の長屋は、井戸と共
同便所をもつ露地を中心とした町であり、スペイン・セビリアのサンタクルス
街はユダヤ人住宅がモザイク状に並んだ美しい町であり、中国・北京の胡同は
住宅の町である。 
島村・他（1971b）は、現在の京都に残っている居住型の両側町としての「お
町内32」について、次のように述べている。それは、「歴史的町の構成を空間的
にも、また社会的にも受け継ぎ、明確な近隣空間単位を形成している 1 つの町
内である。町を南北に貫通する街路（間の町通り）を挟んで向かい合う 36 戸の
家々は、東側 20 戸、西側 16 戸よりなり、世帯数 38、町内総人口 159 人である。
町は町内会を持ち、年中行事も活発に行われ、町内組織は未だに生き続けてい
                                                   
31 同上の p.83 から引用。 
32 「お町内」という言葉は町住人によって使われた。これは町内会あるいは町内会の会議構成
員の単なる総称ではない。この言葉は、町住人の相互関係、すなわち彼らの町内における日常生
活の共同性や共通性を、包括的な一つの生活体に融合した町住人共有の概念として表している。 
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る。町内居住者の生活意識には、『町内』が深く浸透し、それは居住者の日常生
活の安定性にも作用している」33。また、「町内組織は、町内居住者の防災、防
犯、地蔵盆、春秋のレクリエーション活動、各種の情報伝達を行い、町内居住
世帯の相互連絡、親陸に寄与している」34。 
京都の街は、平安京以来 1200 年の歴史を持つ格子状街路によって整然と区画
され、そのブロックは現代もなお生き続けている。街路を挟んで向かい合う 30
数戸の家々からなる町内は、近隣居住空間の歴史的な遺産である。低層高密度
町屋の群構成においては、各戸の特殊なプランニングと同時に、それに先行す
る全体構成が、統一的な居住空間の質を決定している。このような空間構成が
形成された社会的背景や現代の町屋構成の原型を理解するには、室町時代の京
商人や職人たちが活躍した近世市民の台頭期に遡らねばならない。しかし、こ
の期の町人たちの自治組織、そして共同的生活の空間的表現は、現代もなお存
在し続けている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-4：京都の町内35 
 
京都の町内（図 1-4）の「子供たちは『カドへ遊びに行ってくる』と言い、母
親たちは『そないオモテへばかり行ってたらあきまへん』と言って子供たちを
確かめる」36。オモテは子供たちにとっては遊びの場であり、概してオモテは日
常的生活行為のための共同広場としての意味を持つ。共同広場であるオモテで
は種々の生活行為が展開され、向かい合う家々（隣人たち）との共同的専用空
間の役割を果たし、「町内」にある建築群と通りとを一体化した空間を表現して
いるのである。「オモテ」における多様で多発的で持続的な行為を契機として、
「目撃」「約束」「解釈」「会話」等のコミュニケーションが発生し、これを通じ
て「共感」が生まれ、隣人の「相互理解」が進行する。その結果、生活意識の
下部に居住者相互の「隣人意識」が定着する。この定着した「隣人意識」が原
動力となって、物理的な「居住環境」や組織としての「町内会」を維持・発展
させる。このように「オモテ」を秩序ある複合機能的かつ多目的な空間として
                                                   
33 島村・他（1971b）、pp.14-15 から引用。  
34 島村・他（1971c）、p.29 から引用。 
35 島村・他（1971a）、p.53 から引用。 
36 島村・他（1971a）、p.53 から引用。 
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持続させている居住環境や町内会を、一つの循環型居住コミュニティと考える
ことができる。しかしそれは、永続的に変化せずに循環していくものではない。
それを支える町内構造として、職業や年齢構成の多様性、家族型、居住年限、
歴史的な既成の町内会組織等の社会的・歴史的要因、総体把握型、隣接・対面
型、ヒューマンなスケール等の空間的要因、両者の接合領域に現れる人口の高
密、オモテの共有などの要因に影響されていく。要するに、こうした近隣コミ
ュニティを失えば、居住型「両側町」とは言えなくなるのである。さらに、現
実にはモータリゼーションの進行が激しく、これらの生活行為はオモテから追
い出されつつある。 
秋山（1975）は、土塀で囲まれた中世京都の寺社や貴族の館が、徐々に解体
され道路を中心とした町人町に変容していく様を、同じく両側町という言葉を
使って表現している。「応仁・文明の乱を契機として、京中の庶民は自治自衛の
必要から、街路をはさんで向かいあう 2 つの『片側町』を併合し『両側町』を
地域的まとまりの単位とするようになった。その後、商業の発達とともに両側
町のパターンへと収束し、一定の完成段階に達したといってよい」37。 
「両側町」の形成までの過程を図示すれば、図 1-5 のようになる。平安時代
の初頭には、一ブロックを 4 つ合わせた四町四方の「坊」が形成されていた。
当初はこの「坊」を取り囲んで「坊城の垣」と称される「垣」や「溝」がめぐ
らされたが、「垣」（壁）を切り開いて「門」を建てることは、位の高い貴族を
除けば許されなかった。建物は街路に対して閉鎖的な構造をとるよう定められ
ていた。 
 しかし、商業が発達するにつれて、通りに面して建物を店舗空間として利用
することが可能になった。従来は街区の内側を向いていたものが、通り側を「オ
モテ」とするようになったのである。このような並びは「頬」（つら）と呼ばれ
たが、その結果、「町」は 4 つの「頬」に分割され、「四面町」へと変化してい
った（図 1-5 左図）。 
次に 14 世紀後半になると、街路で囲まれた区画の中で、4 つの「頬」がそれ
ぞれに独立して四丁町となり、それは「片側町」とも呼ばれた（図 1-5 中央図）。
中世京都において都市の基本単位であった条坊制の「町」が分解されて、新た
な町の構造へと変化していった。そして、15 世紀になると、街路の「片頬」ご
とに分立していた片側町が、街路を挟む向かい側の片側町と一体化して、図 1-5
右図に示すような「両側町」を次第に形成していった。 
秋山（1975）は、このように片側町から両側町へと町の形態が変化していっ
たのは、商業の発展、住民たちの自己防衛、および近隣社会の連帯感といった
経済的・社会的要因があったからである。庶民の自治組織も芽生え、その後の
「町組」の形成へとつながり、そして両側町の形成と共に、京都は近世都市へ
の動きを始めたと指摘している。 
鳴海（1982）もまた、中世から近世にかけて、京都・名古屋・大阪・仙台の
各都市に存在した特定の街路を挟んで、両側の家々が一体となった状況を両側
                                                   
37 秋山（1975，2 章）、p.159 から引用。 
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町と呼んでいる。道を挟んで商業を営む商人たちが、自分たちの商売の発展と
安全を求めて結束していった結果、両側町が市街地を構成する都市空間として
形成され、同時に社会の集団単位にもなったという38。 
 
 
図 1-5：「四面町」から「両側町」への変遷39 
 
最後に、岡・他（2006）は、先行研究の中で唯一両側町を意識的に定義しよ
うとした研究と言える。彼らによると、両側町とは、「徒歩交通主体の街路・広
場を中心として、その両側の建築群を統合したものである。日常の挨拶、防犯、
防災の協力、共通の経済の繁栄、祭礼、育児や老人の交流、行楽、スポーツを
共にしつつ触れ合い助け合いながら、時の経過とともに形成される都市におけ
る地縁共同社会である」40という。確かに、岡・他（2006）の定義は、前述し
た文献の中で取上げられた両側町の特徴をすべて包括している。しかしその一
方では、両側町の定義を必ずしも統一したということではなく、むしろ拡散さ
せてしまった面もある。 
 
1-1-4. 「両側町」のコミュニティとしての役割 
われわれの生活空間や町の形成を考える上でコミュニティという要素が重要
である点について、田中（2003）は鳥越（2000）の観点41を用いて以下の 4 点
にまとめている。すなわち、「①子どもの成長の場として、家族だけでは成長を
充分に見守りきれない現実があり、家族以外にもコミュニティが生活の全体性
を回復する場として位置付けるべきである。②地理的・地域的に子ども、高齢
者、外国人などちょっとしたサポートを必要とする人たちがいて、何らかの援
助の手を差し伸べるのは地域住民の協働の責務であり、コミュニティは高齢者
                                                   
38 鳴海（1982，2 章）、p.60 を参照されたい。 
39 田端（1990，10 章）、p.117 から引用。  
40 岡・他（2006）の最初の頁の注より引用。 
41 鳥越（2000，1 章）、pp.1-17 を参照されたい。 
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などの『安心』（心理的安定）を保証する場である。③阪神淡路大震災が『コミ
ュニティは、イザという時必要』という教訓を残したように、災害対応の場で
ある。④コミュニティとは、本質的また理想的には『心の通う人間関係』が存
在することである。多くの人々は、自分がある場所に住み続ける最大の魅力と
して、そこに『心の通う人間関係』が存在することを挙げるのである」42。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-6：両側町の構成43 
 
図 1-6 に示した要件を満たす地域空間は、日本においても多数存在している。例
えば、居住型の両側町であれば、奈良県橿原市の今井町を挙げることができる。寺
内町という歴史的な都市の全域を両側町とする今井町地区は、今でも通りを中
心とする昔ながらの古い町並みが広範囲にわたって保存されている。しかし近
年の社会的変化に伴い、昔ながらの子供たちの遊び場であり、近隣のコミュニ
ケーションの場としての表通りの光景は次第に消失し、今では居住者の車が通
過する道路として使われている。また、昔ながらの両側町の外観を残してはい
ても、空き家が増えている。 
先に挙げた岡・他（2006）は、両側町の定義にコミュニティに関わる点も指
摘している。ただし、彼らの調査は、外観や機能というハードな側面に限られ
ており、長い歴史の中で培われてきた近隣コミュニティの調査にまでは及んで
いない。 
 
1-1-5. 「両側町」に共通する特徴と定義の再検討 
 1-1-3 項では 5 冊の先行研究を取り上げ、両側町の定義について検討した。そ
こで明らかとなった両側町を特徴づける要件について整理してみたのが表 1-2
である。その結果、7 つの要件が抽出された。 
     
表 1-2：「両側町」に共通する特徴（要件） 
                                                   
42 田中（2003，1 章）、p.13 から引用。 
43 岡・他（2006，1 章）、p.12 から引用。 
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①  徒歩交通 
②  通り・広場を中心とする公共的空間 
③  両側には伝統的な建築物群が建ち並んでいる 
④  アイデンティティ（共通する住所や町名） 
⑤  コミュニティの存在 
⑥  個々の建物が保全され活用されている 
⑦  持続的な賑わい・活気 
 
一つ目は、両側町の最も基本的な要件として徒歩交通であること（車は入り
込まないこと）である。二つ目は、通りもしくは広場を中心に、地域の人々が
共同利用する公共的空間が存在していることである。三つ目は、通り・広場を
中心に、その両側に伝統的な建築物群が建ち並んでいることである。四つ目は、
両側の伝統的な建築物群が同じ住所を持っていることである。五つ目は、長年
の間に培われてきた人間関係（コミュニティ）が存在していることである。六
つ目は、個々の建物が古いままに保全され、今なお活用されていることである。
最後に、七つ目は、持続的な賑わいがあるということである。  
以上 7 つの要件（特徴）をすべて満たしていれば、それは「完全な両側町」
の事例と言える。しかし実際には、7 つの特徴の一部が欠ける（あるいは一部し
か成立しない）通りや広場も存在している。そのような事例は「不完全な両側
町」と言えるだろう。ただし、7 つの特徴のうちの 1 つや 2 つしか満たしてい
ない場合には、それを両側町と呼ぶことはできない。 
 
1-2. 重要伝統的建造物群保存地区制度に関する研究 
 
地域の歴史や文化に根ざした町並みの景観を保全・形成する制度として、1976
年に発足したのが「伝統的建造物群保存地区制度（以下、伝建地区制度と略）」
である。さらに伝建地区の中からより価値が高いものが「重要伝統的建造物群
保存地区（以下、重伝建地区と略）」に選定される。2013 年 12 月現在で、全国
で 104 地区が重伝建地区に選定されている。伝建地区制度は、歴史的資産とし
ての伝統的建造物を、「点」ではなく「面」として保存・保全することを意図し
た制度である。この制度も創設からすでに 40 年が経ち、社会環境の変化の中で
様々な課題が生じている。本節では、重伝建地区および同制度を対象に、これ
まで行われてきた研究をいくつかの視点から整理・検討し、この制度の成果を
検証すると同時に課題を明らかにする。 
（重）伝建地区あるいはその制度を対象とした実証研究は、多様な視点から
行われてきたが、大きくは以下 5 つのアプローチに分類することができよう。
研究分野という点からも、都市計画、観光学、建築工学、文化政策といった異
分野にまたがっている。 
 
① 重伝建地区の建造物や景観の保存・保全効果に関する研究 
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② 歴史的町並み保全に関する住民の関心や意識に関する研究  
③ 歴史町並み保全と地域振興（観光）の両立に関する研究  
④ 重伝建地区内の空き家問題に関する研究 
⑤ 歴史的町並み保全のオーセンティシティに関する研究  
 
以下では、この 5 つの視点から、これまでの研究について順次、検討してい
くことにする。 
 
1-2-1. 重伝建地区の建造物や景観の保存・保全効果に関する研究 
 これまでの研究の第一の関心は、（重）伝建地区制度が建造物や景観の保存・
保全に効果を発揮しているかという点である。研究領域では建築学や都市計画
学などの工学分野からのものが多い。（重）伝建地区は建築物の集合体によって
構成される一つの景観であるため、建物の修理・修景やデザインに関する実態
や課題、また法制上の規制・ルールに関する実態や課題についての研究がとく
に関心を集めてきた。また重伝建地区の町並み保存は、地域のまちづくりとも
密接に関連してくるため、景観計画や都市デザインといった内容の研究もある。 
その主なものを挙げると、伝建地区制度が導入された初期の研究として、ま
ず渡辺・他（1982）がある。彼らは、伝建地区制度の法律上の概念が、本来、
地域の独自性を俟つべきものであるとしても、それはきわめて抽象的であり、
具体的な地区画定や保全・整備の諸施策を実施する上では、両者の間に大きな
ギャップがある点44を指摘した。また西村（1994）は、面を保存する本来の伝
建地区制度が、実際には建造物や環境物件などの点的要素の保存に留まってい
る点45を明らかにしている。 
同様に、宮澤（1985）は、伝建地区を担当する部局の多くは教育委員会社会
教育課であり、歴史的町並み保全を円滑に進めるには、教育委員会だけに納ま
らない問題が多いこと、そして文化財保護行政の枠を超えた対応が必要になる
と主張している。吉田（1974）は、生活環境の整備や観光活動への対応なども
含めて、総合的な施策として取り組む必要があること46、その実現のために文化
財保護行政を主管する教育委員会などの部局と市町村の他部局の連携・協力が
不可欠であると、伝建地区制度の導入当時から指摘していた47。 
この点に関連して、小林・他（2003）は、伝建地区制度が町並み保存に一定
の成果を上げてきたことを評価しながら、歴史的町並み保全に関わる住民がさ
ほど積極的でないこと、市町村担当部局の「組織体制の整備が不十分」、「他部
局との調整が不十分」、「方針が定まらず」などの取り組み体制に対して、問題
があることを明らかにしている。重伝建地区の保存対策調査を実施済みの全地
                                                   
44 文化財保護法にいう「伝統的建造物群」とは、「周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成
している伝統的な建造物群で価値が高いもの（同法第 2 条）と定義されている。「伝統的」であ
ることの内実には一切ふれられていない。 
45 西村（1994，1 章）、p. 174 を参照されたい。 
46 吉田（1974）、p.47 を参照されたい。 
47 宮澤（1985）、p.20 を参照されたい。 
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区に向けて、関連部局間の連携、保存対策調査実施時や保存計画策定時などの
主要な段階における住民参加の拡充、そして各段階における成果を次の段階へ
結び付けていく継続性の工夫が必要であると、展望を与えている。 
土久（2001）は、重伝建地区における過疎化、高齢化、防災、交通の問題と
都市計画の規制・誘導が整合的でないことを問題提起した。葉・他（1998）も
また、重伝建地区という限られた空間における歴史的環境保全の施策と、都市
計画というより広範囲で行うべき施策との不整合性を指摘している。彼らは、
重伝建地区周辺の景観保全を、条例による地区指定の空間構造から類型化し、
重伝建地区が指定区域を拡大する傾向をもつ一方で、範囲の拡大と共に規制内
容や保全機能が弱体化している点を発見した。  
牛谷・他（2002）は、重伝建地区における修理・修景の実態について、事業
担当者へのアンケート調査を行い、保全整備は行政主導によって一定の成果を
上げてきたものの、住民の世代交代と共に行政に任せる形になり、そこに居住
する住民との距離が広がりしつつある状況を明らかにした。併せて、歴史的町
並みにおける“規範”と“創造”の継承のあり方も示した。  
 重伝建地区では、修理・修景によって歴史的町並み景観の維持と回復が進ん
でいるが、現状の変更による歴史的町並みの変容を指摘する研究もある。たと
えば、金・他（1999）は、滋賀県近江八幡市の重伝建地区を対象に、現状変更
の実態とその理由を調査した。その結果、重伝建地区の制度は建築物単体の修
理・修景には有効であっても、駐車スペースの確保や家族構成の変化に伴う新
築や改築に対して、壁面線や高さなどを保全基準で示すことが難しい点を指摘
している。 
 以上、先行研究から、伝建地区制度が歴史的町並み保全に一定の成果を上げ
てきたと評価することができる一方、行政内部の縦割りの問題、保全に関連す
る部局間の連携の不十分さ、都市計画との間の不整合性、現状変更に対して同
制度で規制することの限界、といった問題・課題があることも明らかとなって
きた。 
 
1-2-2.  歴史的町並み保全に関する住民の関心や意識に関する研究 
重伝建地区が建造物や景観の保全に対して持つ効果の研究と関連して、制度
の実効性に関わる要因として注目されてきたのが、住民の関心や意識の問題で
ある。重伝建地区は他の文化財とは異なり、その中で人々の生活が営まれ、地
域の人々の努力によって維持されていく必要がある。それ故、修理・修景に対
する規制など、応分の負担を住民に強いることとなる。したがって、歴史的町
並み保全の取り組みを実効あるものにするためには、地域住民の自主性と合意
形成が不可欠である。 
伝建地区制度における先導権が市町村に与えられ、その申し出に基づいて国
が重伝建地区を“選定”する手続きに入る理由は、まさにこの点にある。しか
し、地域住民の間でも、立場や職種、性別、年齢などによって、重伝建地区の
歴史的町並み保全に対する考え方や利害も様々である。また自宅が重伝建地区
内の規制対象になることへの抵抗も加わって、合意形成までのプロセスで困難
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を来たすケースも少なくない。歴史的町並み保全の担い手となる地域住民たち
の関心や意識を考察することは、重伝建地区制度が歴史的町並み保全に成果を
上げているかを研究する基礎とも言える。 
先行研究としては、岡崎・他（1995）が奈良県橿原市今井町を事例として、
重伝建地区指定までの地域住民の合意形成プロセスを丹念に追いかけ、その過
程における阻害要因や問題点を明らかにした。上野（2010）は、伝建地区制度
の創設初期には、調査を踏まえた保存基準が曖昧であったことを指摘すると同
時に、調査は行政よりも地域住民の関心を高めるために重要であったという。
三觜・他（2011）もまた、規制を強化するよりも、地区関係者との連携によっ
て町並み保存への意識共有を図ることが必要であると指摘している。 
岡崎・他（2001）は、千葉県香取市佐原地区の重伝建地区を対象に、まちづ
くりの過程を概観し、アンケートおよび聞き取り調査によって住民意識の変化
を考察している。千歳（2003）は、福岡県朝倉市秋月地区の重伝建地区を対象
に、アンケートの結果から町並み保存に対する住民の意向を明らかにした。公
文・他（2003）は建築学の立場から、岐阜県高山市三町（さんまち）の重伝建
地区を対象に、住民の属性の違いによって家屋改修の際の優先箇所に関する意
識に違いがあるかどうかを検証した。 
大島（2005）は、長野県楢川村奈良井宿を対象に、重伝建地区内の住民が町
並み景観を地域アイデンティティとして捉えていることを明らかにした。中尾
（2006）は、福島県下郷町大内宿の重伝建地区を対象に、観光客と地域住民の
両方にヒアリングおよびアンケート調査を行った。観光客の特性や行動パター
ンを明らかにすると共に、歴史的町並み保存事業に対する地域住民の意識と商
業活動との間には葛藤もありながら、っ結果としては「伝統的な生活文化と共
同体意識が大内宿の魅力となり、今日まで保存事業の進展と共に歴史的町並み
が維持され、さらに観光客を多く呼び込める経済効果を生み出した」と指摘し
ている。 
歴史的町並み保全に関する住民の関心や意識に関する一連の研究は、総じて、
行政主導による伝建地区制度の基準が強化される中で、住民（組織）との間で
保存理念を共有することが十分ではなかった点を示してきた。重伝建地区に関
係する人々が連携し、町並み保存に対する意識を共有する地域経営の発想が求
められている。 
 
1-2-3.  歴史的町並み保全と観光振興に関する研究 
歴史的町並み保全の活動が本格化したのは 1970 年代である。当時、大阪万博
後の観光需要を喚起するため、国鉄による日本美の再発見をコンセプトとする
“ディスカバージャパン”のキャンペーンも始まった。その後、現在までの町
並み保存の取り組みは、常に観光振興とそれに伴う中心市街地活性化などの地
域振興と結びつくようになった。これらを論じた先行研究は、観光学や観光地
理学からのアプローチが多い。岡本・他（2003）は、全国の重伝建地区を対象
に、市町村の町並みを活かした観光施策と観光客数との関連について分析を行
った。 
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また小堀・他（1998）は、重伝建地区に選定される前の埼玉県川越市を事例
に、開発と観光地化が進展する中で、いかに歴史的町並みを保全しうるかを探
った。また小堀（2001）は、大分県日田市豆田・隈両地区の歴史的町並み保全
と観光地への形成過程を検討し、「豆田・隈両地区の観光地化は、住民主体の地
域づくり活動の結果として起こったものという共通認識がある」と指摘してい
る。溝尾・他（2000）は、埼玉県川越市の重伝建地区を対象に、一番街商店街
の商業振興と町並み景観の保存との相関を考察した。その結果、「一番街の歴史
的町並みに対して、観光客という外部の人々が高く評価したことによって、現
実に歴史的町並み保全が商業の売り上げ増加につながった経済効果を生んでき
たことで、当該地域の人々は蔵造りを保全する自信と確信を持つことになった」
との結論を得た。また菊池（2012）は、高山市の観光関連事業者を対象にアン
ケート調査を行い、観光振興には町並み保存会の持続的な関与と関連事業者の
保存意識の向上が不可欠であると指摘している。 
以上のような先行研究がある一方で、急激な観光地化が地域にもたらす弊害
に関する研究もある。具体的には、観光客の道徳やマナーに起因する問題、交
通渋滞、不特定多数の人々の来訪による治安上の問題、住民のプライバシー侵
害等、いわゆる“観光公害と呼ばれるものがある。また、華やかな装飾による
景観の破壊、観光による利潤をめぐる地域内格差なども研究テーマとして取り
上げられている。志賀（2000）は岐阜県高山市を対象に、歴史的町並みを観光
資源として活用する際の問題点と、観光が歴史的町並みに対して果たす役割と
を考察した。また大山（2005a）は、岡山県倉敷市美観地区における 1970 年代
以降の観光地形成のプロセスを整理し、急激な観光地化が歴史的町並みの通俗
化を招き、地域住民の意識にも観光地・観光客に対する否定的・懷疑的な意識
を生み出したことを明らかにした。 
また中尾（2006）は、福島県下郷町大内宿において、観光地化と地域住民の
経済的な自立が“大内宿らしさの喪失”と“共同体意識の脆弱化”を招いたと
も指摘している。さらに、地域は観光客のニーズに応えようとしているものの、
その認識にズレが生じていること、問題点を打破するために理想的な観光地作
りを模索するものの、具体的行動に踏み出せない悪循環に陥っている状況を明
らかにした。 
遠藤・他（2010）は、島根県大田市の重伝建地区（温泉津地区・大森銀山地
区）内の住民を対象に、「高齢化や転出、空き家、長期不在宅の増加や空き地の
駐車場化、重伝建地区指定区域までの交通の便、観光客の車交通の増加に伴う
歩行者の安全性、観光客用の駐車場が少なさなどの問題」を調査し、建造物の
所有・改修、観光客増加への対応、駐車場の整備、住民合意に向けた場の設定
という課題を抽出している。 
観光による地域振興と歴史的町並み保全との両立には、大きな課題があると
言える。この問題を解決するには、重伝建地区の住民合意を形成した上で、観
光施設を導入しながら、住民主導の町並み保存の体制を確立していくことの必
要性が示唆されている。 
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1-2-4.  重伝建地区内の空き家増加に関する研究 
 近年、日本の多くの地方都市では、人口減少や高齢化、また郊外化による既
成市街地の衰退、こうした現象に伴う空き家の増加が問題となっている。重伝
建地区においても、ほぼ例外なく空き家の増加が問題となっている。空き家の
状態が長く続くと、老朽化などによって歴史的資産である建造物自体が失われ
てしまう恐れがある。さらにコミュニティの維持も難しくなり、伝統文化が継
承されにくくなることも懸念される。 
 歴史的町並みを有する地区における空き家の研究として、岩井（2007）は全
国「伝統的建造物群保存地区協議会」のまちづくり担当者にアンケート調査を
行い、重伝建地区のまちづくりに関する課題の抽出と分析を試みている。保存
地区の人口増減と空き家の増減の関係を調べ、人口減少と空き家数の増加の相
関関係、また人口減少と世帯数減少の間の相関関係を見出した。多くの重伝建
地区で、人口および世帯数が減少し、空き家が増加する状況にあり、歴史的町
並み保全には、人口減少を食い止める地域環境作りと空き家の維持管理が同時
に求められている。 
 白木・他（2008）は、歴史的建造物の活用事例から空き家の転用が周辺に与
える波及効果を分析し、斉藤・他（2007）は、歴史的建造物の調査に基づき歴
史資産を活かしたまちづくりのあり方を論じている。しかしそれらは地区内の
議論に留まり、空き家と歴史資産の活用を一体的に論じているわけではない。
また大谷・他（2007）は、一般的な市街地における空き家の増加要因として、
入居者や所有者の高齢化や死去に伴う人的要因、築年数や床面積、接道といっ
た建物個々の物理的要因が相互に関係することを明らかにしている。ただし、
そうした状況をいかに改善していくかまでは、十分議論されていない。 
竹鼻（2010）は、地域資源である歴史的町並みの荒廃防止、さらに町並みと
しての価値向上といった観点から、重伝建地区とその周辺の歴史的価値を有す
る地区を対象に、そこでの利活用事例とその要因について調査・分析を行った。
その結果、対象地における空き家の解消対策として、まずは空き屋を改修しや
すい制度・政策を導入し、その上で各地区の特性を踏まえた利活用策を実施し
ていく必要があると指摘している。さらに、市（行政）を含めた公共セクター
からの支援策として、直接的な補助金の交付だけでなく、NPO 活動への支援、
出資、低利融資、債務保証によるビジネスリスク軽減策などの幅広い施策が、
行政の縦割りを超えて展開されることが重要であるとも主張した。 
さらに松尾（2004）は、全国 31 の重伝建地区を調べ、空き家・空き地が多く
存在する実態を明らかにした。その上で、広島県竹原市の重伝建地区の居住者
意識を検討し、公共施設としての空き家活用の取り組みと補助金制度の見直し
の必要性を主張している。補助金は個人の私有財産の修繕行為に対するもので
あり、所有者自身が建物（空き家）を残すことに関心があり、一部自己負担を
しながら、その建物を残す意思決定をすることが前提である。  
 大山（2005b）は、全国の重伝建地区の立地環境を分類し、それぞれの立地類
型における町並み保存の現状と問題点をまとめた。特に、バイパス整備による
郊外化と中心市街地の空洞化、平成の大合併による自治体内での地域間格差、
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過疎の進行による集落維持の困難さが、町並み保全の喫緊の課題であると指摘
している。そして伝建地区制度を運用するだけでは、その集落の存続には寄与
できないと指摘している。過疎地域での歴史的町並み保全は、集落消滅という
危険性を常に抱えながら、集落維持のための方策と共に保存活動を進めていく
必要があると指摘している。 
 
1-2-5.  歴史的町並み保全のオーセンティシティ48に関する研究 
歴史的町並み保全、とくに文化財保護法による伝建地区制度においては、歴
史的町並みのオーセンティシティ（authenticity）が強調されている。重要伝統
的建造物は修理することで伝統的なファサードを残し、一般建築物は修景を通
して周辺の伝統的な景観に調和させ、重伝建地区全体の価値を高めることがで
きる。その一方で、伝統的な景観にそぐわない建物や工作物は排除されていく
ことになる。当然のことであるが、現在の景観はさまざまな時代の歴史・文化・
生活などの重層的構造によって成り立っている。  
牛谷・他（2004）は、建築学の観点から長野県楢川村奈良井の重伝建地区に
おいて、出梁造（工作物）の建造物の変容を定量的に分析した。その結果，重
伝建地区制度は、奈良井の出梁造の消失を食い止めることに寄与したものと評
価している。しかしその一方で、重伝建地区選定後の現状変更によって増加し
た出梁造は、本来のものとは異なっていることも発見した。伝建地区制度が統
一した現状変更基準を与える結果、歴史的町並みが持っていた本来の地域性に
裏付けられた景観を、“歴史的町並みらしいイメージを持つ景観”へと変容させ、
地域の個性を消失させる危険性があることを指摘している。  
 それでは、何を持って重伝建地区の“伝統”のオーセンティシティとすべき
だろうか。同時に、伝建地区制度は歴史的町並み保全の機能を果たしうるかと
いう問題提起にもつながる。福田（1996）は、沖縄県竹富島の重伝建地区にお
ける赤瓦屋根の歴史的町並み保全について、“伝統文化の創造”という視点から
考察を加えた。それによると、赤瓦屋根が始めて現れたのは 1905 年の人頭税廃
止後であったが、普及したのは大正期以後、しかも裕福な層に限られたもので
あったという。そして赤瓦屋根が一般的な増加を見せるのは、町並み保存運動
が隆盛した 1980 年代と軌を一にしているという。町並み保存の中で赤瓦が強調
される一方で、赤瓦屋根の歴史が積極的に語られることなく観光客に「伝統的
なもの、古くから存在するもの」として受け止められたのだという。こうした
赤瓦の伝統性が強化されるプロセスを経て、赤瓦のある重伝建地区においては、
本物であることが強調される文化財保護の立場、地域アイデンティティの表明
として地域文化を顕彰する立場、さらには、自らの生活に根ざした住民の立場
がときに重なり合い、ときには他を圧倒しながら、伝統を保持していると指摘
                                                   
48 1994 年、ユネスコの後援によるオーセンティシティに関する奈良会議が開催された。非西欧
文化圏の建築遺産や無形の行事を中核とした歴史的な遺産等の特性を含める意味で、オーセンテ
ィシティの定義について、形態と意匠、材料と材質、用途と機能、伝統と技術、立地と環境、精
神と感性、その他内的外的要因が当初から変わらずに保持され続けているものとすることで合意
が得られた。 
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した。  
 
1-3. 中国における歴史的町並み保全に関する研究 
 
 中国において、現在、歴史的環境を保全する政策の中心となっているのは「（国
家）歴史文化名城（以下名城と略す）」と呼ばれる面的な都市・地域の保全制度
である。1982 年に制定された「文物保護法49」において保存文物が特別に豊富
で、重要な歴史的または革命的意義がある都市は、国家文化行政部門と城郷建
設環境部門および国務院によって名城として公布されることが定められた。こ
れまで（2016 年 10 月時点で）国務院の指定によって全国 129 都市が名城に指
定されている。 
しかしながら、この制度は様々な特徴を持つ名城の保全や整備に充分な対応
ができず、柔軟性が低いなどの課題を生じている。本節では、名城および同制
度を対象にこれまで行われてきた研究をいくつかの視点から検討し、この制度
の成果と課題とを明らかにする。 
名城あるいはその制度を対象とした研究は、多様な視点から行われているも
のの、大きくは以下 5 つアプローチに分類することができる。 
 
① 名城制度の内容・枠組みの研究 
② 名城の建造物や景観の保全効果に関する研究、  
③ 歴史町並み保全と地域振興（観光）の両立に関する研究   
④ 歴史的町並み保全のオーセンティシティに関する研究  
⑥  中国の両側町に関する研究 
 
以下では、この 5 つの視点からの研究について順次、検討していくが、研究
分野という点では、これらの研究は都市計画および建築工学の研究者によって
主として行われている。 
 
1-3-1. 名城制度の内容・枠組みに関する研究 
中国においてこのテーマに関連した研究は、主に中国建築学会と都市規劃学
会の機関誌『建築学報』と『城市規劃』に掲載されている。葉・他（1995b）は、
1982 年から 1994 年の各号に掲載された論文を整理・検討し、名城の保護を取
り上げた研究が主に次の 4 つの観点から行われているとして分類した。(1)都市
変遷史における名城の発生および分類に関する考察、(2)各類型の名城における
歴史的、都市形態的、都市景観的要素あるいは特徴に関する考察、(3)都市計画
との関連から論述するものとして名城保護計画および実際の整備に関する考察、
(4)文化財保護あるいは都市計画の一環としての名城保護の意義に関する論述で
                                                   
49 日本の「文化財保護法」に相当するもので、中国における現在の文化財保護行政の基本法で
ある。 
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ある50。 
また、日本で発表された論文として、葉・他（1995a）は、1949 年以降の中
国歴史的建造物・歴史的環境保全法制度の変遷を、(1)文化財保護法制度の形成
期（1950～1965 年）、(2)法制度の破壊および法制度整備の停滞期（1966～1972
年）、(3)法制度整備の見直しの時期、(4)名城保護を中心とした歴史的環境保全
の展開期、(5)新たな展開期（1990 年以降）という 5 つの時期に区分して捉えて
いる。とくに(4)名城保護を中心とした歴史的環境展開期においては、第 1 に、
名城制度を運用する体制と保護計画の枠組みが統一されておらず、第 2 に、各
都市のそれぞれの状況に応じた地方法規や具体的な実行規則が不十分であり、
第 3 に、名城保護に関する固定的かつ長期的な財政措置も存在せず、第 4 に、「歴
史文化街区」制度が提案されたものの、法規上の根拠が不十分かつ行政上の対
応も権限が不明確であるとの問題提起をしている。歴史的環境保全に関する根
拠法は制定されたものの、法体系としては未だ不十分なものであったと考えら
れる。 
葉・他（1995b）の研究は、名城制度の枠組みの整備過程について、(1)名城
保護制度の存在の認識、(2)中央政府主導によるトップダウン方式の名城指定、
(3)名城保護計画の策定に伴う保護計画と都市総体計画の策定時期の不一致、(4)
中央政府による財政補助が無いことから、地方政府による通常の都市建設予算
の中で自主的解決を図る、という 4 つの課題を指摘した。そしてそれらの課題
を解決するには、名城の存在と保護概念を普及させ、指定に際しては住民参加
の制度・環境を構築し、上級主管部門の監督・指導体制を確立し、都市総体計
画の改正による名城保護計画との整合性を図り、恒常的な財政補助制度を創設
することが必要であると主張した。 
 近年、張（2011）は、2008 年に国務院が公布した「歴史文化名城名鎮名村保
護条例」の施行に伴い、名城制度の保護体系が基本的に形成されたと指摘して
いる。しかし、時代を遡るにつれて、名城保護対象である「歴史文化街区」の
保護について、計画の基本的内容、技術基準の整備、実施段階における保護計
画の実行手段の整備、恒常的な財政補助制度が存在していなかったことを指摘
した。日本・中国いずれの研究者も、中国の名城制度には様々な課題が存在し、
とくに街区保全制度と財政補助制度が不十分であることを指摘している。  
 
1-3-2. 名城の建造物や景観の保全効果に関する研究 
 1980 年代以降、中国の各都市は急激な経済発展によって再開発事業を進め、
歴史的環境は大きく変貌した。再開発地域においては歴史的町並みの連続性を
損失するなど様々な問題が発生した。とりわけ 1990 年代後半以降、北京オリン
ピックを迎えるために、全国各地で一層激しい都市建設や再開発が実施され、
歴史的町並みは危機的な局面にあったと言える。よって研究の第一の関心とし
ても、進行しつつある名城都市の実態と名城制度の保全効果に関するものであ
                                                   
50 葉・他（1995b）、p.202 の注 4 から引用。中国建築学会と都市規劃学会の機関誌の 1982 年か
ら 1994 年の各号に登載された論文は古くて実際には入手ができないため、本節では個々の論文
内容までは言及しない。 
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った。 
 日中共同研究である陰・他（2003）は、99 の名城都市のうち、既成市街地面
積 100km2 以下の都市を中小規模型と分類し、保存対策の実態と保存の姿勢につ
いて 79 名城の都市管理部門担当者にアンケート調査を行った。その結果、国・
省・市レベル等の文化財としての「点」の歴史的環境は「よく保全されている」
ものの、「歴史文化街区」としての「面」の歴史的環境は十分に保護されていな
い実態を明らかにした。 
 また、銭・他（2006）は、名城北京における歴史的環境保全制度の対象であ
る「歴史文化街区」では、街区全体の景観、歴史的建造物の保護、小規模整備、
市民参加の促進を原則として、大規模再開発を抑制しようとしたが、「大規模」
の概念が曖昧で、「歴史文化街区」の道路計画では伝統的な景観を破壊しない線
引きをしたものの、古城内の交通渋滞を解決するために多数の道路拡幅が実施
されたことを見出した。また「歴史文化街区」の再開発事業においても、政府
は開発業者の商業利益を優先しがちで、住民を移転させて、地区の一部を高級
住宅地や商業地へ転用した事実があったことを発見した。名城制度は都市の保
全を目的に掲げているが、その実態は「歴史文化街区」の外にある伝統住宅地
は対象外であり、保全を進める上では限界を来していると言える。  
 さらに銭・他（2008）は、現在の北京市の名城保全制度の計画策定と実施は
市政府主導で行われており、その中で文物部局と都市計画部局が協力し、近年
は名城条例により保全事業の審査過程に専門家の関与を義務付け、市民参加も
導入されているが、保全事業審査の透明性・公正性、市民の実質的参加という
点で課題があることを指摘している。市民組織による保全活動も存在してはい
るが、行政との連携は取れていないという。  
 同様に周・他（2007）は、名城長沙の「歴史文化街区」の再開発において民
間開発業者が商業利益を重視し、資金回収率を追求するために、「歴史文化街区」
における大規模な取り壊し建設を行った事実を明らかにした。再開発の前に制
定された保全計画と都市総体計画の策定時期が同一でないため、各段階の都市
計画内容の追加・調整などに伴う計画の改正、改正の審査・許可・実施期限の
設定、計画の継続性の確保に関する詳細規定の整備が、急務であると述べてい
る。政府の役割が不明確であると共に、保全計画の策定段階から専門家・住民
等が公共参加する仕組みは未だ整えられていないとも言える。  
 中国における研究では、住民参加による歴史的町並み保全に関するものは少
なく、その中の焦・他（2008）と王・他（2013）は、中国の「歴史文化街区」
の保全に住民参加が有効な解決法になりうると指摘するに留まっており、具体
的な実践例や効果の検証をしているわけではない。安（2005）と黄・他（2013）
は、充実しつつある名城保護制度について次のような課題を指摘している。（1）
都市保全をするとしながら、実際は「歴史文化街区」外の伝統住宅地は対象外
であること。（2）「歴史文化街区」内でも一部の伝統建築しか保全されておらず、
名城内の“孤島化”現象をもたらしていること51。（3）「歴史文化街区」の景観
                                                   
51 中国の言葉で、名城内の「歴史文化街区」にある単体歴史的建造物のみを保全する現象を指
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を強調するために、歴史的町並みを真似したまちづくり現象があったことであ
る。 
 日本と中国のいずれの研究も、名城制度が歴史的町並み保全に対して一定の
効果を発揮してきたことを認めてはいるものの、ほとんどの保全政策が政府主
導で実施されており、市民組織による保全活動は一部存在するものの、行政と
の連携はとれていない。今後、保全事業を行う前の公聴会などで、市民の意見
を反映させる場を創っていくべきである。  
 
1-3-3. 中国の歴史町並み保全と観光振興の関係に関する研究 
 中国の歴史的町並み保全の動きが本格的に始まったのは 1980 年代である。そ
して中国政府は 1985 年に世界遺産条約を批准し、世界文化遺産の推薦を熱心に
行うようになった。その中には名城である平遥古城（1997）や名城麗江古城
（1997）も含まれていた。歴史的な都市や集落を世界遺産に登録するための一
連の作業を経験することで、面的な保全という考え方や手法が各組織に次第に
浸透し、併せて観光産業も活発になっていった52。 
 前項 3-2 で取り上げた陰・他（2003）は、アンケート調査によって、名城保
護の目的が、歴史遺産と地方文化の保存、観光業の発展、都市知名度の向上等
にあることを明らかにした。さらに現行の保全政策では、「名城保護計画の編制」
「観光業の発展」「歴史文化の継承と宣伝」「市民参加の奨励」等、様々な政策
目的が掲げられている点を特徴として指摘している。中国政府は、名城という
ブランドを通して、名城保全と観光振興の両立を図っていると言える。 
 名城というブランド名を生かした観光振興と名城保全の両立可能性に関する
研究は、中国においてかなり盛んに行われてきた。阮・他（2003）は、観光と
歴史的町並み保全は必ずしも両立していたとは言えないが、観光産業を活かし
ながら歴史的町並みを保全することの重要性を唱えている。しかし現実には、
名城制度による保全効果は弱く、商業利益を優先し、歴史的町並みは大規模に
破壊され、その結果、街は新しく創り直され観光施設は過度に整備され、元来
の保全という意義からは遠く乖離しているという。  
 李（2013）は、「歴史的町並みを保全しながら観光化」することが容易でない
原因は、名城を保護する資金が少ないことにあるという。現在、名城を保護す
る資金は、主に国家と地方政府からの公的資金に頼っており、民間からの資金
は少ない。名城保全制度の積極的な活用と観光政策の連携の必要性についても
言及している。 
 胡（2011）は、歴史的町並み保全の資金確保のためにも観光振興が必要であ
り、こうした政策を考える都市が増加しつつあると指摘している。北京市や西
安市にある歴史的町並みには毎年多数の観光客が訪れる。しかし、歴史的町並
み観光に関わる住民・事業者と観光・文化財の行政機関との間には十分な連携
がなく、観光の集中化を招くなどして歴史的町並みの周辺環境が悪化した。董・
                                                                                                                                                
す。 
52 張（2008）、前掲書、p.294 を参照されたい。 
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他（2002）によると、歴史的町並み観光の商品化によって歴史的町並みそのも
のが危機に瀕することも少なくなかったという。そこで胡（2011）は、居住地
をそのまま見せる居住地と観光地が一体となり、文化や生活を体験してもらう
生活密着型の観光形態が、歴史的町並み保全には有効であると主張している。  
歴史的町並み保全と同時に地域の生活や文化が適切に維持・伝承され、質の
高い観光を生み出していくために、地域住民が主人公となって観光客と交流を
深めていく動機付けや環境整備が求められる。しかしながら、その具体的な方
策となると研究はまだ少ない。歴史町並み保全と観光振興の両立というテーマ
が、今後の中国における重要課題となろう。  
 
1-3-4. 中国の歴史的町並み保全のオーセンティシティに関する研究 
 オーセンティシティ53という概念は、欧米の専門家によって「歴史的記念物の
保全と修復」のための評価基準54と理解されてきた。日本でも 1994 年のオーセ
ンティシティに関する奈良ドキュトメント以降、有形の文化的遺産と無形の文
化的遺産を評価する基準として用いられるようになった55。欧米と日本の影響を
受け、中国でも歴史的文化遺産を評価する基準として、名城や歴史的町並みの
オーセンティシティが強調されるようになった。現代の中国の歴史的町並み保
全をオーセンティシティの面から考える際に最も厄介な問題は、「原状」に関す
る定義である。オーセンティシティは、「真正性・信憑性」などと訳され、分か
りやすく言えば「偽物」「まがい物」に対する「本物」という意味である。  
李（2009）によれば、オーセンティシティの評価基準は中国に適さないとい
う。中国の歴史的町並み保全の考え方は、オーセンティシティの「修復」思想
と異なるものである。元々の歴史的町並みを形だけ維持するために、定期的な
修理や部材の取り替えを行うよりも、歴史的町並み全体を大規模に改変した方
が、開発利益や商業利益にも寄与するため、現地の住民が移転するケースもし
ばしば観察されるという。これは保全という言葉を使いながら、歴史的町並み
のオーセンティシティを破壊しているとも言われる。その原因は、歴史的町並
み保全のオーセンティシティに関する明確かつ具体的な基準がなく、経済発展
が優先され、縦割り行政にもとで歴史的町並み保全が行われている点にあると
いう。しかしまた、中国では国の事情に合わせてオーセンティシティの思想と
は異なる「修復」が行われているのが現実であり、その考え方を一方的に否定
することも現実的ではないという。 
その一方で、竺・他（2006）は、名城武漢の「歴史文化街区」を対象に、昔
ながらの形の修復だけでなく、街区の昔ながらの機能も継承され（博物館的な
凍結保存）、歴史的町並みのオーセンティシティが保全されているとしている。
                                                   
53 1964 年にイタリア政府が定めた「歴史的記念物の保全と修復に関する」憲章であるヴェニス
憲章において、オーセンティシティという言葉が世界文化遺産の評価基準として初めて用いられ
ている。 
54 通常、歴史的記念物は、形態と意匠、材料と材質、伝統と技術と管理技術、立地と周辺環境、
言語とその他の無形文化遺産、精神と感性、などの評価軸で検討される。文化的景観の場合には、
これに加えて人々の営みと地域環境の関係性に保全すべき固有の価値が求められる。 
55 西村（2004，4 章）、p.799 を参照されたい。 
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オーセンティシティの考え方を補完する意味で、地域や保全の対象と合致した
保全制度を制定することが有効な手段になると主張している。中国の研究では、
歴史的町並みのオーセンティシティ保全は現地住民を抜きに考えられる場合が
多い。住民もまた歴史的町並みのオーセンティシティの一部を構成していると
考え、居住者の参加と協力を得ることが保全政策の成否にとっても不可欠と言
える。 
 
1-3-5. 中国の両側町に関する研究 
 中国には「両側町」という概念を直接に扱った研究はないが、日本の「両側
町」研究のところ（第 2 章）で指摘したように、中国にも「両側町」と呼ぶふ
さわしい胡同56（中国の細い街路）を中心とした都市形態や町並みがある。そこ
で、日本の研究を参考に中国における両側町研究と言えるもの整理してみよう。 
 まず尹（1993）は、北京の旧城区は碁盤の目のような東西・南北の両方向の
道路で構成され、それらの通りで囲まれた街区が胡同によって分けられ、胡同
を中心とした両側が四合院57の敷地となっており、その敷地において東西南北の
家屋で囲まれた中庭のある住宅群が形成されるという。しかし、このような「両
側町」は、北京市の急激な政治・社会・経済の変化によって、急速に消滅しつ
つある。伝統的町並みに愛着を持って維持しようという住民も僅かながら存在
しているが、現在の不便な生活環境等を理由に改修・更新の意志を表明してい
る住民の方が多いという。尹（1993）によれば、問題解決の決め手は、政府の
政策、経済の動き、所有権の転換、修繕・改造といった住環境の整備、それら
の相互作用によると主張した。 
 また、大西・他（2001）は、安徽省黄山市の屯渓老街には、程良く曲折した
街路を中心に、街路の両側に二階建ての伝統的な商店や民家が立ち並ぶ空間が
あることを紹介している。屯渓老街は「歴史文化街区」として保全されるため
に、周辺に高層建築物を建てられない環境調整地区の範囲が指定されていると
いう。しかしながら、このように街路両側に商店と民居が混合した町並みを保
全するには、商店には営業収入があっても、それがない一般住宅には政府から
の補助金が必要であると指摘した。 
 また呂（2011）は、名城開封における旧市街地の宗教施設や公的施設の門前
にある街路を中心に、その両側に商店が立ち並ぶ「両側町」の空間について考
察した。長い中国の歴史の中で、街路両側の建築物は時代の変遷と共に興廃を
繰り返してきた。そして現在、「歴史文化街区」に指定された街路では、都市開
発によって歴史的町並みの姿と機能が消えつつある。町並み保全よりも都市開
発が優先される現実がある。さらに「歴史文化街区」に指定された区域以外で
も、都市開発によって大きく変貌するか、老朽で劣悪な住環境に甘んじるか、
                                                   
56 中国北部の市街地に碁盤の目状に巡らされた横丁のことで、代表的には北京旧市街にある伝
統的な民家の建ち並ぶ細い路地がある。 
57 中国の伝統的な住宅の形式で、院子と呼ばれる中庭をとり囲んで、北に正房または堂屋とい
う主屋、東･西にそれぞれ廂房という脇部屋、南に倒座という向い部屋を配するのが基本型であ
る。 
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という二律背反に直面している点を指摘した。  
 関連して、張・他（2012）は、開封市徐府街における新しい「両側町」の模
式を提起した。胡同の入口に面した側には商店が立ち並び、胡同を中心に両側
に四合院の敷地があり、その敷地内において東西南北の家屋で囲まれた中庭の
ある住宅が形成されてきたという。通常、両側町では街路を中心にその両側に
商店が立ち並んでいるが、ここでは胡同の入口に面している側にしか商店が残
っておらず、入口と反対側の商店は都市開発と共に現代的な建物に建て替えら
れたか、もしくは消失してしまった点を明らかにした。そして町並みが変貌す
る過程で「歴史文化街区」に一旦指定された区域が、その指定から外されると
いう問題が発生した。この問題については、本論文の第 4 章において、その経
緯の説明とその原因についての検証を行う。 
 これまでの研究から、中国においても「両側町」という都市形態が存在して
きたことが明らかにされた。その多くが歴史文化街区に指定され保全を意図さ
れているものの、保全政策よりも都市開発が優先される実態がある。「歴史文化
街区」に指定されても、都市開発部局の権限の方が強い。また保全整備のため
の資金（財源）が十分でないために、現在、「歴史文化街区」に指定され保全さ
れているところでも、近い将来には大規模開発の脅威にさらされる可能性もあ
る。 
 
1-4. 歴史的町並み保全に関する研究の日中比較 
 
歴史的町並み保全に関する先行研究を整理したものに、すでに浅野（1994）
がある。その研究は、中国大陸を除いた日本と台湾の歴史的環境保全制度の変
遷について検討しているが、中国の歴史的環境保全制度との比較は行われてい
ない。中国においても日本と中国を比較した研究は少なく、張（2011b）や陶
（2009）が日本の伝建地区の補助制度、政策の実施体制についてその有効性を
紹介しているが、伝建地区制度の問題点までは言及していない。  
本論文は、歴史的町並み保全という課題を、日本と中国のこれまでの研究を
整理・検討しながら、日中両国における研究の共通点や相違点を比較し、日中
両国における政策的な課題の抽出とそれに対する解決策を探ることを意図して
きた。 
まず、日本で伝建地区制度が制定された当初は、現在の中国と同様の問題が
存在しており、その意味では両国には共通の問題があると言える。すなわち、
抽象的な意味の面的な保全、建造物や環境物件等の「点」的な要素の保存重視、
生活環境の整備と歴史的町並み保全の葛藤、歴史的町並み保全に関わる部局間
の協力体制の不備といった点である。 
 次に、「歴史的町並みの保全制度の効果」、「歴史的町並み保全と観光振興の両
立」、「歴史的町並み保全のオーセンティシティ」という共通するテーマから、
日中両国の比較検討を行ってみる。 
歴史的町並みの保全制度の効果に関する研究では、歴史的町並みと都市計画
の整合性が問題となっている点が日中両国で共通していた。とくに中国の歴史
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的町並み保全計画は都市総体計画の策定時期と同一でないため、各段階の都市
計画内容の追加、調整に伴う計画の改正、改正の審査・許可・実施期限の設定、
計画の継続性の確保に関する詳細規定の整備において、日本以上に問題のある
ことが認識された。 
 歴史的町並み保全と観光振興の両立については、観光産業を通して歴史的町
並み保全を図るという両立可能性を示唆する研究、町並み保全と観光産業の連
携や両立は難しいという議論の両方が展開されていた。日本では住民と行政の
間、まだ住民間の合意形成が問題であるが、中国では住民との合意形成をする
前の段階で、観光開発と町並み保全との両立が課題になっている。とくに商業
利益が優先されることで、過度に観光施設が開発・整備され、それによって歴
史的な町並みの保全が難しくなるという本末転倒の問題がある。  
 歴史的町並み保全のオーセンティシティについては、日中両国ともその点を
強調する考え方はあり、オーセンティシティの基準をめぐっての議論や問題が
発生してきた。しかしながら、日本と中国では、現状変更という点でのオーセ
ンティシティ基準に対する認識・解釈が大きく異なっていると理解される。日
本では、統一された（画一的な）現状変更基準によって、地域の個性が失われ
る問題が指摘されてきたが、逆に中国では、統一した基準が無いために、歴史
的町並み全体が大規模開発に置き換えられる現象が問題となってきた。  
 また、重伝建地区における「歴史的町並み保全に関する住民の関心や意識」
に関する研究を見てみると、日本ではこのテーマに関する研究が近年になるほ
ど多数ある。日本では 1990 年代以降、住民参加ということがまちづくりの議論
のあらゆる方面で関心を集めるようになってきたことも関係していよう。その
一方で、中国の名城制度の研究においては、住民との合意を得ながら歴史的町
並み保全と観光産業の両立を図ることが有効であるといった提言をする研究は
多いが、実証研究となるとほとんどない。  
 日中両国で異なる課題というと、現在の日本における重伝建地区の空き家問
題ということになる。日本では高齢化と人口減少によって、重伝建地区に限ら
ず、現在、空き家問題が深刻化している。この問題に対する有効な解決法は未
だ提示されていないと言え、重伝建地区においてももちろんのこと、引き続き
重要な課題となり続けていくことであろう。他方、今なお人口が増加している
中国においては、現在のところ空き家問題は存在しない。逆に都市部では人口
増加に対応するための都市開発によって、歴史的建造物を保全することに脅威
が与えられている。しかし中国でも高齢化現象が指摘され始め、現在の日本の
空き家問題は、何十年か先の中国において必ずや問題となる時代が来るであろ
う。 
 日中間では制度が異なりながら、ある意味で共通点も見られる問題として、
歴史的町並みへの保護・規制政策を担当する行政部局とその縦割り問題がある。
中国では政策は政府主導によるトップダウン方式で決められ、行政機関におい
ては都市計画と文化財保護の部局が連携して役割分担することになっているの
であるが、それに関する具体的な規定はなく、実態としては縦割り行政の問題
がある。同様に日本においても、文化財保護を担当する部局（教育委員会）、都
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市計画を担当する部局、公共インフラ整備を担当する部局、景観を担当する部
局等が分かれており、縦割り行政の問題として常に言われてきた。さらに観光
振興や商業となると別部局となり、行政組織内部での連携・両立という課題も
ある。 
さらに中国では、面的保全に関する法制度が名城制度しかない。そのため、
街中の小さい範囲を対象とする「歴史文化街区保全」という制度を名城制度の
中に取り入れたものの、実際の効果を上げていない。この点において、日本の
「伝建地区制度」を参考にする可能性は大いにあると思われる。  
日中両国ともにある意味で共通する問題として、歴史的環境の保全政策を実
践するための資金（財源）が不足しているという点である。中国では未だ恒常
的な財政補助制度は存在しておらず、その点が政策・制度の実効性が薄らぐ根
本的な問題とも言える。日本もまた政府の財政状態が悪化しているなかで、文
化や観光に関わる政策の優先順位はどうしても低くなる傾向がある。  
最後に、中国も日本と類似した「両側町」という都市形態を存在しているが、
保全政策は開発より一般的には軽視される。実際に「歴史文化街区」に指定さ
れても、中国では都市開発部局の方が権限は強く、経済を優先する場合が多い。
「歴史文化街区」に指定されても、保全や整備をする資金がなく、将来的に大
規模開発の脅威にさらされる恐れがある。  
そうした歴史的都市（とくに中国）においては、「保全」「観光」「開発」をいか
にバランスさせるかが、現在、重要な課題となっている。  
 
1-5. 先行研究のまとめと政策含意 
 
 本論文は、日本における歴史的町並みとその保全政策を扱った先行研究につ
いて、「両側町」という視点と「重要伝統的建造物群保存地区」という視点から
の研究を、整理・検討してきた。また中国における同テーマに関する先行研究
について、とくに「（国家）歴史文化名城」という視点から研究を整理・検討し
てきた。 
 まず「両側町」については、中国をはじめ世界の歴史的都市を観察すると、
そこには街路や広場を中心とした「両側町」が、保持され現在なお存続してい
ることが分かるが、「両側町」自体を直接に取り上げた研究はそれほど多くない。
限られた研究を通して、「両側町」に共通する要件として、①徒歩交通、②通り・
広場を中心とした公共的空間、③両側に伝統的な建築物群が建ち並んでいる、
④両側の伝統的な建築物群が同じ住所を持っている、⑤コニュニティの存在、
⑥個々の建物が保全され活用されている、⑦持続的な賑わいがある、という 7
つにまとめた。これまでの研究においても「両側町」の特徴からその定義付け
を試みたものがあったが、それは必ずしも明確なものにはならず、むしろ曖昧
で拡散的にさえなってきたと言える。 
 次に、これまでの重伝建地区および同制度を対象とした先行研究について検
討し、①重伝建地区の建造物や景観の保全効果、②歴史的町並み保全に関する
住民の関心や意識、③歴史的町並み保全と観光振興の両立、④重伝建地区内の
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空き家問題、⑤歴史的町並み保全のオーセンティシティという 5 つ側面に整理・
分類した。 
伝建地区制度は歴史的町並み保全に一定の成果を上げてきているという評価
はあるが、問題点としては、制度実施の初期における法律概念の曖昧さと、「点」
的な歴史的建造物の保存では寄与しているという限定的な評価であった。そし
て制度が経過するに伴い、行政内部の縦割り問題や保全に関連する部局間の連
携不十分、都市計画との不整合性、現状変更に伴う伝建地区制度自体の限界と
いった問題が出てきた。また先行研究によって、歴史町並み保全と観光振興の
両立問題や歴史的町並み保全のオーセンティシティ問題がクローズアップされ
てきたと言える。 
近年、伝建地区制度の実効性に関わる要因として注目されてきたのが、住民
の関心や意識の問題である。現状、行政主導による伝建地区制度の基準が強化
される中で、住民組織との保存理念の共有が不十分であることを指摘する研究
も多い。改善策として地域住民の自主性と合意形成、町並み保存に対する意識
を共有する地域経営の発想が必要であると指摘する研究もある。住民の関心や
意識の問題について、多くの指摘がある中で、伝建地区制度の基準強化と共に
制度を主導する立場の行政の役割に関する研究は数少ない。また補修費用や大
工などの技術者の継承と養成、住民の主体的活動や後継者、産業の育成などに
ついての課題もあるが、その調査・研究自体もそれほど多くはない。  
その一方、人口減少や高齢化に伴う重伝建地区の空き家問題の研究が増えて
きている中で、空き家の発生要因や実態、個別の地域の空き家対策でよく見ら
れる伝建地区制度の運用と空き家問題を関連させた研究は見当たらない。  
 これまでの重伝建地区および同制度に関する研究は、歴史的町並みを活かし
たまちづくりの合意形成に関する研究、用途変更と所有権移転の関係、保存地
区の選定が建物の外観に及ぼす影響、町並み整備の方向性、保存地区指定後の
変化に関する研究など、多くのテーマが掲げられてきた。しかしながら、伝建
地区制度による歴史的町並み保全への全国的な取り組みを整理したものは少な
い。とくに歴史的町並み保全政策を実施する行政を対象に、関連する部局間の
連携や住民との連携を分析・検討した研究は極めて少ない。 
 さらに、中国の歴史的町並みを対象とした「（国家）歴史文化名城」について
は、日本と中国の研究者が共同で行っている研究が、少ないもののある。その
中で、主に、都市変遷史の視点から見た名城の発生と分類、各類型の名城にお
ける歴史的、都市形態的、都市景観的要素、あるいは都市の特徴、都市計画と
の関連から論述するものとして、名城保護計画と実際の整備に関する考察が多
い。名城制度の歴史的町並み保全に対する効果の実例を取り上げた研究も少な
い。 
近年、中国の研究者は、歴史町並み保全と観光振興の両立、そして歴史的町
並み保全のオーセンティシティに関連するものを多く取り上げている。先行研
究の中で、中国の名城制度は歴史的町並みに対して一定の保全効果を持ってき
たが、経済や産業振興を優先させ、過度に観光施設の導入や昔風の景観づくり
（偽物）をすることによって、本当の昔ながらの歴史的町並みの保全が難しく
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なる問題点を指摘している。中国の歴史的町並み保全では、現地の住民は意思
決定に関わっておらず、住民抜きで意思決定している場合がある。住民参加が
有効な方法の一つであるという点は、多くの研究者が政策提言をしているが、
その先の効果が明白にはなっていない。 
 最後に、歴史的町並み保全研究の日中比較の研究において、日本人の研究者
が中国大陸を除いた日本と台湾の歴史的環境保全制度の変遷について検討しな
がら論考を加えた。中国の歴史的環境保全制度との比較研究もほとんど皆無で
あるが、中国においては、日本の伝建地区制度の補助体制、政策実施体制の特
徴を扱った研究が多い。中国では、そうした問題点を指摘するものの、歴史的
環境を扱った文献はほとんどない。日本と中国の歴史的環境保全制度を比較研
究することには大きな研究意義がある。 
現在中国では面的保全に関する法制度として、「（国家）歴史文化名城」制度しか
存在しない。この制度の包括範囲は広く、歴史文化街区保全という概念と手法を「（国
家）歴史文化名城」制度の中に取り入れたものの、実際には効果を上げていない。
今後も中国は都市開発急速に進むであろう。都市開発と歴史的環境保全を両立しう
る面的保全制度を早急に整備すべきである。 
 そして、日本も点的保存から面的保全への制度を展開する中で、街中の小さい範
囲を対象としうる「重要伝統的建築物群保存地区制度」を活用してきた。中国も日
本の「重伝建地区制度」を参考した類似の制度を導入することが可能ではないか。
同時に、中国の現行の「（国家）歴史文化名城」制度にある歴史文化街区保全の規制、
範囲、都市計画法の緩和、助成及び補償措置を、より厳しい制度へと拡充すべきで
ある。 
さらに、日本・中国とも、歴史的環境保全政策の実施においては縦割り行政の問
題が存在している。この問題を解決する一つの方法として、日本では計画等の決定
過程に積極的に住民参加の手法を取り入れつつある。計画や政策を決定する際には、
住民の意見を聴くことを条例化している自治体もある。行政と住民が協力しあい、
定期的に集会や講演会やまちづくりイベントを開催するなど、さまざまな取組みや
努力が行われている。 
中国の政策決定はトップダウン方式で、地域住民が参加するまちづくりの手法は
まだ制度化されていない。中国の都市の行政組織は、「市」の下に「区」、その下に
「街道」が置かれるという三層の組織から構成されてきた。さらにその下に「社区」
という生活共同体、いわゆるコミュニティが形成され、住民自治組織としての居民
委員会が設けられている。こうした組織は、住民の文化、科学普及、娯楽等の機能
を担ってきたが、将来的には行政がまちづくりを実践する際に、住民の意見を取り
入れ、住民たちが自分たちで街の歴史的環境を守る時代が来る可能性がある。一部
の居民委員会にそうした萌芽的な活動が観察されつつある。  
今後の中国の保全制度の展開においては、点的保全から面的保全を図る制度を確
立すること、歴史文化名城制度等の運用において住民参加の方式を取り入れること
が重要ではないか。開発から保全へと政策目的の重点を移していくには、そうした
日本の保全制度の経験から学べる点がある。 
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第 2 章 
日本と中国における歴史的環境保全のための政策・制度  
 
2-1. 研究目的と手法 
 
中国では急速な都市化と共に都市開発が各地で進行している。そうした現象
はかつて中国の政治･経済･文化の中心であった歴史的都市をも巻き込み、都市
開発や自動車交通の整備と伝統的な空間を保全することの間に葛藤をもたらし
ている。その一方で、多くの伝統的地区のインフラ整備は未だ不十分であり、
地区内の住宅は老朽化し、生活道路の機能は衰退し、住民からは生活環境改善
への要望が根強い。 
日本にも歴史的資産を保有した街や都市が存在するが、かつての高度成長期
には、現在の中国に見られるような開発と保全の対立する状況があった。その
後、歴史的環境58の保全を意図した法制度が徐々に整備・拡充されてきた。そう
した日本の事例や経験は、現在の中国の歴史的都市が直面する問題と解決策を
考える上で、大いに参考になる面があると思われる。本章では、日本と中国に
おけるこれまでの歴史的環境保全政策とその取組みを対照的に整理・検討する。
主に以下の 3 つの視点、すなわち、第 1 に日中両国の歴史的環境保全をめぐる
政策・法制度の比較、第 2 に歴史的環境保全政策を実施する政府・行政の組織
体制の比較、第 3 に政府からの補助金制度の比較という視点からそれぞれ比較
検討を行い、政策的な示唆を得ることを意図する。 
日本では歴史的環境保全を意図した「古都保存法」や景観保存の条例が、国
と地方の各レベルにおいてそれぞれ整備されてきた。そこでは国と地方の間の
連携という視点も、政策・法制度や行政組織を評価する上で重要である。また
歴史的環境保全政策は、大きく文化財保全と都市計画という 2 つの行政領域に
関係し、それぞれの行政機関が各々の法制度に基づき政策・制度の運用・実施
を図ってきた。すなわち、ここには縦割り行政の問題がどうしても関連してく
る。 
中国でもまた、日本と同様に国と地方において歴史的環境保全の政策・法制
度が構築されてきた。ただし、伝統街区を保全するという点で法制度の力は未
だ不十分であり、国と地方の責任と連携にも課題が多い。そうした中国の政策
や法制度の検証と問題点を明らかにしつつ、中国の一歩先を経験してきたと思
われる日本の政策や法制度の検証から、中国の歴史的都市への政策的示唆を探
っていくことにする。 
                                                   
58 「歴史的環境」という概念を定義しようとした研究はいくつかある。建築士分野の稲垣（1984）、
社会学分野の片桐（2000）、都市計画分野の西村（1997）、法学分野の林・他（1984）などであ
る。これらの中に本章で取り上げる「歴史的環境」の意味に近いのは大河・他（2006）である。
本章では、「歴史的な建物や遺跡における昔から現在に亘って人間が生きてきた軌跡」と定義す
る。大河・他（2006）は、生垣・用水路・茅葺き屋根など身の周りにある「歴史を語るもの」の
全体を指して、「歴史的遺産」や「歴史的環境」と呼んでいる。大河・他（2006），p.5 を参照さ
れたい。 
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以下、本章では、まず日本と中国の歴史的環境保全制度の誕生から現在まで
の推移について整理し、次いで現行の政策・法制度の特徴、政策・法制度の実
施体制、さらに国の補助金制度について検討し、最後に両国の共通点・相違点
を比較検討しながら、日本・中国両国のそれぞれにおける課題解決に向けて政
策的含意を示す。 
 
2-2. 日本における歴史的環境保全制度の誕生と変遷 
 
2-2-1. 法制度の変遷の概略 
日本における法制度の変遷については、文化庁（1988）59が 1868 年から 1926
年までを「文化財保護制度の誕生」、1926 年から 1945 年までを「国宝の
保護の充実と海外流失の防止」、1945 年から 1966 年までを「文化財保護
法の制定と整備」と 3 つの時期に分類している。さらに浅野(1994)60は、こ
の時期に続けて、1966 年から 1975 年までを「古都保存法の制定による歴
史的風土の保存」、1975 年以降を「文化財保護法の改正による“伝統的建
造物群保存地区制度”の創設」として、5 つの時期に分類している。日本の
歴史的環境保全制度の変遷を戦前・戦後の 2 つの時期に分けて、年表の形に整
理したものが表 2-1 である。 
 
2-2-2. 明治から戦前期までの法制度 
 日本の歴史的環境保全制度は、明治以降の近代国家の成立と発展の中で幾度
か変遷をたどりながら形成されてきた。その主要な制度は、文化財保存にとっ
ての危機的状況が勃発したことがきっかけとなって成立してきたと言える 61。明
治維新とその後の欧化主義および廃仏毀釈の風潮の中で、当時、日本の伝統文
化は軽視され、社寺の疲弊も手伝い、社寺の財宝・建造物等を中心に多くの文
化財が散逸・破壊する危機に直面していた。こうした状況下で、1871 年、日本
政府は「古器旧物保存法」を太政官布告として発令し、全国に伝来の古器旧物
を保全すべきことを通達した。同時に、各地方官庁のもとで品目と所蔵人を調
査のうえ、政府に報告するよう指令した。これが日本では初めての所蔵者への
啓蒙によって文化財保護思想の普及を図ろうとした政策であった62。 
 その後、日清戦争（1894～1895 年）の時期には民族意識が高揚し、それを背
景にそれまでの古社寺保存対策を強化した「古社寺保存法」を 1897 年に成立さ
せた63。同法は日本で初めての社寺所有の建造物・宝物類を対象とした法規であ
り、現行の文化財保護制度の原型64となった。そこでは群をなす建造物の一括指
                                                   
59 文化庁(1988), pp.273-283 から引用。 
60 浅野(1994), pp.138-140 から引用。 
61 中村(1999), p.13 を参照。 
62 中村(1999), p.14 では，「古器旧物保存法」が日本で最初の文化財保護を意図した法制度であ
ったと指摘している。 
63 文化庁(1988), p.274 を参照。 
64 同上の p.274 を参照。 
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定という考え方が取り入れられた65。戦前期に至る過程では、建造物保存に関連
して、土地に関係する文化財保存を目的とした「史蹟名勝天然記念物保存法」
（1919 年）も制定された。 
 
表 2-1 日本における明治以降から戦前・戦後期における法制度 
 
明治以降から戦前期 
年 法・制度の名称 所管官庁 
1871 古器旧物保存法 内務省・文部省 
1897 古社寺保存法 内務省 
1919 
史蹟（史跡）名勝天然紀念（記
念）物保存法 
制定時は旧内務省所管，1928 年に文部
省へ移管 
1929 国宝保存法 文部省 
1933 
重要美術品等の保存に関する
法律 
文部省 
戦後期 
1950 文化財保護法 
国は文部省（文化庁），都道府県（知事），
市町村（長） 
1966 古都保存法 国土交通省 
1975 
文化財保護法改正，伝統的建造
物群保存地区制度の導入 
文化庁 
1993 
世界遺産委員会が法隆寺と姫
路城の登録を決定 
国際連合教育科学文化機関 
1996 
文化財保護法改正，登録文化財
制度導入 
文化庁 
2001 文化芸術振興基本法 文科省 
2004 景観法 国土交通省 
2008 
歴史まちづくり法(「地域にお
ける歴史的風致の維持及び向
上に関する法律」) 
文部科学省（文化庁），農林水産省， 
国土交通省の共管の法律 
 
 
国や地方自治体のみならず個人が所有する建造物等に対しても保存の機
運が高まり、1929 年には「古社寺保存法」が廃止され、代わって「国宝保存法」
が制定された。同法によって保存対象の拡大と指定件数の大幅増加が実現し、
                                                   
65 林・他(1984), p.13 を参照。 
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それに対する各種措置（指定制度の全面的採用等）が採られることになっ
た。また「古社寺保存法」では萌芽的であった群をなす建造物の一括指定
方式が、同法によって確立された 66。同法によって国宝指定作業が進めら
れる一方で、未指定の重要美術品が相次いで海外に流失する事件も勃発し、
臨時立法 67として 1933 年に「重要美術品等の保存に関する法律」が制定さ
れた。同法は重要美術品等と共に、分解して輸出される危険性があった建
造物 299 件の指定も行った。  
以上、戦前の法制度は建造物の文化財としての価値を高めることを意図
し、一定の成果を上げたと評価することができよう。文化財の保存と公開、
所有権の尊重、指定に基づく保護といった戦後の文化財保護法制の骨格は、
すでに戦前にその骨格が形成されていたと言える。しかしながら、保護対
象と所有者の範囲が徐々に拡大されてきたとは言え、保護の中心にあった
のはあくまでも社寺が所有する美術工芸品や皇室関連の遺跡であったとい
う点で限界もあった。  
 
2-2-3. 戦後期における法制度 
戦後のまだ混乱期の中ではあったが、保存運動の活発化によって 1950
年に「文化財保護法」が成立した。同法は日本最初の文化財保護に関する
包括的・統一的な立法であり 68、既存の 3 つの法令を廃止・統合し、内容
について大幅な拡充を図るものであった 69。文化財を保護するための法制
度の体系化し、文化財の保存と活用、財産権の補償との調整等を図ること
が意図された。  
1950 年代後半以降の高度成長期になると、急激な都市化によって、全国
規模で都市の自然環境や歴史的環境の破壊が進行し始めた。京都･奈良･鎌
倉といった古都においても都市化による深刻な問題が発生し、1966 年に
「古都保存法（古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法）」が
制定された。同法においては、歴史的風土という用語と「建造物・遺跡等
と周辺の自然環境」からなる広域的な面的保全という視点が取り入れられ
た。歴史的風土保存計画に基づいて都市計画を策定し、歴史的風土特別保
存地区を地域指定することで都市計画法との一体化を図ることが意図され
た 70。しかし同法の対象は古都（京都市・奈良市・鎌倉市・政令で定める
都市）に限定されたことで、重点保護主義・選択保護主義であるとの批判
も受けた。また町並みや集落は保全対象から除外されていたが、それは民
家のある場所を保存地区に指定した場合に、規制の問題が複雑化すること
                                                   
66 浅野(1994), p.138 を参照。 
67 同上の p.139 を参照。 
68 文化庁(1988), p.280 を参照。 
69 「文化財保護法」の施行期日を定める政令(政令第 276 号)によって、同法は 1950 年 8 月 29
日に施行された。この施行に合わせて、前身である「史蹟名勝天然記念物保存法」「国宝保存法」
「重要美術品等の保存に関する法律」は廃止された。 
70 以下、「古都保存法」に関する記述は、浅野（1994）、p.140 を参照。 
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を恐れたからであった。  
 1950 年に制定された「文化財保護法」は、1954 年に改正（第 1 次）さ
れた後は、約 20 年間、実質的に未改正の状態が続いた。その間、歴史的環
境の破壊は進行し、1966 年の「古都保存法」でも町並み・集落の歴史的環
境が保全対象から除外されていたことから、歴史的環境保全のための住民
運動が各地で展開され、市町村も独自の保存措置を展開するようになった。
1970 年代に至りようやく地方自治体による歴史的環境保全関連の条例が
相次いで制定されるようになり、それが 1975 年の文化財保護法改正によ
る「伝統的建造物群保存地区制度」（以下、伝建地区制度と略）の創設へ
とつながった。  
伝建地区制度の特徴は、伝統的建造物群という用語を取り入れ、町並み・
集落の歴史的環境に対する面的保全を初めて制度化したことである。都市
計画区域内においては、都市計画の地域地区の一つとして伝統的建造物群
保存地区を指定することで、都市計画法との一体化が図られた 71。また都
市計画区域内はもちろんのこと、都市計画区域外においても、保存条例に
基づき都市計画の手法に準じた手続きで地区を指定することが可能とされ
た。また、他の文化財とは異なり、国が上から指定するのではなく、市町
村が住民と話し合いながら自主的に地区を決定する方法も取り入れられた。
そして国（文化庁）が市町村の申請に基づき伝建地区の中からさらに重要
なものを「重要伝統的建造物群保存地区」（以下、重伝建地区と略）とし
て選定する制度も整備され、文化庁から財政支援（補助金）を受けること
も可能になった。  
しかし伝建地区制度に対しても、古都保存法と同様に、代表例を選定し
て保全する重点保護主義であるとの批判はある。また伝建地区制度は他の
法制度の後に出来たために、単に地区指定を重ねているという状況もある。
地域地区制度やその他の都市計画等との整合性をいかに図るかという点で
も課題は存在してきた。 
 
2-2-4 現在の法制度 
（1）歴史的風土72を保護する「古都保存法」 
現在、歴史的環境保全に関わる法制度は、国が重要部分を担い、それ以外の
部分を地方自治体が補完するという、以前よりも国と地方自治体が役割分担す
る形になっている。しかしながら、以下で説明する「古都保存法」に見られる
ように、法制度による対応は都市化の進展に後追いする形でなされてきた面が
あり、歴史的都市や歴史的地区を保全・利活用するという点で十分に機能して
きたかとなると問題・課題はある。  
                                                   
71 この部分も同上、p.140 を参照。 
72 「歴史的風土」とは、古都保存法(第 2 条 2 項)によって「日本国の歴史上意義を有する建造
物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古都における伝統と文化を具現し、及び形成して
いる土地の状況」と定義されている。建造物や遺跡等が存在し、さらにその周囲に自然環境が存
在し、これらが一体となって伝統と文化を具現化していることの 3 点が要件となっている。 
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1966 年に制定された「古都保存法」では、京都･奈良･鎌倉等の古都内の歴史
的風土を形成している歴史的環境のみが保護の対象とされ、古都内でも歴史的
風土区域外は適用外であった。同法で定める古都とは、「日本往時の政治、文化
の中心等として歴史上重要な地位を有する京都市、奈良市、鎌倉市及び政令で
定めるその他の市町村」（第 2 条 1 項）とされ、具体的には、それら 3 都市の他
に、天理市、橿原市、櫻井市、奈良県生駒郡斑鳩町及び同県高市郡明日香村、
逗子市、大津市が政令によって定められている。その指定基準は、第 1 に、長
期に亘って日本往事の全国的な政治の中心または時代を代表する歴史上重要な
文化の中心地であった都市であること。第 2 に、史実に基づいた文化的資産が
集積し、かつ当該歴史上重要な文化的資産が広範囲にわたる自然的環境と一体
をなして後代の国民に継承されるべき重要な歴史的風土を形成している都市で
あること。第 3 に、市街化もしくはその他の開発行為が顕著であって歴史的風
土が侵犯される恐れがあるため、積極的な維持・保存の対策を講ずる必要のあ
る都市、ということである73。 
「古都保存法」によって「歴史的風土保存区域」と「歴史的風土特別保存地
区」が創設されたが、そのうち前者区域内の現状変更行為は府県知事への届出
制（第 7 条 1 項）、後者地区内の現状変更行為は許可制74（第 8 条 1 項）である。
そして前者の歴史的風土保存区域については、歴史的風土保存計画を定めなけ
ればならないとされる（第 5 条 1 項）。西村（2004）75によれば、「古都保存法」
は現状凍結的な厳しい制度であり、とりわけ歴史的風土特別保存地区では損失
補償や土地の買い取り請求権の規定が設けられている。しかしそれでもこの制
度には限界があることを指摘している。第 1 に、対象がいわゆる「古都」に限
られていること、第 2 に、保存手法が現状凍結的な許可制が中心であり、歴史
的風土を望ましい方向へ誘導し利活用する方策が不十分であること、第 3 に、
規制対象が都市縁辺部において市街化の進行する恐れのある緑地地域に限られ
るといったことである。第 4 に、この法律では，社寺や自然環境が保存対象
に含まれたものの，町並みや集落までは含まれなかった。同法は、急激な都
市化によって古都の歴史的環境が開発される危険に晒される中で、国の責任に
おいて古都の外延的開発を阻止し、緑地を保全しなければならないという状況
から生まれた制度ということである。  
 
（2）伝統的建造物群保存地区制度 
 1975 年の「文化財保護法」改正時に、歴史的な建造物からなる町並みが
文化財に加えられ、「伝建地区制度」が導入された。日本各地には、武家
町・商家町・港町・宿場町・寺社町・産業町・茶屋町・山村集落といった
歴史的な町並みや集落の趣向を残した地区が残されている。1970 年代半ば
                                                   
73 この段落の内容は、西村(2004), p.118 から引用。 
74 「古都保存法」は 1966（昭和 41）年に創設されて以来、計 8 回改正されている。2000 年度
の分権改革では、多くの「許可制」が「届出制」に変わった。ただし、2011 年の改正では、「歴
史的風土特別保存地区」の現状変更行為には府県知事の許可が必要となった。 
75 この段落は、西村(2004), p.121 から適宜引用。 
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には，高度成長も終焉し，歴史的環境を保全することや古い町並みを観光
で訪れることへの人々の関心も高まり始め、伝建地区からさらに重伝建地
区への選定が全国的に広がっていった。1974 年には「全国町並み保存連盟」
が設立され、並行して町並みを考える会や景観を守る会といった住民のま
ちづくり運動も活発化した。そうした「伝統的建造物群及びこれと一体を
なしてその価値を形成している環境を保存する」ことを目的に、市町村が
そうした場所を伝建地区に指定し、保存のために規制と支援を行えるよう
にしたのである（「文化財保護法」第 142 条）。同時に、文部大臣（現在
の文部科学大臣）が、指定された伝建地区の中から、「市町村の申出に基
づき、伝統的建造物群保存地区の区域の全部又は一部を我が国にとってそ
の価値が特に高いものを、重要伝統的建造物群保存地区として選定する」
制度も導入された（「文化財保護法」第 144 号）。市町村が伝建地区の指
定を行うと、文化庁または県の教育委員会から、伝建地区の保存に関して
必要な指導と助言を受けられるようになり、さらに文化審議会の答申を受
けて文化庁から重伝建地区に選定されると、建造物の修理・修景、防災設
備や案内板の設置等の事業に対して、国から補助金と税制優遇措置等の財
政支援を受けられるようになる。1978 年に「第 1 回全国町並みゼミ」が文
化庁主導でスタートし（以後、毎年開催）、1979 年に全国伝統的建造物群
保存地区協議会がやはり文化庁主導で設立され、重伝建地区選定への申出
も活発化した。 
この制度の特徴は、歴史的な文化財や建物という“点”としての保存か
ら、町並みや景観といった“面”や“群”としての保存へと対象を広げた
ことである。そして保存対象を、社寺・民家・蔵などの「建築物」だけで
なく、門・土塀・石垣・水路・石塔などの「工作物」、庭園・生垣・水路
などの「環境物件」へと広げたことである。重伝建地区に選定される際の
基準にも、第 1 に、古い町並み、すなわち伝統的建造物群が全体として意
匠的に優秀なもの、第 2 に、地割、すなわち伝統的建造物群及び地割がよ
く旧態を保持しているもの、そして第 3 に、伝統的建造物群及びその周囲
の環境が地域的特色を顕著に示しているもの、という 3 つの視点が設けら
れている 76。 
以上のような歴史的な町並み・景観を保存することを意図した制度導入
によって、2016 年 10 月時点で重伝建地区に選定された地区が 90 市町村
の 110 地区に達している。その合計面積は約 3,787.9ha、約 26,400 件の伝
統的な建造物・工作物・環境物件が保護・保存の対象になっている。  
 市町村が伝建地区を指定する場合、市町村長と教育委員会が連絡協議の上、
伝統的建造物群およびこれと一体をなしてその価値を形成していると見なされ
る場所について、地域住民の協力のもと地区の範囲を指定する。そのためにま
ず保存条例を定め、次いで保存地区における保存計画を策定する。保存計画で
                                                   
76 重要伝統的建造物群保存地区の選定基準（昭和 50 年 11 月 20 日文部省告示第 157 号）を参
照されたい。 
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は、建造物および町並み・景観の保存を図るため、規制・補助金や各種保存事
業や保存管理、そしてそれに必要な経費の補助基準等が具体的に記載される。
その際、通常、審議会が設置・諮問され、保存計画（案）は住民に告示される。
県や市町村の都市計画等の関連する部課とも協議が行われる。 
伝建地区（保存地区）では、住民が暮らしながら地区内の建造物や景観を保
存・保全していくことが前提となる。地域住民にとって保存地区に指定される
メリットは、市町村および都道府県から財政支援および技術的指導を受けられ
ることである。重伝建地区に選定されると、さらに国からの補助も受けられる
ようになる。他方で、外観や景観を保存するために建造物等の現状変更には規
制の枠がはめられ、地域住民の十分な理解と協力が不可欠となる。通常、建物
や景観の保存と住民生活を両立させるために、建物の外観変更には厳しい規制
が課されるが、建物内部の改装等には弾力的な対応が工夫される。 
また、建造物や町並みの保存には、道路幅や建ぺい率・容積率等について建
築基準法との齟齬も生じてくる。これについても、建造物や町並みの保存を優
先し、条例によって建築基準法の規制を緩和するなど弾力的な運用が図られる。
例えば、川越市の都市計画道路「中央通り線」では、1999 年に伝建地区内にお
ける拡幅計画が現状幅員に縮小変更されたという。これもまた、場合によって
は住民生活に不便を強いるため、住民の理解・協力が必要になる。そして、伝
建地区を持つ市町村の申出に基づいて、文化庁のもとで重伝建地区選定の審議
が行われ、文部科学大臣によって選定される。 
 
（3）風致・景観の保全制度 
かつて 1919 年に「都市計画法」と「市街地建築物法」77が成立した際に、市
街地の良好な景観を維持することを目的に、都市計画法の地域地区としての「美
観地区」制度と戦前において緑地に関する唯一の土地利用規制であった「風致
地区」制度とが同時に導入された。「美観地区」制度は、2005 年に「景観法」
が施行されるに伴い廃止され、「景観地区」制度へと変更された。「景観地区」
は、市街地の今後の良好な景観の形成を図ることを目的に設定されるようにな
ったが、条例などの中では「景観地区」を「美観地区」と呼ぶ地域もある。従
来の美観地区はこれまでの良好な景観を維持することを目的としているが、景
観地区ではこれからの良好な景観の形成を図るための設定も可能である。「景観
法」が全面施行されて以降、景観行政団体である地方自治体は、条例によって
景観問題に対して大きな役割を果たすことになった。現在、多くの地方自治体
が条例を制定し、景観の修復に対する事業については、重伝建地区と同様に国
（国交省）からの財政支援（補助金）を受けることが可能になっている78。 
                                                   
77 「市街地建築物法」は 1950 年に「建築基準法」に改訂された。 
78 2012 年 3 月 15 日に、倉敷市の教育委員会へヒアリング調査を行った。そこで以下のことが
分った。「景観地区」における財政支援は、まず家屋などを修理する場合、事前に申告して、修
理内容などについて協議する必要がある。その後、市において補助金の予算措置を行う。補助金
の交付が決定した後は、補助金を使わなくても「倉敷市伝統美観保存条例」による同意及び「倉
敷市美観地区景観条例」による承認を受けなければいけない。なお、修理には限度額 400 万円以
内 6 割りの補助が入り、修景には限度額 50 万円以内で 6 割の補助が入る。 
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風致地区は、都市の風致を維持するために、都市計画法において都市内外の
自然美を維持・保存するために創設された制度である。指定された地区にお
いては、建設物の建築や樹木の伐採などに一定の制限が加えられる。近年、
各種開発によって著しく都市の自然が失われつつあるが、「風致地区制度」は、
樹林地、丘陵地、水辺地等の良好な自然的景観に富んでいる区域や、良好な住
環境を維持している区域、古墳等の歴史的意義のある区域等を「風致地区」と
して指定し、これにより生活に潤いを与え、緑に富んだ快適な都市環境を維持
しようとするものである。 
 第 1 に、1993 年になると法隆寺と姫路城が世界遺産（文化遺産）に登録され、
世界遺産ブームが始まった。第 2 に、1996 年には、「登録文化財制度」が導入
され、身近な歴史的建造物等をまずは個別に登録し、緩やかに規制することか
ら保存および社会的活用へとつなげていくことが意図された。第 3 に、さらに
2001 年には、文部科学省が、芸術文化行政と文化財保護行政の統合を図るとい
う方針のもと、「文化芸術振興基本法」を制定した。  
 第 4 に、1980 年代後半から 1990 年代前半にかけては、景観や日照権をめぐ
る高層マンションやホテルの建築が裁判でも争われるようになり、2004 年の「景
観法」（国土交通省所管）制定へとつながった。第 5 に、同年には、「文化財保
護法」で規定される文化財の中に里山や棚田といった「文化的景観」も加えら
れた。さらに景観法で規定された区域・地区内の文化的景観を都道府県あるい
は市町村が文化庁へ申出ることよって、重要文化的景観に選定されるようにな
った。 
そして第 6 に、2008 年には、重伝建地区や歴史的風致地区や景観地区をも包
含する形で、文部科学省（文化庁）、農林水産省、国土交通省の相乗りによる「歴
史まちづくり法（地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律）」が制
定された。国交省が「景観法」や「都市計画法」による規制措置を通じて保全
してきた歴史的遺産・環境と、文科省が重伝建地区を中心に行ってきた歴史的
建造物の復元等への助成を組み合わせることで、より包括的な歴史まちづくり
に対する政策対応が試みられている。2016 年 10 月末の段階で、全国 44 都市が
「歴史的風致維持向上計画」の認定を受けている。現在認定された都市は都市
の構造によって城下町、宿場町、在郷町・産業都市、寺社町、港町、農林漁業
などに分類されている。 
 
2-2-5. 政策・法制度の実施体制 
これまで説明してきた日本の歴史的環境保全に関する政策および法制度は、
国と地方自治体の共同体制によって実施されている。国においては文化庁と国
土交通省が並列する形で関与し、都道府県・市町村の関係部署と協力・連携す
る体制をとっている。この体制を図に描くと図 2-1 のようになる。  
国の文化財保護行政は文部科学省の外局である文化庁の文化管理部局が一元
的に担っている。その任務、所掌事務並びに内部組織は、文科省の設置法・組
織令・設置法施行規則に定められており、文化財保護と伝統的建造物群保存地
区を主として担当している。文化庁には長官官房のもとに文化部と文化財保護
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部の 2 部が置かれ、文化財保護部には部長・文化財鑑査官各 1 名と伝統文化課・
記念物課・美術工芸課・建造物課の 4 課が置かれている。文化財保護行政の事
務はこの 4 課によって分掌され、各課にはそれぞれの専門分野を担当する文化
財調査官が配置され、文化財の指定・選定等の事務に従事し、地方自治体等へ
の指導・助言に当たっている。 
文化庁には文化財保護審議会が設置され、同審議会は文部科学大臣または文
化庁長官の諮問に応じて調査・審議と建議をするものとされる79。「文化財保護
法」の規定に基づく国宝・重要文化財等の指定および指定解除といった重要な
処分は文部科学大臣が、その他の同法規定に基づく各種の命令や現状変更等の
許可、重要文化財の買取り、記録作成の措置を講ずべき無形文化財等の選択等、
多くの重要な行為は文化庁長官が行っている。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1 日本における歴史的環境保全政策の実施体制（簡略図）80 
 
地方（都道府県および市町村）の文化財保護行政は、教育委員会の所掌・責
任となっている81。「文化財保護法」が制定された当時、地方自治体の立場は文
                                                   
79 「文化財保護法」の第 11 章を参照されたい。 
80 王・他（1999）の 5 章を参考に、筆者が作成した。 
81 「地方自治法」は第 2 条第 3 項において普通地方公共団体（都道府県及び市町村）の事務を
例示している。同項第 5 号では、他の営造物と並列して博物館その他の文化に関する施設の設置、
管理並びに文化に関する事務の処理が示されている。また、同項第 14 条では、「建造物、絵画、
国（中央政府） 
国土交通省 
都市計画部局 
（都市計画に
関する古都
保護） 
文化庁 
府・県 
都市計画部局 
（都市計画に関す
る古都保護及び
景観保全等） 
教育委員会 
（文化財・伝統的
建造物群保存地
区保護） 
市町村 
都市計画部局 
（都市計画に関する古都保
護及び景観保全等） 
教育委員会 
（文化財・伝統的建造物
群保存地区保護） 
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化財保護事務を委任・委託される受動的なものであった。1954 年の法改正によ
って、教育委員会が設置され、これを機に地方自治体は文化財保護に能動的な
役割を持つようになり、県・市町村は文化財指定制度を導入するようになった。
またその後の法改正によって、県・市町村は国指定の文化財以外の文化財で、
当該区域内に存在する重要なものを条例によって指定し、その保存のための措
置を講ずることができるようになった。  
地方自治体の役割が変化する中で、1957 年法改正の折に、教育委員会の諮問
機関として調査研究機能を担っていた文化財専門委員制度は廃止され、文化財
保護審議会制度が採用された（150 条 1 項）。同時に、文化財の巡視、保護に関
する指導・助言、保護思想の普及活動を任務とする文化財保護指導委員制度も
採り入れられた（105 条 2 項）。とりわけ市町村の主体的役割が明確になったの
が 1975 年の「伝統的建造物群保存地区」の選定である。さらに 1976 年には、
「文部科学大臣は、市町村の申出に基づき、伝統的建造物群保存地区の区域の
全部又は一部で我が国にとつてその価値が特に高いものを、重要伝統的建造物
群保存地区として選定することができる」（第 144 条）ようになった。 
重伝建地区に選定されると、市町村は建造物の修理・修景に対する補助金を
文化庁（国）に申請することや税の優遇措置を受けることが可能になる。補助
金制度は国（文化庁）・県・市町村にそれぞれあるが、県・市町村からの補助金
が主に修理・修景を対象にしているのに対し、文化庁のそれは修理・修景に関
連した経費も含めて対象がより広い。文化庁の補助金要綱82によると、一般的に
建造物の修理費には 2 分の 1 の補助が付き、県・市町村の補助金はそれに上乗
せされる形で付き、結果として 60%～80%の補助率となるが、ほとんどの場合、
補助金の上限額も設定される83。国からの補助率は全国一律であるが、県・市町
村による補助率あるいは補助金上限額には多少の差がある。  
その一方で、都市計画部局は古都保護および都市景観保全など都市計画に関
連した役割を担っている。国レベルでは国土交通省が、県・市町村レベルでは
都市計画部門がその任に当たっている。しかし、町並み・景観の保存・保全は、
文化財保存、土地利用規制、建築規制、文化振興、観光振興といった領域とも
横断的に関わってこざるを得ない。その点でどの部局が全体を統括するかが縦
割り行政のもとで明確になっていない。たとえば、「伝統的建造物群保存地区」
の所管部局は、通常自治体の教育委員会内にあるが、一部の自治体は本庁内の
観光や文化関連の部局に置くことで、町並み保存と観光・文化行政との統合を
目指している。広島県竹原市では、教育委員会内にあった伝建地区の担当を、
一時期、文化・観光を担当する部局に移したという84。しかしながら、観光（開
発）と文化財保存という場合によっては対立する政策目的の調整に限界を来た
                                                                                                                                                
芸能、史跡、名勝その他の文化財を保護し、または管理すること」が示されている。これらの事
務は普通公共団体の固有事務または行政事務と言われる。 
82 重要伝統的建造物群保存地区保存事業費国庫補助要項による。 
83 各市町村の「重要伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱」による。 
84 この事実は、竹原市教育委員会へのヒアリング調査（2012 年 3 月 16 日）で分かったことで
ある。 
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し、再び教育委員会に担当が戻されたという。文化庁と国土交通省およびそれ
ぞれに連なる地方部局との間には、政策目的と執行をめぐる縦割りの問題85が存
在している。 
「伝統的建造物群保存地区」は他の文化財とは異なり、その中で人々の生活
が営まれ、地域の人々の努力によって維持されていく必要があり、それ故、修
理・修景に対する規制など応分の負担を住民に強いることとなる。したがって、
重伝建地区の歴史的町並みを保全するには、まず地域住民の自主性と合意形成
を得ることが必要になる。確かに、地域住民の間でも、立場や職種・性別・年
齢などによって歴史的町並み保全に対する考え方や利害も様々である。また自
宅が重伝建地区内の規制対象になることへの抵抗も加わって、合意形成までの
プロセスで困難が生じる場合も少なくない。たとえば、上野（2010）86は、伝
建地区の創設初期には、調査を踏まえた保存基準が曖昧であった問題もあった
が、調査自体が地域住民の関心を高める上で重要であった点を指摘している。
三觜・他（2011）87もまた、規制の強化よりも地区内の住民との連携によって町
並み保存への意識共有を図る必要性を指摘している。したがって、各自治体は、
住民との合意を得るために、条例で定めるなど少なくとも住民参加の仕組みを
制度的に用意していると言える。 
 
2-2-6. 国の財政補助制度  
日本では、歴史的環境の保全に関する国の財政補助は「文化財保存事業88」と
「歴史的環境の保全に関連したモデル的な事業89」という 2 つに大きく分けられ
る。また古社寺保存金交付制度に始まり、古社寺保存法から文化財保護法に至
るまで、建造物の保存・修理等への補助制度もある。さらに税制上の優遇措置
もある。 
 文化庁が設けた「文化財保存事業」は 14 項目に分けられ、補助対象となる経
費は、各補助要項においてそれぞれの補助項目事業の種類に応じて定められる。
14 項目に対応した補助金の額（率）は、各補助要項に定められている。たとえ
ば、伝建地区においては、重伝建地区の選定を受けると90、所有者が行う建造物
の修繕（修理・修景）や市町村が行う消火栓整備や防火水槽設置といった防災
事業に対して、国から補助を受けることが可能になる。国からの補助金額は、
                                                   
85 呂・長峯（2015）では、重伝建地区制度をめぐる文科省（文化庁）と国交省の間の縦割り問
題、また県・市町村レベルの教育委員会と都市計画・土木・商工関係の部課の間の縦割り問題に
ついて検討しているので、そちらを参照されたい。 
86 上野（2010）、pp.20-23 を参照。 
87 三觜・他（2011）、pp.335-338 を参照。 
88 「文化財保存事業費関係国庫補助実施要領」においては、文化財保存事業費は「建造物」「美
術工芸品」「記念物」「埋葬文化財」「文化的景観」「伝統的建造物群」「指定文化財」「無形文化財」
「民族文化財」「文化財保存技術」「文化財建造物等を活用した地域活性化事業」「歴史活き活き！
史跡等総合活用整備事業」「地域の特色ある埋蔵文化財活用事業」「史跡等の買上げ」の 14 項目
に分けられている。各項目に対応した補助金の額（率）は、各補助要項に定められている。 
89 国土交通省の HP によれば、総合整備、歴史・伝統の保全再生、道路・街路整備、住環境整備・
住宅地整備、河川整備という 5 つ枠に分けられる。 
90 「重要伝統的建造物群保存地区保存事業費国庫補助要項」による。 
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通常の場合、補助対象経費の 2 分の 1（補助率 50％）であり、それに都道府県・
市町村からの補助金が上乗せされて建造物等の所有者へ配分される。所有者は
修理等をする際に市町村へ申請し、審査を経て補助金を受ける。国からの補助
率は全国一律であるが、都道府県や市町村による補助率あるいは補助金上限額
には違いがある。国・県の補助金を含めて、各市町村は保存条例のもとに補助
金配分要綱を策定し、伝統的建造物と認定した建築物・工作物・環境物件の修
理、伝統的建造物以外の一般建造物の修景に対する補助率と上限額を定めてい
る。また税の優遇措置もあり、伝建地区内の地価税（国税）91は非課税、重伝建
地区になると伝統的建造物への固定資産税（市町村税）は非課税であり，敷地
への税も 2 分の 1 内で適宜軽減可能となる。 
歴史的環境の保全に関連したモデル的な事業の大半は、1975 年以降に多様な
展開を見せ現在に至っている。都市保全に関連した国による奨励的なモデル事
業の趣旨は画一的な整備を避け、特色のある公共事業などを行っていくために、
国が奨励的な補助金メニューを設け、採択条件に合致する事業に対して、一定
割合の国庫補助金を交付することにある。これらの補助事業によって、町並み
整備が進み歴史的な建造物の再利用が行われるなど、歴史的環境の保全にも一
定の成果をあげている92。たとえば、歴史的地区環境整備街路事業として 1982
年に開始された事業（1996 年以降、身近なまちづくり支援街路事業の一部）で
は、歴史的地区を貫通予定の都市計画道路を迂回するように計画変更し、歴史
的地区内の道路を歴史的道すじとして現道幅員で都市計画決定し、整備を実施
するというプログラムを日本全国で行った。これによって歴史的地区の環境保
全がはかれるだけでなく、電線の地下埋設や良好な道路舗装などが実現し、地
区環境の向上にも役に立った。しかし、現在国庫補助金総額のうち、奨励的政
策的な補助金の割合は 10％程度である。残りの大半は道路橋梁などの建設や下
水道建設に充てられる一般的な普通建設事業費である。  
 
2-3. 中国における歴史的環境保全制度の誕生と変遷 
 
2-3-1. 戦前の法制度 
中国の歴史的環境保全制度の推移を年表にまとめたものが表 2-2 である。
中国では、1920 年代後半、国民党政府が「三民主義」を掲げて民族意識を
昂揚させようとしていた。その中で、1929 年に初の保存関連法令である「名
勝古跡古物保存条例」が、国民党政府内政部によって公布された。同条例
は名勝古跡と古物を対象に保護規則を定めたもので、名勝古跡は湖山・建
築・遺跡に、古物は碑碣・金石・陶器等の計 10 種類に分類されていた 93。 
                                                   
91 地価税は 1980 年代後半のバブル経済下で地価が高騰したことから、その抑制のため 1992 年
度に導入された。しかしその後のバブル経済崩壊によって地価高騰の恐れがなくなったため、
1998 年度から「当面の間は課税しない」措置が採られている。  
92 大西（2004）、pp.323-326 を参照。 
93「古物」とは日本語の「文化財」に相当する。  
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国民党政府は、当時の台湾が歴史文化遺産保護の法制度を整備したことに
触発され、続く 1930 年に「古物保存法」、1931 年に「古物保存法細則」、
また古物の管理機構に関して 1932 年に「中央古物保管委員会組織条例」、
古物の種類と範囲を示すものとして 1935 年に「暫定古物の範囲及び種類
大綱」を制定した。さらに 1936 年には、太平洋戦争時の古物の保管方法  
 
表 2-2 中国における歴史的環境保全の法制度 
 
を示した「非常時期の古物保管方法」も制定した。以上が中国大陸におい
て初めての文化財保護に関する法令 94であるが、文化財の概念や範囲が定
義されたものの、歴史的環境については、土地と建物に関連した文化財建
造物の点的な保護に限定されていた 95。 
 
                                                   
94 ここまでの説明は葉華・他（1995a），p.713 から適宜引用。 
95 葉華・他（1995a）は、1937 年から 1945 年にかけて日中戦争が発生し、その後の 1945 年か
ら 1949 年にかけて国共内戦による中国大陸全土にわたる戦乱によって法制度の実行と充実は明
らかに停滞し、機能しなかったと推定している。1948 年から 1950 年にかけて国共内戦が終戦し、
中華人民共和国の誕生と共に中国共産党政府が大陸において政権を握ることとなった。さらに、
葉華・他(1995a)は、中華人民共和国文化部法規司、国家文物管理局へのヒアリング調査を通し
て、国民党政府時代に作られたあらゆる法律、制度及び行政組織が廃止され、文化財保護関連法
制度においても、後代への影響がほぼなかったと指摘している。国民党政府時代に作られた土地
と建物に関連した文化財建造物の点的な保護と、新中国設立後の 1961 年の全国重点文物保護単
位の指定において示された点的な保護の方法や選定基準などは、異なると考えられる。国民党政
府が中国を統治している期間中に作られた法制度の文献が少ないため、本論文で指した国民党政
府時代とは、先行研究を参照して、戦時中を除く 1929 年から 1936 年にかけての期間である。 
戦前期 
年 法・制度の名称 所管官庁 
1929 名勝古跡古物保存条例 国民党政府内政部 
1930 古物保存法 国民党政府 
1931 「古物保存法細則」 国民党政府 
1932 「中央古物保管委員会組織条例」 国民党政府 
1935 「暫定古物の範囲及び種類大綱」 国民党政府 
1936 「非常時期の古物保管方法」 国民党政府 
戦後期 
1982 中華人民共和国文物保護法（2002
改正） 
全国人民代表大会常
務委員会 
1982 （国家）歴史文化名城制度の導入 国務院 
1989 
中華人民共和国城市規劃法 
全国人民代表大会常
務委員会 
2003 中華人民共和国文物保護法実施
法則 
国務院 
2008 歴史文化名城名鎮名村保護条例 国務院 
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その後、1937 年から 1945 年にかけての日中戦争、そして 1945 年から 1949
年にかけての内戦によって、歴史的環境保全の法制度は実質的機能を果た
すことができなくなり 96、戦争による古物の破壊や流出が進行した。そして
1949 年の中華人民共和国の成立によって、それまでの国民党政府時代の法
令や行政組織は廃止され、歴史的環境保全の法制度も引き継がれることな
く、一旦姿を消すことになった。  
 
2-3-2. 戦後の法制度 
戦後の中国における文化財保護法制度の変遷を、葉華・他（1995b）97は
以下 5 つの時期に区分して捉えている。  
（1）萌芽期（1950～1965 年） 98 
新しい中国が建立されたこの時期、戦争による大量の文物の破壊、大陸
から海外および台湾への文物の流失という状況に対して、中国政府は文化
財保護のためいくつかの関連通知（日本の通達に対応）を発令した（表 2-3
を参照）。国全体の都市開発に対して、中国政府文化部による文物の調査
や登録が行われ、博物館の建設も始まった。都市開発の際の遺跡や埋蔵文
化財の発見に対しては、文物保護の通知も出されるようになった。しかし
都市の歴史的建造物や歴史的環境を保全するための具体的な規制が実施さ
れるまでには至らなかった。  
 
表 2-3 文化財保護法制度形成の萌芽期の関連法規 
年 法規名称 所管官庁 
1950 古文化遺跡及び古墓葬の調査、発掘に関する暫
行弁法 
国務院 
1950 古文物建築の保護に関する指示  国務院 
1951 名勝古跡の管理における職責、権利分担に関す
る規定 
国務院、文化
部 
1951 地方文物名勝古跡の保護管理に関する弁法 国務院、文化
部 
1951 地方文物管理委員会暫行組織通則  国務院、文化
部 
1953 基本建設工程における歴史及び革命文物の保護
に関する指示 
国務院 
                                                   
96 「歴史的環境」という言葉の意味については既に p.42 の注 57 で言及したが、 ここでいう「歴
史的環境保全の法制度」とは 1929 年から 1949 年にかけての期間中に作られた歴史遺産を保護
する法制度のことである。上記の葉華・他(1995a)によっては、1929 年から 1936 年にかけて国
民党政府によって作られた法制度は、十分に機能を果たさなかったと推察している。 
97 本節の説明は、葉華・他 (1995b)、pp.196-198 から適宜引用。 
98 同上の文献 p.202 の説明によると、中国近代史では、一般的に 1949 年から 1952 年は「戦
後経済回復」期、1953 年から 1957 年は「第一次国民経済五年計画」期、1958 年から 1960 年
は「大躍進」期および「経済困難」期、そして 1961 年から 1965 年は「国民経済調整」期と区
分されている。 
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1956 農業生産建設における文物の保護に関する通知  国務院 
1956 城市規劃編制の暫行規則 建設部 
1961 文物保護暫行条例 国務院 
1961 全国重点文物保護単位 99 国務院 
1963 文物保護単位保護管理暫行弁法  国務院 
1963 革命記念建築、歴史記念建築、古建築、石窟寺
の修繕に関する暫行管理弁法  
文化部 
 
 
（2）停滞期（1966～1972 年） 
1966 年から始まる「文化大革命（以下「文革」と略）」の時期、中国の
法制度は機能不全に陥り、歴史的記念物は旧体制の象徴と見なされ、大規
模な破壊が相次いだ。また、全国で百を超える城壁がこの時代に消失した
とされる。中国における歴史的環境保全の受難期と言え、文化遺産保護の
国家的施策はほとんど実施されなかった。  
 
（3）見直し期（1973～1979 年） 
文革後期には文化財保護の強化に向けた見直しも図られ、その一端とし
て文化財保護行政と都市計画行政が再開された。文化財の破壊や喪失に対
しては、1974 年に文物保護の強化に関する通知が国務院から出されたもの
の、具体的で包括的な法整備には至らなかった。1979 年になり、全国人民
代表大会常務委員会（以下「人大」と略）が「環境保護法（試行）」を公
布した。同法は自然環境を中心とした環境保護法規体系の始まりとは言え、
歴史的環境に関する内容までは含んでいなかった。  
 
（4）歴史文化名城保護を中心とした転換期（1980～1989 年） 
1970 年代末からの改革開放政策によって都市開発が進行し、点として文
物を保護する従来の仕組みは限界を来たし始めた。文革の終結と同時に文
物保護の法制度を回復する動きも出始め、1980 年に国務院は「古建築、文
物遺跡の保護、管理の強化に関する通知」を公布した。文物保護の面では、
1982 年に第 2 回全国重点文物保護単位 100が指定され、同年、人大において
                                                   
99 葉華・他 (1995b)によると、1961 年に、中華人民共和国建国後初めての文化財保護に関する
包括的な法規「文物保護暫行条例（文化財保護に関する暫定行政法規・条例）」が国務院によっ
て制定され、同時に、同条例に基づき、記念的建造物、石窟、歴史的建造物石刻及び古墓葬の 5
つを対象とする第 1 回「全国重点文物保護単位」180 箇所が指定された。また、同年の暫定行
政法規によって、点的な歴史的建造物やモニュメントなどの周辺に一定の保護範囲を指定し、そ
れを文物保護単位の保存リストに登録し、文化財保護部門の役員によって管理し、さらに定期的
に保護状態を確認すると規定された。各級歴史的建造物などの保護は所属する地方政府によって、
省や直轄市及び国家レベルの文化財は国家文化部によって管理されるようになった。 
100 葉華・他（1995a）の p.714 では次のように指摘している。1961 年の第 1 回「全国重点文
物保護単位」の指定から 1982 年の第 2 回「全国重点文物保護単位」の指定にかけて、古建築
と文物遺跡の保護と管理の強化に伴い、歴史的環境概念がようやく文化財や歴史的建造物から、
集落、町並み、都市の旧市街地といった生活空間を中心としたものへと移行し、同年、（国家）
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「文物保護法」が制定された。同法は中国の文化財保護行政の基本法とな
り、今日に至っている。「文物保護法」の制定によって、1961 年に制定さ
れた「文物保護管理暫行条例」は廃止され、都市計画においては、1984 年
に国務院が定めた「城市規劃条例」を 1989 年に人大が「城市規劃法」と
して再制定した。  
その一方で、1982 年に国務院は、歴史的都市の保護を目的に、「我が国
（中国）の歴史文化名城の保護に関する請願に対する通知」を発令した。
「（国家）歴史文化名城」保護制度が成立し、北京・西安・開封など 24
都市が第一回歴史文化名城に指定された。1983 年には国の城郷建設環境保
護部が「歴史文化名城計画の強化に関する通知」を出し、1986 年には 38
都市が第二回歴史文化名城に指定された。そして同年に、新たに省級名城
及び省級「歴史文化保護区」101の指定に関する指示も出され、1989 年に人
大が制定した「環境保護法」の中にようやく歴史的環境の概念が明記され
ることになった。  
 
（5）新たな展開期（1990 年以降） 
1990 年以降、外資導入等に伴い、多くの都市で大規模なインフラ整備が
始まった。都市中心部の再開発は旧市街地を変容させ、経済開発と歴史的
環境保全の間に新たな葛藤が生じてきた。1991 年からは名城保護制度を多
様な都市の実態に合わせて運用できるよう、「歴史文化名城保護条例」を
策定する準備も始まった。都市総体規劃（日本の都市計画マスタープラン
に相当）の中に名城保護計画を位置づけるための技術基準も検討された。
その一方で国務院は、1994 年に 37 都市を「第三回歴史文化名城」に指定
し、その後は都市を個別に指定することで、2012 年 12 月 25 日時点で 119
都市が指定されている（図 2-2 を参照されたい）。  
その後、17 年間の調査準備を経て、2008 年 7 月、国務院常務委員会の
第 3 次審議の後、「歴史文化名城名鎮名村保護条例」という名の法令が施
行されるに至った。同条例が施行される以前は、「文物保護法」および「城
郷規劃法」によって「国家歴史文化名城」「国家歴史文化名鎮」「国家歴
史文化名村」は保護されていた 102。国務院は新しい「歴史文化名城名鎮名  
                                                                                                                                                
歴史文化名城制度の導入へと展開された。  
101 2002 年に改正された「（中国）文物保護法」において、「歴史文化街区」という言葉が使わ
れるようになった。内容は前身である「歴史文化保護区」とほぼ同じで、その後の保護計画の中
でも「歴史文化保護区」の代わりに使用されている。 
102 葉華・他 (1995b) の pp.197-198 では次のように指摘している。1982 年に制定された「文
物保護法」は、第 2 章第 8 条において初めて「歴史文化名城」保護制度の法的根拠を明確にした。
1983 年、城郷建設環境保護部から「関於加強歴史文化名城保護規劃的通知」が出され、
指定された名城における保護計画の策定という都市計画上の措置が決められた。そして、
1984 年、「城郷規劃法（都市計画行政法規）」が制定され、同条例第 2 章第 16 条にお
いて、「歴史文化名城」に対する保護は都市計画策定にあたっての 1 つの内容として取
り込まれ、都市計画法規における「歴史文化名城」保護制度の根拠も明らかにされた。
さらに 2002 年に改訂された「文物保護法」によって、「国家歴史文化名鎮」と「国家歴
史文化名村」保護制度の法的根拠も明確に規定された。2008 年に改訂された「城郷規劃法（都
市計画行政法規）」にも、「国家歴史文化名鎮」と「国家歴史文化名村」保護制度が取り
込まれた。2008 年に制定された「歴史文化名城名鎮名村保護条例」によるその選定基準は、
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村保護条例」によって、歴史文化名城、名鎮、名村の全体を包括して保護
する体制を整えた。保護範囲に指定されると、その中での建設や活動はす
べて保護計画に従わなければならず、各級の政府および関係する諸部門の
保護管理責任と権限が強化された 103。これは中国が歴史的環境保全を固有
の目的に策定した初めての法規である。 
2000 年代に入ると、歴史文化名城に含まれる歴史保護区についての面的
保全制度がより詳細なものとなり、保全事業も望ましい方向に展開してい
った。2002 年 10 月には「文物保護法」の改訂により、文物保護における
問題や文物保護管理に対して全面的に規定が設けられるようになり、保護
区の法的根拠が明確化された。2003 年、国務院が「文物保護法实施条例
11」を公布し、2004 年、建設部は「都市紫線管理弁法 104」を公布し、实施
原則と管理細則を制定した。都市総体計画を制定する際には、歴史保護区
の範囲線を必ず設けることにした。これによって、各計画と規制の作成で
保全対象の補充及び保全地域の拡大を行い、実際の事業に詳細な現状分析
と保全基準を提供することとなった。歴史保護区の計画では地区のゾーニ
ング、土地用途、歴史的建築の保護や利用、建築高度制限や更新方式、イ
ンフラおよび環境整備の実施などが明記されている。 
以上のように、中国における歴史的環境の保全が約 1 世紀の発展を経て、文
物保護単位が中心の単体保全から、1980 年代頃の歴史文化名城という都市全体
の保全へと変わり、現在に至っている。 その後、歴史保護区の選定という地区
レベルの保全にまで発展し、具体的な計画や規制の制定により保全制度も強化
された。保全制度の作成と実施は行政主導であり、文物局と都市計画局が協力
して実行している。そして、近年は、名城条例により保全事業の審査過程に専
門家の関与が義務付けられるようになり、市民参加の手法も導入されている。 
                                                                                                                                                
候補都市・鎮・村が所在する文化行政部門から 1 つ上の文化行政部門を通して国の文化行政部門
に申請資金の内容（主に都市沿革・変遷、文化財・古跡の概況、保護の構想と取り組む現状）が
提示され、審査の後、国の文化行政機関による現地調査と最終審査を経て指定される。指定され
た都市は国庫補助を申請することができる。 
103 国務院法制弁農業資源環保法制司・他（2009）、p.14 を参照。 
104 都市計画における各種用地の境界線は図面で色分けされている。国、省、市等各級歴史文化
保護区の境界線である。他には、都市藍線（地表水系）、都市緑線（緑地範囲）等がある。   
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図 2-2 （国家）歴史文化名城の指定都市 105 
 
2-3-3. 現行の法制度 
（1）歴史文化名城制度 
 1982 年に開発重視の姿勢への反省として、歴史的都市の景観を保全する
｢歴史文化名城｣制度が設立され、2016 年 10 月 15 日時点で  129 の都市が
指定されている。中国で古城  (歴史的都市空間 )の一般的な概念は清代前
(1911 年前 ) に存在した市街地、特に城壁に囲まれた内側の市街地のこと
をいう。この制度は文化財の保全、歴史的町並みの保全、歴史文化名城全
体の保全の 3 つの部分から構成されている。中国の文化遺産の保全事業は
                                                   
105 大西・他（2001）、p.26 を参考に筆者が作成。 
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単体の文物保護から始まり、その後文物を含む周辺環境にまで広がり、さ
らに歴史都市全体に拡張された。歴史文化名城指定の条件には、以下の５
つの基準がある。  
第 1 に、都市が十分に豊富でかつ高い価値を有している文物があること、
第 2 に、多数の歴史建築が集中していること、第 3 に、古城の現状が今も
なお伝統的空間構成や景観を保ち、完全に保存された伝統的な町並みを有
していること、第 4 に、これらの文物や歴史的町並みの保存が、その都市
の性格、都市の空間構造および建設方針に対して重要な影響を与えるもの、
第 5 に、歴史文化名城保護範囲内において、2 つ以上の歴史街区を有して
いることである。   
歴史文化名城指定において、「名城」は次のように位置付けられている。
まずは名城の保護範囲・内容・規制は都市計画において決定される。保存
内容は、古城の都市空間の構造・形態・景観、道路や街路配置、歴史的町
並み、文物保護単位とその周辺環境及び埋蔵文化財などの有形的なものだ
けではなく、地方性・民族性に基づく伝統文化といった無形的なものも包
括して、全般的に保護すべきとされる。そして、都市に対して「名城」の
称号を与えるということは、その都市に栄誉を与えることを意味する。さ
らに重要なことは、その地方政府の保護責任が明確に規定される点である。 
  
（2）歴史文化名城の類型 
中国は国土が広大で多民族からなる国である。歴史文化名城の類型も多
数あるが、主に以下の 6 種類に分けられる。 
 
①  古都中国の歴史上の六大首都 106 
都市計画が当時の最高レベルを反映している都市のことである。例えば、
北京は元の建都に始まり、明代に拡張され、明・清時代の宮殿が良好な形
で現存し、世界文化遺産にもなっている。 
②  歴史上の地方政権のあった都 
例えば、山東省曲阜は紀元前 6 世紀の魯の国の都城であるが、孔子の故
郷でもあり、現在は世界文化遺産となっている。  
③  伝統産業で栄えた都市 
例えば、江西省の景徳鎮は「瓷都」と呼ばれ、窯業という伝統産業が古
来より国内外で有名であり、現在も衰退することなく続いている。   
④  近代の記念的意味を持つ都市 
これらの都市は近代の多くの革命事件が発生した場所であり、多くの革
命記念文物だけでなく、西洋の建築様式を持つ歴史的町並みもある。例え
ば、上海、天津、青島などがある。 
⑤  民族的・地方的特色をもつ小都市 
                                                   
106 洛陽、西安、開封、南京、北京、杭州を指す。 
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これらの都市は地理的に辺鄙な場所で経済的には比較的遅れていたが、
それ故に伝統的な空間構成や景観が完全に保存されている場所である。例
えば、平遙古城と麗江古城では、今でも伝統的空間が良く保全されている。  
⑥  自然景観都市 
これは優美な自然景観が残っている古来よりの観光地である。多くの場
所では感動的な逸話があり、自然景観と文学的景観が美しく形成されてい
る。例えば、杭州や桂林などがある。 
 
以上のように、名城に指定された都市は、面積的にも人口的にも、大規
模な都市から非常に小規模な都市まで様々である。  
 
（3）歴史文化名城保護施策の段階 
歴史文化名城保護施策には 3 つの段階があり、各段階において保護の責
任範囲と対象は異なり、措置の内容も異なってくる。  
第一段階は文物（文化財）の保護である。その歴史的・科学的・芸術的
価値に基づき、行政レベルの「文物保護単位」を指定する。保護の原則と
しては文物の原状を変更しないということである。  
第二段階は歴史的町並みの保護である。典型的な伝統的景観を持つ建築
群・街区・村落などに対して、それらの価値に基づいて「歴史文化保護区」
を定める。インフラ整備によって居住環境を改善し生活レベルを向上させ
ながら、生活機能とコミュニティの伝統を維持するように開発事業を進め
る。 
第三段階は歴史文化名城の保護である。これは都市全体を保護するとい
うことではなく、歴史都市の保護範囲・内容・要求については都市計画を
通して決定される。 
 
（4）保存内容と保護方法 
保存内容によっては、文物建築と歴史的町並みを保存するだけでなく、
古都の都市計画と景観の特色を保護し続けなければならない。保護方法に
ついては、保護範囲などの具体的な措置を策定する以外に、さらに重要な
こととして総合的・全体的な施策を採らなければならない。その施策の中
で、適切な都市開発施策の決定、都市の経済と古都保存との協調的な発展、
高さ制限地区の指定、新しい建築と旧来の建築の形態をうまく協調させる
ことなどが行われる。 
1982 年に第一回の歴史文化名城が指定されて以来、歴史文化名城の保護
が強調されると共に、その優れた歴史文化が都市の社会・経済に大きな発
展をもたらした。この間、歴史的文化名城の保護事業は長足の進歩を遂げ
た。保護措置は次の 4 つの面でさらなる展開を見た。  
 第 1 に、各都市が国務院の要請に基づいて特別に歴史文化名城保護計画
を作成し、全体の都市計画に組み入れて審査許可を受けることとなった。
第 2 に、歴史文化名城保護の法制が整えられ、多くの都市が保護条例を策
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定した。第 3 に、国は文物保護と歴史地区保護に向けて特定補助金の制度
を設けた。歴史文化名城内におけるインフラ整備や環境改善などは、その
都市の政府による出資で行うこととされた。第 4 に、多くの専門研究機関
や学術機関が創設され、また他国との共同研究活動も展開された。専門家
たちの呼びかけと政府による推進活動によって、都市の文化的かつ歴史的
な特色が住民の関心を引くこととなった。  
 その一方で、歴史文化名城保護制度には、なお改善の余地も残されてい
る。全体として、以下、3 つの点を挙げることができる。第 1 に、保護地
域とその内容が充実していながら、保護範囲と要請の手続きが明らかにな
っていないこと。第 2 に、保護手法が画一的であること。歴史文化名城の
保護は単体の文物保護と異なり、「合理的に分類し、多元な保護手法を取
るべきである」と規定されているが、実際の保護事業の中ではまだそこま
で実行されていない。第 3 に、保護を実施する文化財保護部局の権限が弱
いことである。  
 
2-3-4. 政策・法制度の実施体制 
中国においても歴史的環境保全の政策および法制度は、文化管理と都市計画
の両部局が関与する形で実施されている。文化財保護以外の「国家級歴史文化
名城」「歴史文化保護区」等の保護管理については、都市計画部局と文化部局が
共同管理している。国レベルでは建設部と国家文物局が、地方（省）レベルで
は都市規劃院と文物局がそれぞれ担当している。これらを図に描くと図 2-3 の
ようになる。 
1982 年に（国家）歴史文化名城保護制度が整備されて以来、すでに 34 年が
経過した。この間、中国では都市開発が進行してきたが、それに対応する地方
レベルの保護制度の制定にはかなりの時間を要した。たとえば、河南省政府は、
省内の「（国家）歴史文化名城」と「省級歴史文化名鎮（村）」107を保護するた
め、5 年間の調査準備を経て、1998 年に「河南省歴史文化名城保護条例」108を
提案した。その後、同条例は河南省政府の常務会（省レベルの各種委員会を統
括した委員会）で修正され、河南省の人民代表大会常務委員会に付議された。
その後、2003 年に同じ人民代表大会常務委員会で 3 回の審議を経て、同年 10
月にようやく施行されるに至った。都市開発は 2000 年以降に急速に進行したた
め、地方都市の保護条例も 2000 年以降に制定されたものが多い。法制度が実態
                                                   
107 2002 年改正（1982 年制定）の「文物保護法」2 章第 14 条には、「保存された文化財が特別
に豊富であり、かつ重大な歴史価値あるいは革命記念意義を有する鎮政府(村)より所属する省
(自治区、直轄市)に申請を提出して、審査、承認を受け、省級歴史文化名鎮(村)に指定され、公
布され、国務院に通報する」と記されている。 
108 2012 年 12 月 26 日、河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏へのヒアリング
調査によると、名城制度による保全政策を有効に取り入れた時期が遅かったため、保全する前よ
り既に政府が商業利益を優先し、歴史的町並みは大規模に破壊されてしまったという。その結果、
街は新しく創り直され、現代的な施設が過度に整備され、町並みを保全しようにも手遅れであっ
たという。保全条例が作られた初期、保全方法は明確でなく、1986 年以降、開発によって古い
町並みは急速に消失した。保全計画も何回も変更され、条例制定には多くの時間を費やした。 
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に追いついておらず、歴史文化名城の保護と開発を両立できていない都市も多
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3 中国の歴史的環境保全政策の実施体制（簡略図）109 
 
その「河南省歴史文化名城保護条例」第 7 条によると、歴史文化名城のある
地方政府の都市規劃行政部門と文物行政部門が、共同で歴史文化名城の規劃、
保護、管理および監督をするものと規定されている110。また同条例の第 13 条に
よると、歴史文化名城保護規劃によって指定された重点保護区（歴史・文化保
護区）111、伝統風貌協調区112、重点保護建築物については、都市規劃部門と文
                                                   
109 前掲載、王・他 （1999）の 5 章を参考に、筆者が作成。 
110 「規劃」は日本語の「計画」を意味する。 
111 歴史上のある時期の伝統風貌や民族特色を持つ街区、建築群、村鎮である。葉華・他 (1995b)、
p.198 によれば、1986 年の国務院による第 2 回歴史文化名城の指定の際に、新たに「省級歴
史文化名城」と「省級歴史文化保護区」の指定の可能性と指定の原則に関するガイドラインが示
された。2012 年 12 月 26 日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏へヒアリン
グ調査をした際に聞いたことは、1982 年に開封市が第 1 回歴史文化名城に指定されたときには、
ほとんどが歴史都市という知名度だけを根拠にしていたということである。開封市が「名城保護
規劃」を初めて策定したのは 1986 年である。「省級歴史文化保護区」の概念は 1982 年に提起さ
れているが、都市によって「省級歴史文化保護区」を指定した時期は異なる。開封市が省級歴史
文化保護区を初めて取り入れたのは、1996 年の「開封市総体規劃」においてである。 
112 中国の都市計画上の「伝統風貌協調区」は、日本の「歴史的風土保存区域」に相当する。 
国務院（中央政府） 
国家都市建設部局 国家文物局 
省・直轄市・自治区 
都市建設・都市計画部局 文化財・文化管理部局 
市・県・鎮 
都市建設・都市計画部局 文化財・文化管理部局 
国家歴史文化名城 
歴史文化保護区 
建設コントロール地域 
文化財保護 
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物行政部門が共同で保護規劃を策定し、主たる規制区域を合理的に指定するも
のとされている。  
しかし、河南省開封市の都市規劃勘測設計研究院（以下、都市規劃院という）
と文物公園局（以下、文物局という）に対してヒアリング調査113を行ったとこ
ろ、「文物保護法」と「河南省歴史文化名城保護条例」では歴史文化名城の管理
責任を上記 2 つの部門が協力して担うものと規定されているにも拘わらず、重
点保護区を除いて文物局が関与できるのは、保護に関する政策や計画の提言ま
でであり、実際に保護・保全事業を決定・執行しているのは都市規劃院という
ことであった。重点保護区を指定する権限も都市規劃院にあり、文物局は指定
後に管理・監督する役目を主に担っているという。条例に規定された通りの協
力体制には必ずしもなっていないことになり、中国においても縦割り行政の問
題が存在している。 
 
2-3-5. 国の財政補助制度 
中国の歴史的環境保全に関する国の財政補助は、文化財保護事業114への補助
と歴史的環境保全関連の国家指定された 150 ヶ所の大遺跡への補助の 2 つに分
けられる。 
「文化財保護事業」においても、最も活用されている歴史文化名城制度に対
する国から都市への恒常的な補助金制度は設けられていない。「文物保護法」（第
3 条）によれば、国家歴史文化名城に対する予算は、各名城を抱える省（直轄市・
自治区を含む）や市政府が各々の建設予算の中の保護経費として自主的に計上
するものと規定されている。ただし、特に経済的に困窮している都市について
は、国の財政部・国家文物局が公布した「国家重点文物保護専項補助経費」（国
家重要文化財専用補助金使用管理方法）を申請することが可能という。この補
助制度に申請できるのは、国指定重点文物保護単位と省級重点文物保護単位に
限られている（図 2-4 を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-4  国家重点文物保護専項補助経費支出表 
                                                   
113 2012 年 12 月 26 日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏、同市都市文物
公園局課長・劉天軍氏にそれぞれ聞き取り調査を行った。 
114 登録された不可移動文物（全国重点文物保護単位）、国家歴史文化名城、国家歴史文化名鎮
名村、世界遺産を指す。 
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名城の建築群などを修繕する際、「国家重点文物保護専項補助経費」への申請
は、まず（国家級）歴史文化名城がある所在地の文物局から一段レベルの高い
文物局へと申請される（図 2-5 を参照）。次いで、国家文物局と国家財政部の許
可を得て、国家財政部から一段レベルの低い財政局へと逐一補助経費が配分さ
れてくる（図 2-4 および図 2-5 を参照）。国家重点文物保護単位に対しては、所
在地にある財政局から直接経費が与えられるが、国家歴史文化名城は所在地に
ある財政局から所在地にある発展と改革の委員会へと補助経費が配分される。
現在の中国の文化財経費補助制度は正式な法律法規を定めておらず、今後は文
化財経費補助制度についての統一した法規が必要である。  
また、1998 年の河南省財政局第 46 号文件「河南省文物保護専項補助経費使
用管理弁法」（河南省独自の補助制度、「文件」は日本の「通達」に対応）も適
用対象は限られている。同文件の第 2 条によれば、この補助制度は省が指定し
た「省級以上（省級含む）文物保護単位」と重要県級（県級市含む）文物保護
単位」を対象に配分される（図 2-5 を参照）。省レベルの文物保護単位は、国家
と河南省の補助制度の両方に申請することが可能である。県（市）は、省レベ
ルの補助制度にしか申請できず、県（市）は、通常の建設予算の中から保護予
算を捻出している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-5  河南省文物保護専項補助経費支出表  
 
2-4. 日本と中国の歴史的環境保全制度の比較 
 
2-4-1. 日本と中国の戦前の法制度 
戦前の中国では、国内外の政治的状況や戦争の影響から、歴史的環境を保全
する政策はほとんど展開されていなかった（表 2-4 を参照）。国民党政府が行っ
たのは、土地と建物に直接関連した文化財建造物の点的な保護に限られて
いた。1949 年に中華人民共和国が成立したことにより、それまでの国民党
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政府時代の法令や行政組織は廃止され、それ以前の法制度が引き継がれる
ことはなかった。  
 
表 2-4 日本と中国における戦前の法制度の比較  
 
比較の視点 日本 中国 
歴史的環境保全 
制度のスタート 
1871 年「古器旧物保存
法」→日本で初めての歴
史的環境保全制度で、中
国よりも 58 年早い。 
1929 年「名勝古跡古物保
存条例」 
点的保存から 
面的保全への展開 
1897「古社寺保存法」→
群をなす建造物の一括
指定方式 
1919 年「史蹟名勝天然記
念物保存法」→土地＋建
造物の保全 
1929 年「国宝保存法」→
萌芽的であった群をな
す建造物の一括指定方
式を確立した。 
1930「古物保存法」 
1931「古物保存法細則」 
→対象となる古物は限
定され、歴史的都市や 
地区までは対象となら
なかった。 
戦前から戦後への 
継続性 
戦前の経験が戦後の保
全制度にも役立った。 
1949 年以前の法制度が
引き継がれることはな
かった。 
 
 
2-4-2. 日本と中国の現在の法制度 
日本・中国ともに、高度成長期に都市開発と歴史的環境保全が葛藤する問題
に直面した（している）点では共通している。一般的に経済的に豊かになるに
伴い、人々の歴史的環境や自然環境の保全に対する意識も高まると言える。日
本では、経済発展の成果として、多様な歴史的環境保全に関連した法制度が、
国から地方へと徐々に拡大されてきた。中国では、1949 年以前の法制度が戦  
後に引き継がれなかったこともあり、歴史的環境保全制度は日本よりも 30 
年ほど遅れて展開していると言える。現在の日本と比較して、中国の法制度
には未だ面的な保全という点では不十分な状況にある（表 2-5 を参照）。
その中でも「国家歴史文化名城制度」は、その目的と特徴において日本の
「古都保存法」に最も近いと言える。 
戦後は両国ともに保全対象の拡大を図り、日本は「文化財保護法」、中国は「文
物保護法」という一つの包括的法令によって対応を図ろうとしてきた点でも共
通点がある。しかし日本では、戦前期の「古社寺保存法」においてすでに「群
をなす建造物の一括指定」が行われ、広域的保全制度の萌芽が見られた。その
後、「古都保存法」「伝建地区制度」へと面的保全の発想が拡大された。中国で
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は、面的保全に関する法制度は不十分な状態が続き、第二回（国家）歴史文化
名城の指定に伴い、1986 年にようやく「歴史文化保護区」の概念が取り入れ
られた。しかし実態としては、保護区指定によって原則とは異なる単体の
建造物と周辺敷地の保全が行われているという 115。  
日本では、保全対象となる歴史的環境が都市計画区域に関わってくる場
合には、地区指定と都市計画法との一体化が問題となる。「古都保存法」
では、歴史的風土保存計画に基づいて都市計画を策定し、歴史的風土特別
保存地区を地域指定することで都市計画法との一体化が図られている。伝
建地区制度においても、都市計画区域内の地域地区の 1 つとして同地区を
指定することで、法制上では都市計画法との一体化が図られている。  
他方、中国では、名城の指定時期は都市計画の策定時期と必ずしも同じ
ではなく、保護計画は既に策定されている都市総体計画への内容の追加と
いう形で行われる。都市総体計画も全体の内容の調整と保護計画との整合
性を保つために、改正が行われる。  
日本では、単体の建造物から「古都保存法」に至るまで、一貫して国に
よる指定制度を採ってきたが、伝建地区に関しては地方自治体による住民
参加型の自主的な地区決定を可能にした。中国の名城制度でも指定制度が
採られているが、地方政府が住民の合意を得ながら地区決定を行う仕組み
にはなっていない。  
現在の日本の法制度では、国と地方が連携・協力して実施・運用される
ことになっている。たとえば京都市では、1966 年の「古都保存法」によっ
て「歴史的風土保存区域」「歴史的風土特別保存地区」に指定されたが、
京都市自身もその指定区域外を「歴史環境保全条例」「伝統美観保全条例」
によって保護を図っている。これら保護地区の名称・範囲・保護方法・資
金出所等については、地方自治体が独自に決めることができる。  
中国でも、国は国レベルの法令・規則を、地方政府はその立法権限内で地方
の法令・規則を制定できる点で、日本の制度と類似している。現在の法制度は、
主に国務院とその各部委員会、地方政府（省（直轄市・自治区）、市、県）とそ
の所属部門が公布・制定する「指示」「弁法」「規定」「命令」「通知」によって
運用されている116。しかしこれら法規条文には正式の立法手順を欠いている面
があり、厳密に言えば国や地方の法令とまでは言うことができない。  
                                                   
115 2012 年 12 月 25 日に河南省文物局元局長楊煥成氏へのヒアリングによると、河南省では「歴
史文化保護区」という面的な保全政策を行う際には、都市総体計画を改訂するときに、「歴史文
化保護区」の保全計画を都市総体計画の中に入れることになるが、実際には一部の単体の建造
物と周辺敷地の保全が行われているだけであるという。  
116 地方政府（省（直轄市・自治区）、市、県）とその所属部門が公布・制定する“指示”、“弁
法”、“規定”、“命令”、“通知”とは、日本の地方政府が下達した要項に相当する。2012 年 12 月
25 日に河南省文化財局元局長楊煥成氏への聞き取り調査を行ったところ、各地方政府が公布・
制定した歴史的環境保全に関する“指示”、“弁法”、“規定”、“命令”、“通知”に法的拘束力はな
く、特に「歴史文化街区」の保全には、単体的としての歴史的建造物の外観を保全するか変更で
きないことを指示するだけであるという。日本文化財保護法に基づく「伝統的建造物群保存地区」
のように保全体制が整っていない。さらに、中国の地方都市では、「歴史文化街区」を指定され
る前からすでに対象地域が開発されてしまい、文化財保護部局が保全しようとしても間に合わな
いケースが多く見られるという。 
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表 2－5 日中の現行する法制度の比較 
比較の視点 日本 中国 
歴史的環境保全制度の 
スタート 
1950 年「文化財保護法」 
→日本の戦後の歴史的環
境保全制度は中国より 32
年早い。 
1961 年「文物保護暫行
条例」 
第 1 回「全国重点文物
保護単位」の指定→「文
物保護法」の前身 
1982 年「文物保護法」→
正式な法制度として取り
入れた 
面的保全への展開 
 
1966 年「古都保存法」 
→歴史的風土特別保存地
区（建造物群、遺跡＋周
辺自然環境） 
1975 年「文化財保護法」
改正→「伝統的建造物群
保存地区制度」 
1982 年「（国家）歴史文
化名城」制度（建造物群、
遺跡＋周辺自然環境） 
指定方法 
 
指定→文化財建造物 
市町村の条例による決定
→伝建地区→選定→重伝
建地区 
 
指定→歴史的建造物 
国による指定→「（国家）
歴史文化 
名城」 
指定→歴史文化保護区 
歴史街区の保全 
 
1975 年「伝統的建造物群
保存地区制度」 
「国家（級）歴史文化街
区」 
 
 
2-4-3. 日本と中国の政策実施体制の比較 
中国は文化財保護以外の「（国家）歴史文化名城」「歴史文化保護区」等の保
護管理については、計画部局と文化部局が共同で管理運営している。国レベル
では建設部と国家文物局が、地方レベルでは都市規劃院と文物局が担当してい
る。日本・中国ともに、歴史的環境保全に関わる政策は、文化財保護の関連部
局と都市計画の関連部局が関与している。そして両国ともに、両部局は法制度
上連携・協力する体制を標ぼうしているものの、実態としては縦割り行政の壁
が強く、必ずしも連携・協力はうまく機能していないと言える。  
王・他（1999）117は、日本の歴史的環境保全の実施体制について、各々独立
した 2 つ部局の役割分担が明確であるという点から積極的な評価をしている。
確かに、縦割り行政の壁を越えての連携を試みている地方自治体が一部にはあ
                                                   
117 王・他 (1999)、p.38 を参照。 
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る。そうした先進自治体の取り組みの中に、今後の方向性が見て取れよう118。
宮澤（1985）は、伝建地区を担当する部局の多くは教育委員会社会教育課であ
るが、歴史的町並み保全を円滑に進めるには、教育委員会だけに納まらない問
題が多く、文化財保護行政の枠を超えた対応が必要であると指摘している 119。
この点に関連して、小林・他（2003）は、伝建地区制度が町並み保全に一定の
成果を上げていることを評価しながらも、市町村担当部局の「組織体制の整備
が不十分」、「他部局との調整が不十分」、「方針が定まらず」などの取り組み体
制に問題があることを明らかにしている120。 
他方、中国では、都市計画関連部局の方が文化財保護関連部局よりも強い権
限を持っており、都市開発が歴史的環境保全よりも優先されている。歴史的環
境を保全しつつ、そのうえで都市開発や地域振興との両立を図っていくには、
文化財関連部局が少なくとも対等な権限を持つことが必要であり、それを後押
しする政府や国民の価値観の変化が求められる。その点で、日本の先進的な取
り組みの中に学べる点はある。 
 
2-4-4. 日本と中国の国家財政補助制度の比較 
 日本では、歴史的町並み保存事業を進行させるため、条例による助成措置が
整備されている。たとえば、日本の伝建地区における補助金制度では、補助対
象、補助対象事業、補助事業者という概念も定義され、条例で補助者と補助対
象事業者の責任が明確に規定されている。補助金交付に関する事項は、保存事
業内容の実行との関連性が保証されている。補助に際しては、修理と修景の概
念も定義されており、修理は伝統的建造物群を構成している建築物やその他の
工作物の修理事業、修景は伝統的建造物以外の建築物やその他の工作物の修景
事業とされている。中国の名城のある歴史的町並み保存地区の整備事業では、
修理と修景の概念が設定されていない。名城内の歴史町並み保全は、歴史的建
造物と街並みを分けて保存事業を行っている。街並みの保存事業は、都市開発
を含む居住環境の整備の中で行っている。 
 日本では、国指定の文化財の場合は国が補助者、都道府県・市町村指定の文
化財の場合は地方公共団体が補助者となり、補助の負担者が明確に定められて
いる。中国では、指定文化財は政府（国・省・市など）が補助者であり、伝統
的建造物は新条例で所有者が修繕の費用を負担し、政府は所有者に補助すると
されているが、実際にはほとんど行われていない。  
 日本では、伝統的建造物の所有者、文化財の所有者または文化財の管理を行
うべきものとして指定された地方公共団体及びその他の法人が補助事業者であ
                                                   
118 本文中で竹原市の事例に言及したが、そこでは成功とまでは言えないまでも縦割り問題を解
決しようという姿勢がみられた。また、2011 年 9 月 10 日に川越市で行ったヒアリング調査によ
ると、川越市では重伝建地区の選定過程で、行政が住民の意見を集めて「町づくり規範」を作っ
たという。住民が主体となって自分の町を見守っているというケースが全国の重伝建地区に散見
される。歴史的町並み保全の担い手である地域住民の意識や考え方を取り入れることが、行政が
縦割り問題を緩和できる 1 つの切口として考えられる。 
119 宮澤（1985）、pp.10-20 を参照。 
120 小林・他（2003）、pp.87-94 を参照。 
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り、補助者から補助を受けて保存事業を進めるものである。同じように、中国
の場合でも、補助事業者は政府である、また法人や個人もある。  
 全体的に見れば、日本と中国には類似した仕組み・制度が存在していること
が分かる。しかし中国では、補助金制度の詳細までは未だ具体的に定められて
いない。保存対策としての修繕、修復や更新などの措置はあるものの、修理・
修景の概念までは存在していない。 
 
2-5.まとめ 
 
 本章では、日本と中国の歴史的環境保全をめぐる政策・法制度について、そ
の誕生から現在に至るまでの変遷と現在の実施体制という観点から検討を行っ
てきた。両国の法制度の特徴と成果、そして課題について比較検討してきた。
そして現在、中国の都市が直面している開発か歴史的環境の保全かという葛藤
に対して、歴史的・制度的な理解とその解決の方向性を探ってみた。  
まず日本と中国の政策・法制度の比較検討から、共通点あるいは相違点とし
て以下の 7 点を指摘することができよう。  
第 1 に、歴史的環境保全制度の変遷という点で、日本の戦前・戦後の制度に
は連続性・継続性があったのに対し、中国では戦前の制度が戦後に引き継が
れずに、政策・法制度の進展という点で遅れを作る原因となった。  
第 2 に、日本・中国ともに、文化財や歴史的建造物の保存の対象・範囲を徐々
に拡大しながら、それを包括的な一つの法制度で対処しようとしてきた点で共
通性がある。ここでいう包括的な一つの法制度とは、日本では「文化財保護法」、
中国では「文物保護法」である、それぞれの国の歴史的環境はその法制度に基
づいて守られてきた。 
第 3 に、日本・中国ともに、文化財や歴史的建造物の点的な保存から面的な
保全へと進んできた点でも共通している。ただし、現状の中国では未だ面的な
保全を意図した法制度は確立するまで至っておらず、その点では遅れがあ
る。さらに中国では、「歴史文化街区」のように面的な保全を始めるより
前に、開発が先に進んでしまうケースが頻発している。  
第 4 に、日本では都市計画法の中に歴史的環境保全を意図した地区指定を
することで、開発と保全という 2 つの目的の一体化がとりあえずは試行さ
れている。しかし中国の歴史的建造物等の保護計画は、既に策定されてい
る都市総体計画に追加される形であり、都市開発を変更するほどの効力を
持っていない。歴史的環境保全と都市開発の両関連部局間の連携という点
でも、日本の方がやや一日の長がある。  
第 5 に、上記の点と関連するが、日本・中国ともに、文化財や歴史的建造物
の保護・保存において、都市計画部局と文化財保護部局が法制度上は連携・協
力を図る形にはなっているが、縦割り行政の壁が立ちはだかっている点で共通
している。日本では、両部局の権限と役割が明確に規定されてはいるが、実際
の連携・協力は総じて成果を上げていない。中国では、都市計画部局の権限が
勝るために、歴史的環境はしばしば危機に瀕している。  
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第 6 に、日本と比較して中国では、歴史文化指定区域の予算や補助金はま
だ不十分であり、補助対象も限定され、また特定個別事業への補助金はあって
も、経常的な経費への補助は行われていない。日本のように歴史的町並みへの
財政補助制度を拡充すべきである。 
第 7 に、日本では都市計画にしても歴史的環境保全地区にしても、計画策
定や地区指定の段階で、住民との議論や合意を経る仕組みが制度化されてい
る。中国の政策決定はトップダウン方式であり、地域住民が参加するまちづく
りの手法は未だ制度化されていない。中国では住民参加という言葉自体が近
年使われ始めた段階である。  
以上、日本と中国の文化財保護制度から歴史的環境保全制度までの流れ
を整理しながら、両国の共通点と課題を 7 つ点にまとめてきた。最後に指
摘した中国における住民参加の可能性については、次のような活動が指摘
されている。それが実際にどのように機能しているかは、第 4 章において
改めて検討する。  
中国の都市の行政組織は、「市」の下に「区」、その下に「街道」が置かれる
三層の組織から構成されてきた。さらにその下に「社区」という生活共同体、
いわゆる地域コミュニティが形成され、住民自治組織としての居民委員会が設
けられている。こうした組織は、住民の文化、科学普及、娯楽等の機能を担っ
てきたが、将来的には行政がまちづくりを実践する際に、住民の意見を取り入
れ、住民たちが街の歴史的環境を守る活動に参加する時代が来る可能性はある。
一部の居民委員会には、そうした萌芽的な活動が観察されつつある。政治体制
の違いはあるが、街づくりへの住民参加という点で、今後日本の経験から
学べる点が増えていくのではないか。  
日本では、点的な保存から面的な保全へと法制度が展開される中で、街中の
小さな範囲・地区でも対象としうる「（重要）伝統的建築物群保存地区制度」が
活用されてきた。現在の中国では、面的な保全を意図した法制度は「（国家）歴
史文化名城」制度のみである。この制度は、歴史文化街区保全という概念と手
法を取り入れることで、広範囲かつ包括的な保全を目指しているものの、実際
の効果については未だ疑問も多い。中国において、日本の「伝建地区制度」を
参考に類似の制度を導入することは、検討に値するのではないだろうか。現行
の「（国家）歴史文化名城」制度における歴史文化街区にも、保全規制、都市計
画法の緩和、助成および補償措置がある。これらを日本の制度を参考に、より
厳しくかつ実効性のある制度へと拡充していく可能性が考えられる。 
中国の「（国家）歴史文化名城」制度の実態とその効果の検証、そして日本の
「伝建地区制度」を参考に制度改革を行う可能性について、次章以降で検討し
ていく。
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第 3 章 重要伝統的建造物群保存地区制度の効果と課題 
 
3-1.はじめに 
 
日本には歴史的な建造物や景観・町並みの保存・保全を目的とした政策や法
制度が種々存在している。その中心となるのが「文化財保護法」であり、その
中の「伝統的建造物群保存地区制度（以下、伝建地区制度と略）」は、市町村に
よって最も活用されてきた制度である。伝建地区とは、文化財保護法の第 143
条第 1 項または第 2 項の規定により、市町村が「周囲の環境と一体をなして歴
史的風致を形成している伝統的な建造物群で価値の高いもの（「伝統的建造物群」
という）、およびこれと一体をなしてその価値を形成している環境を保存するた
め、地域地区として都市計画決定した、または条例で定めた地区」のことであ
る。伝建地区の中で国（文化庁）がさらに価値が高いと判断したものを「重要
伝統的建造物群保存地区（以下、重伝建地区と略）」に選定し、伝統的建造物の
現状を変更する行為に対し厳しい規制がかけられると同時に、国からの財政補
助や指導・助言が行われる121122。 
本章は、地域の自立性や持続性という問題意識から、全国の重伝建地区を対
象に、文化財保護法で規定されている伝統的な建造物や景観・町並みの保存・
保全という政策目的がどの程度達成されているか、また地域振興というもう 1
つの政策意図といかに両立が図られているかを、重伝建地区を抱える全国自治
体へのアンケート調査を通して分析・検討することを目的とする。 
アンケート調査に先立ち予備的なヒアリング調査をいくつかの自治体で行っ
たところ、建造物所有者の高齢化や後継者不在、空き家増加といった問題が深
刻化していること、また地域振興や観光振興との連携に困難があることなど、
さまざまな問題・課題のあることを把握できた123。アンケート調査では、ヒア
リング調査や先行研究から得た情報を踏まえて、重伝建地区制度の目的の捉え
方、建造物への規制の内容や保存の実態、地区内の生活環境への影響、行政と
住民の関係、財政補助制度の効果、行政組織内の政策実施体制など、幅広く尋
ねている。本章では、その中から、とくに以下 3 つの点に焦点を当て、重伝建
地区の実態把握と問題・課題の抽出、政策的示唆を得ることを意図する。  
第 1 に、重伝建地区制度の目的・趣旨が自治体の担当者にどのように認識さ
                                                   
121 「文化財保護法」（文化庁所管）は 1950 年に制定され、その後、文化財概念を拡大するなど
改正されながら、文化財関係の中心的な法令と位置付けられてきた。同法は 1975 年の改正で、
伝統的建造物群を文化財概念に加え、市町村が伝統的建造物群保存地区を指定することを可能に
した。さらに文化庁への申出に基づいて、価値が特に高いと文部大臣（当時）が判断したものを
重要伝統的建造物群保存地区に選定するようになった。 
122 伝建地区制度は、建造物を「点」ではなく「面」として保存しようとするもので、社寺・民
家・蔵などの「建築物」だけでなく、門・土塀・石垣・水路・墓・石塔・石仏・燈籠などの「工
作物」、庭園・生垣・樹木・水路などの「環境物件」をも対象としている。 
123 ヒアリング調査は、2011 年 9 月～2012 年 7 月に、川越市・倉敷市・竹原市・呉市・篠山市
に対して行った。 
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れているか。そして重伝建地区を存続させる上で、現在どのような問題・課題
が存在しているかという実態把握を行うことである。第 2 に、重伝建地区に選
定されると、伝統的建造物の修理・修景に国および県・市町村から財政補助が
入ることになるが、この補助金制度が建造物の修理・修景を通じた町並みの保
存・保全にどの程度効果をもっているかを把握することである124。第 3 に、ヒ
アリング調査でも指摘された空き家問題がどの程度深刻な状態であり、またど
のような対策が採られているか、それは効果を上げているかという実態把握を
することである。空き家問題自体は全国的な課題であるが、重伝建地区の問題
は一般市街地の問題とどのように異なるのかも考える。 
以上を通して、重伝建地区制度に選定された地区がいかに自立し持続性を保
っていくか、あるいはそこには困難があるか、そして今後この制度をいかに存
続・運用していく必要があるか、政策的示唆を探る。 
以下、本章では、次節で先行研究について整理し、本章との関係を明らかに
し、続く 3-3 節で、自治体ヒアリング調査で得た情報を踏まえて、（重）伝建地
区制度の実施・運用面での問題を整理・検証する。3-4 節では、アンケート調査
の結果を用いながら、上述した問題関心から重伝建地区制度の目的、課題、そ
して財政補助の効果について分析・検討する。3-5 節では、重伝建地区内の空
き家問題の実態とその対策について検討し、最後に 3-6 節で、本章の分析・検
証で得られた結果をまとめ、重伝建地区制度の課題と今後の政策対応のあり方
について示唆を与える。 
 
3-2.先行研究 
 
（重）伝建地区および同制度を対象とした研究は、これまで建築工学や都市
計画の研究者を中心に行われてきた。そこでの問題関心は、制度がどのように
運用・実施されてきたか、建物の修理・修景に関する規制やデザインや保全基
準はどのように形成されてきたか、またその内容にどのような特徴があるか。
同制度が導入されたことで、町並みや都市構造はどう変容したか、住民参加や
合意形成の仕方はどうであったか、同制度の目的・趣旨は達成されたか、とい
ったものである。また研究手法として、特定の地区を対象としたケーススタデ
ィからアンケート調査を用いたもの、計画や規制の内容また記録を調査すると
いったものまである。 
 いくつか紹介すると、制度の運用・実施の方法に焦点を当てた研究として、
葉・他（1998）は、1995 年時点の重伝建地区 40 地区を対象に、都市の空間構
造と保存条例や規制内容との関係を調べ、制度導入から時間を経ると共に、重
伝建地区や周辺の指定区域は拡大する傾向をもち、規制も中心から周辺へと緩
く変化していく傾向があることを発見した。  
                                                   
124 修景とは、伝統的建造物以外の建造物を周囲の歴史的風致に調和させることを意味する。重
伝建地区ではこの修景にも財政補助が付く。 
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続いて金・宗本（1999）は、滋賀県近江八幡市八幡伝建地区を対象に、住民
の生活要求や建築希望内容とそれに対する行政の対応を記録した建築相談記録
を調べ、建物の「改修」では保全基準（壁面線や軒の高さ等）を順守できてい
るのに対し、「改築」になると保全基準が必ずしも守られておらず、町並みの変
容につながっている可能性があると指摘している。 
牛谷・他（2002）は、2001 年時点の重伝建地区 49 地区への自治体アンケー
ト調査から、行政主導による建造物の修理・修景基準の設定が保存整備に一定
の成果を上げてきた一方で、歴史的景観を損なわないデザインの判断には難し
い側面があること、住民も世代交代が進むと歴史的建造物の居住者という意識
が希薄になってくる点を指摘している。 
公文・他（2002）は、岐阜県高山市三町（さんまち）地区を対象に、1979 年
に重伝建地区に選定され、1997 年に地区が拡大されるまでの間に実施された
194 の保存修理事業を検証し、保存修理は町並保存会が結成された順番で優先
的に実施され、高山市の観光資源整備に寄与したと同時に、市が想定した補助
金予算よりも修理・修景が小規模に留まってきたことを見出した。  
小林・川上（2003）は、伝建地区制度の導入過程で行われる保存対策調査に
ついて、すでに実施済みの全国 123 地区（106 市町村）の自治体にアンケート
調査を行い、調査から地区決定さらには条例制定までの過程を調べている。そ
の結果、住民の意識や参加が十分ではなく、また行政の現場でも、部局間の調
整・連携が十分でないと認識されていることを明らかにした。 
岩井（2007）は、持続可能なまちづくりという問題関心から、2006 年時点の
全国伝建地区 53 地区の自治体アンケート調査を行い、人口、世帯、空き家、観
光客、店舗、地域組織の 10 年間の変化も調べている。重伝建地区でも都市部と
地方部では問題の性質が異なること、そして人口減少にもかかわらず観光客が
増えている地区もあるものの、総じて後継者問題が深刻化していることを明ら
かにした。 
これまでの研究では、（重）伝建地区制度が伝統的建造物の保存および歴史的
な景観・町並みの保全に一定の成果を上げてきたことについて、ある程度共通
した評価がなされている。しかしながら、個別の問題や細部の運用に関しては、
建造物の保全基準のあり方、現状変更に対する規制の限界、住民の理解・意識
や参加のあり方、文化財保護を担当する教育委員会と他部局との連携・協力の
問題、都市計画との整合性、といった点で、問題・課題があることを指摘され
てきた。そして、近年では、住民に高齢化と後継者不足、その結果としての空
き家の増加が次第に問題点として指摘されるようになってきた。  
本章での問題関心と検討内容も、これまでの研究で指摘されてきたこととあ
る程度は共通しているが、独自のデータを用いた分析・検討を行うことで、新
たな知見を提供することが可能である。第 1 に、重伝建地区の数は徐々にでは
あるが年々増えており、今回のアンケート調査は最新でかつ最多の地区を対象
としている。第 2 に、重伝建地区に選定される最大のメリットとも言える財政
補助金の効果については、アンケート調査の数値を用いてではあるが、おそら
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く初めての定量的な検証である。第 3 に、これも同様にアンケート結果を用い
てであるが、空き家問題についての定量的な検証とその対策に関する記述回答
を用いた定性的な検討を加えていることである。以上から、本章のアンケート
調査結果を用いた検討・分析は、従来の研究の延長線上にありながら、近年の
問題・課題について新たなファクト・ファインディングと政策示唆を与えうる
ものになっている。 
 
3-3.重伝建地区の問題・課題－自治体ヒアリング調査の検討 
 
本節では、重伝建地区を抱える自治体に対照にこれまで行ってきたヒアリン
グ調査を踏まえ、建造物等の保存と地域（観光）振興の両立を図りながら、政
策・制度を実施・運用していく際の課題についてまとめてみたい。ヒアリング
をした自治体は、北から川越市（埼玉県）、篠山市（兵庫県）、倉敷市（岡山県）、
竹原市（広島県）、呉市御手洗（みたらい）（広島県）の 5 か所である125。各自
治体へのヒアリングは、地区の指定・申出（選定）の経緯から、制度全般の役
割と効果、そして課題について尋ねているが、ここでは各重伝建地区の特徴や
問題ということよりは、ヒアリング調査全体から本章のテーマに関係した問
題・課題で筆者が感じたことをまとめていく。また各市あるいは担当者の直接
の見解ではないことを断っておく。 
5 つの自治体の中では、川越市（川越）と倉敷市（倉敷川畔）は自治体規模も
比較的大きな中核都市であり、観光地としての知名度もある。今後都市として
成長していく可能性もあるが、そのための都市化と歴史的町並み保存の両立に
悩んでいる。篠山市（篠山・福住）と竹原市（竹原）は地方の小都市で、まさ
に高齢化と人口減少が押し寄せている。町並み保存が観光振興へとつながる期
待も大きいが、経済的には厳しさが増している。呉市（御手洗）は、さらに人
口減少・高齢化が進行した地域であり、古いままの町並みが残されている稀有
な場所でもあるが、それをどう保存していくかという地域や社会の使命が問わ
れている。 
まず重伝建地区へ申請（申出）したきっかけであるが、各自治体で住民活動
や外部研究者からの指摘・助言など様々であり、選定された時期も異なる。し
                                                   
125 ヒアリング調査は 2011 年の秋から 2012 年の春にかけて行った。川越市（埼玉県）は，江戸
時代に城下町、また街道沿いの商業町として栄え、現在「小江戸」と呼ばれ知名度も高い。1999
年に「川越」地区が商家町として選定を受けている。篠山市（兵庫県）は、丹波篠山の食材の地
域ブランドで有名な城下町で、「篠山」地区が 2004 年に城下町として、「福住」地区が 2012 年
に宿場町・農村集落として、選定を受けている。倉敷市は倉敷川沿いの美観地区が有名で、その
「倉敷川畔」地区が、1979 年に商家町として選定を受けている。竹原市は、室町時代に瀬戸内
海交通の港として、また江戸時代に製塩業が栄え、その街並みが「安芸の小京都」と呼ばれ、そ
の「竹原」地区が 1982 年に製塩町として選定を受けている。呉市の豊町御手洗は、瀬戸内海に
浮かぶ大崎下島にあり、現在は呉市に属するが、平成の合併までは豊町であった。その「御手洗」
地区は江戸時代に瀬戸内海の海運の中継港として栄え、陸上交通が発達すると共に地理的にも隔
絶されたことから、逆に古い街並みが当時のまま残っており、1994 年に港町として選定を受け
ている。 
72 
 
 
 
かし、重伝建地区の選定を受けることの目的や期待する効果は、町並み・景観
の保存を図り商業・観光の振興につなげ、加えて個人所有の建造物修繕や防災
インフラ整備等に国の補助金を活用しようということで共通している。 
町並み・景観を保存するためには、どの自治体も複数の法制度・条例を組み
合わせる工夫をしている。文化財保護法（重伝建地区制度）以外に、都市部で
は都市計画法や景観法を、また県・市レベルで文化財保護や屋外広告物規制の
条例を制定することで、二重三重の網をかけている。ただし、それらの法令の
所管省庁が異なるため、県・市でも異なる部課が担当することになり、行政内
部の連携という点でも、住民から見た分かりやすさという点でも問題が出てい
るようである。 
 重伝建地区の申出を文化庁にする際には、どの自治体でも地区内住民に建造
物や町並みを保存する意義を理解してもらい、合意を図る上で困難があったと
いう。川越市のように住民の町並み保存運動から始まったところや、倉敷市の
ように伝建地区に先立つ美観地区指定を内外から評価されていたところでは、
住民の合意形成は比較的容易に図られてきたようである。しかしそれでも、最
終的には個人宅（の修繕）に対する規制となるため、その場所に住み続けるか
どうかの判断を含めて、世帯ごとの事情が関係してくる。事情や意識が異なる
中で合意を図ることには、共通の苦労があるようである。 
 重伝建地区に選定された後にそれを維持・存続させていく上での課題として、
どの自治体も異口同音に高齢化と後継者不足、そして空き家増加の問題を挙げ
ていた。人口減少・高齢化に関連した現象は、重伝建地区に限らず全国で深刻
化しているが、重伝建地区に選定されたことで、そうでなかった場合よりも空
き家増加が抑制されたのかどうか、今後検証の必要があろう。 
 ただし、古い建造物を保存していくという点では、重伝建地区の後継者不足
や空き家増加はより深刻な問題である。住民が高齢化するほど、自己負担をし
てまで古い建造物を修繕するインセンティブは弱くなる。そして若い世代ほど、
外観上とは言え種々の規制があることや生活上のインフラ整備が抑えられるこ
とに対して、地区外への移住を考えると思われる。住民が減り活気がなくなれ
ば，街も衰退していくという悪循環に陥る。 
 観光地として知名度が高く、商業的に成功している重伝建地区でも、住民全
体の高齢化の波は着実に進行している。自治体の維持・存続の危機に対して、
重伝建地区制度自体の意義が問われるようになるかもしれない。他方、地区外
からの移住者や商業資本を受け入れるかどうか、たとえば空き家でビジネスを
始めたいという人をどのように受け入れるか、近年話題になり始めている。 
 重伝建地区制度は、指定・選定された地区内の建造物等への補助ないし規制
をすることで、町並み・景観の保存・保全を目指す。しかし、倉敷市や川越市
のような都市部の場合、地区の外側では都市開発が進み、高層マンションや商
業用ビルが建設され、景観を破壊するといった問題が発生している。景観は地
区内だけでなく、周辺との連続で成り立っている場合もある。地区内から周り
を見渡したときの景観（眺望）もある。倉敷市の場合、現在は「景観法」およ
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び景観法に基づく市の条例（かつては都市計画法の美観地区制度）によって周
辺地区の建物への規制を行っているとのことであるが、ここでも縦割りの壁を
越えた関連部課の連携が問題となる。 
 川越市では、重伝建地区の中央を通る道路の交通渋滞に長年悩んできた。道
路を拡幅すれば問題解決するが、歴史的町並みの保存とぶつかる。現行の道路
のまま、交通渋滞解消のために時間・曜日で一方通行にして交通制限を行うな
ど、実験も行ってきたようであるが、地元住民にとってはむしろ不便となり抜
本策は見出せていない。重伝建地区を訪れる観光客を増やし散策してもらうに
は、周辺に駐車場やトイレの整備、土産物屋や飲食店も地区内で営業する必要
がある。インフラを地区内に整備することは歴史的町並み保存と直接対立する
ことになる。 
歴史的な町並みの保存と観光振興を両立させるには、行政（市町村）におけ
る総合的なまちづくり戦略とその実施体制が重要と思われるが、実際には行政
内の縦割り組織によって分担されている。重伝建地区内の建造物保存と町並
み・景観の保存は、教育委員会内の文化財保護係りが担当していることが通例
である。観光・商業となると商工課や観光課、周辺地区を含めた交通インフラ
や防災施設となると土木関連の部課となる。景観法の所管は都市計画課、道の
駅で地産地消の農産物を販売する場合、農林関係の部課となる。住民参加の支
援はまた別の部課になることもある。 
 このような縦割り行政を連携させることの必要性をどこの自治体も認識して
いるようであるが、実際の連携・協力体制がどこまで機能しているかは別問題
である。篠山市では、案件があれば関係部署で協議するということであったが、
ほとんどの自治体はそのように問題が出てきて初めて，対策を検討するのが実
態である。 
 市町村の縦割り問題に加えて、国・県・市町村の縦の連携にも限界がある。
伝建地区の指定から保存計画の策定、重伝建地区の調査・申出から選定後の保
存の実施まで、市町村が主体となることはすでに第 2 章で述べた。そして文化
財保護法と重伝建地区の選定、それに伴う国庫補助は文科省（文化庁）の所管
である。その間に県が入り、国の補助金に上乗せし、まちづくりや町並みに関
する県の条例を独自に設定する場合もある。竹原市や呉市では県からの補助金
が財政困難を理由に削減される影響を受けていた。県行政もまた縦割りで動い
ていることを考えると、まちづくりに関係する政策・法令・制度は極めて複雑
に絡み合い、屋上屋を架するような規制など、住民から見れば極めて分かりに
くい状況になっている。 
 
3-4.自治体へのアンケート調査結果の検討 
 
本章を執筆するに当たって、全国の重伝建地区 98 地区（2012 年 11 月 5 日時
点）を有する市町村の重伝建地区担当部局を対象に、アンケート調査を行った。
調査の実施時期は 2012 年 11 月で、調査票を市町村の担当部局宛てで郵送し、
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64 の地区から回答を得た（回収率 65.3％）。アンケート調査では、重伝建地区
制度の目的・趣旨の捉え方、現在直面している課題、建造物への規制の内容や
保存の実態、指定地域内の生活環境への影響、行政と住民の関係、財政補助制
度の効果、行政内の政策実施体制など、合計で 18 の質問をしている126。 
本章では、そのアンケート調査の中から、①重伝建地区制度の目的・趣旨の
認識、②制度存続に向けての課題、③地区選定されるまでの期間、④建造物の
修理・修景に対する財政補助の効果、⑤空き家の実態とその対策、以上の質問
と回答を取り出し、実態把握と問題の抽出を行い、その対策のあり方について
検討する。 
 
3-4-1.伝建地区制度の目的と指定・選定までの過程 
先述したように、文化財保護法では、重伝建地区に選定することの目的・趣
旨を伝統的建造物および歴史的景観・町並みの保存・保全としている。加えて
文化庁は、伝建地区制度をまちづくり・村おこしに活用するよう唱え、さらに
は街が「生き続けるための制度」とさえ表現している。建造物を保存・保全す
るには、あくまで住民がそこに居住し生活を続けることが前提となる。そのた
めには地域の自立性や持続性、そのための地域振興・観光振興が不可欠である
ということを、文化庁も法令以外のところで謳っていると理解できる。 
 
そこで、文化財保護法や重伝建地区への財政補助要綱に書かれている内容を
参考に、重伝建地区の目的として想定される選択肢を与え、どれに重点を置い
ているかを 3 つまで順位付きで選んでもらった。1 番目に 3 点、2 番目に 2 点、
3 番目に 1 点を与えて集計した結果が図 3-1 である。回答は、「町並み・景観の
                                                   
126 アンケート調査全体の質問内容については、本章の末尾に補論の形で付けている。また回答
の集計結果については、かなり膨大な量になるため、長峯・呂（2014）のワーキング・ペーパー
として別途まとめているので、そちらを参照されたい。 
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図3-1 重伝建地区の政策目的 (N=64・最大3つまで回答)
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保存」と「建造物の保護」が抜きん出て高い点数であった。この制度の趣旨か
らすれば予想された結果であるが、この 2 つ以外の回答では、「防災」がやや高
い以外は、残りの選択肢にはそれほど点数が集まらなかった。自治体が重伝建
地区に選定されることの目的を、伝統的な建造物や町並み・景観の保存・保全
という形で捉えていることをまずは確認できたが、並行して期待されている地
域振興や観光振興の優先度は予想外に低いものであった。 
別の質問で、「歴史的資産の保護・保存」と「地域振興・観光」を同時に達成
していく際の問題・課題を自由記述で尋ねたところ、半数以上（37 地区）が回
答してくれた。その内容を整理すると、最も多かったのは、「現状変更に対して
住民の理解を得にくい」（約 3 割）、「地域振興・観光に対する住民の理解・意識
の難しさ」（約 2 割）であった。重伝建地区では建造物の外観変更への規制がか
かるだけでなく、観光が住民生活にマイナスの影響を及ぼすこともあり、地区
住民の思いや意識を共有することの困難さが窺われる。 
次に、重伝建地区制度（文化財保護法）と並行して、関連する他の法制度を
活用しているかどうかを尋ねた結果が図 3-2 である。最も多かったのは「景観
法」であり、回答した自治体の約半分が併用していた。次いで「都市計画法」「歴
史まちづくり法」で、それぞれ約 3 分の 1 であった。また 6 分の 1 の 10 地区が
独自の条例などの法制度を持っているということであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、重伝建地区選定に向けて申請するきっかけを尋ねたところ（図 3-3 参
照）、33 地区は「行政（自治体）」からの提案、27 地区が「住民」からの提案で
あった。「外部の研究者等」から提案された地区、「県や国」から提案された地
区も、それぞれ 13 と 11 あった。住民から提案を挙げた地区は 4 割程度であっ
たが、ヒアリング調査において、重伝建地区を住民に受けて入れてもらう第一
歩として、まず伝建地区への補助制度の説明をするという指摘があった。ここ
には挙げていないが、重伝建地区に選定される際に住民の認知や理解を深める
ために採った方法を尋ねた質問では、半分以上の自治体が「住民説明会」の開
催を挙げていた。他には、約半分の自治体が「チラシやパンフレット」の配布、
17
34
19
17
10
0 10 20 30 40
1.とくに他の制度・政策は無い
2.景観法
3.都市計画法
4.歴史まちづくり法
5.上記以外の既存の法・制度有り
3-2 重伝建地区における法制度（N=63・最大4つまで回答）
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約 2 割の自治体がシンポジウム等の開催であった。 
 
 
さらに図 3-4 は、重伝建地区の存続に際して課題と認識されている点を、図
3-1 と同様に順位を付けて 3 つまで選択してもらった集計結果である。ここで突
出して高い点数を得たのは「高齢者・後継者問題」であり、2 番目も「空き家の
増加」で、いずれもヒアリング調査での情報を跡付けるものであった。さらに、
「防災対策」「伝統的技術の継承問題」「人口減少」と続くが、防災以外はいず
れも人口減少や高齢化と関連する問題である。後継者不足から建造物の修繕が
滞り、さらに人口減少から空き家が増加し、その結果、災害の危険性が高まる
とすれば、防災対策もまた人口減少問題に帰着する面がある。  
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図3-4 重伝建地区存続上の課題 (N=63・最大3つまで回答)
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その一方で、重伝建地区に期待されているもう一つの目的、すなわち地域振
興に関連した課題である「集客不足」「観光公害」「交通障害」といった問題は、
予想よりも低い点数であった。「財源不足」もそれほど深刻には捉えられておら
ず、重伝建地区を存続させていくための課題は、財源問題よりもまずは人口減
少・高齢化ということのようである。 
重伝建地区の方針決定から申し出までの過程で、リーダーシップをとったの
は誰かという質問（図 3-5 参照）に対して、最も多かった回答は「行政担当者」
であり、約 3 分の 2 を占めていた。「地区内の住民団体」「地区内の住民」もそ
れぞれ約 3 分の 1 あるが、どちらかと言えば行政主導で進められてきた側面が
現れた結果であった。それに対して、重伝建地区への選定後に町並み保存活動
で中心的役割を担ったのは誰かを尋ねたところ（図 3-6 参照）、49 地区が「地区
内の住民団体」、48 地区が「行政の担当者」という回答であった。「地区内外の
研究者等」「地区内の NPO」もそれぞれ 15 地区と 9 地区あった。地区選定前は
行政が主導し、地区選定後は行政から住民や研究者へと活動の中心が移ってい
ることが窺われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、市町村が伝建地区に指定した後、文化庁に重伝建地区への申出を行い、
選定を受けるまでにどのくらいの時間・期間を要したかを尋ねた結果が図 3-7
である。回答した自治体（地区）の約半数が 1 年～5 年、約 4 分の 1 が 5 年～
10 年と答えているが、10 年以上の長期間を要した自治体（地区）も 14（約 23％）
あり、そのうち実に 25 年～30 年という自治体（地区）も 2 つあった。申請後
の調査から始まり選定までに、一番短い 1 年から数十年を要して選定にこぎ着
けたところまで、かなりの幅があることが分かる。  
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図3-5 重伝建地区選定される前の保存活動主体
（N=62・最大2つまで回答）
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この問題についての検討はここまでであるが、重伝建地区の選定までに時間
を要した地区では、何に時間がかかったのか、さらに調査・分析する必要性が
示唆される。また時間がかかるということは、その選定に向けての調査・検討
が行われている過程で、人口減少や空き家増加が進行してしまう事態も起こり
うる。人口減少が進み始めた今後、重伝建地区への申出を考えている地区や自
治体では、選定までの期間自体が問題となる可能性がある。 
 
3-4-2.伝建地区制度と財政補助の効果 
 重伝建地区に選定されると、伝統的建造物の修理・修景に際して文化庁から
の補助金を受けることが可能になる。文化庁は「重要伝統的建造物群保存地区
事業費国庫補助要綱」の中で、図 3-8 に整理したように、補助対象、補助対象
事業、補助者、補助事業者を規定している。各自治体（県や市町村）もまた、
条例と補助要綱によって補助事業者と補助対象事業の関係や補助対象（表 3-1
を参照）、文化庁の補助金に上乗せして出す補助金の割合（補助率）を規定して
いる。補助事業者は、歴史的建造物の所有者、あるいは歴史的建造物の指定管
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理者としての地方公共団体や法人であるが、補助者である国や県に申請し、許
可を得て補助を受けた後、修理・修景を進めることになる。 
文化庁の国庫補助要綱によると、一般的に建造物の修理費には 2 分の 1 の割
合で補助が入る。重伝建地区を抱える県・市町村は、国の補助金に上乗せする
形で補助金を付加し、結果として 60%～80%の補助率となる127。ただし、近年
の地方財政逼迫の影響から、県の補助金は総じて減額の傾向にあることがヒア
リング調査から聞かれた。県の補助金が廃止され、国と市の補助金のみという
地区もあるようである。 
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図 3-8 重伝建地区における補助金制度の仕組み128 
 
表 3-2 は自治体間で補助の仕方がどの程度異なるかを概観するため、HP 上で
補助金要綱を検索できた幾つかの自治体について、伝統的建造物と一般建造物
の主屋の修理・修景に関する数字を拾って比較したものである。伝統的建造物
（主屋）の修理に対する補助率は 80％か 90％であるが、上限額には多少の差が
                                                   
127 各市町村の「重要伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱」を参照。市町村によっ
て事業名や補助率が異なっている。 
128 「文化庁重伝建地区保存事業費国庫補助要綱」の情報と路・他（2007,p.69 の図 1）を参考
に、筆者が作成。 
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ある。一般建造物（主屋）の修景になると全体的に補助率は下がり、60％から
90％と幅も広がる。伝統的建造物・一般建造物いずれも、建築物そのものへの
補助が最も大きく、工作物、環境物件になると補助率は下がる傾向にある。ま
た自治体によっては、額はそれほど大きくないものの、保存活動をしている団
体に対して補助金を出しているところもある。 
 
表 3-1 伝建地区制度の補助対象129 
国庫補助 
修理､修景等工事経費    
防災施設等工事経費 
設計料及び監理料  
土地及び建造物等購入経費 
間接事業経費 
事務経費 
県・市補助 
伝統的建造物の修理 
環境物件の復旧 
伝統的建造物以外の建造物等の修景 
 
表 3-2 伝建地区の補助金配分の状況 
市町村名（地区名） 種別 
伝統的建造物の修
理 
一般建造物の修景 
補助率
（％） 
上限額 
（万円） 
補助率
（％） 
上限額 
（万円） 
南会津町（前沢） 山村集落 90 個別審査 70 個別審
査 
川越市（川越） 商家町 80 1600 60 600 
白川村（萩町） 山村集落 90 個別審査 90  個別審
査 
美濃市（美濃町） 商家町 80 600 60 400 
大津市（坂本） 里坊群・門前町 80 800 60 400 
伊根町（伊根浦） 漁村 80 500 60 300 
篠山市（篠山・福住） 城下町・宿場
町・農村集落 
80 800 60 600 
倉敷市（倉敷川畔） 商家町 80 800 70 500 
丸亀市（塩飽本島町笠島） 港町 90 800 80 500 
 
 
                                                   
129 文化庁 HP と各市町村 HP の情報を参考に、筆者が作成。 
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（重）伝建地区の建造物等への補助金は、補助金タイプで言うと、いわゆる
上限付き定率補助金に相当する。経済学のモデルを使って、（重）伝建地区内の
建造物所有者の立場に立って、建造物を修繕するかどうかの意思決定に直面し
ている状況を説明してみよう。図 3-9 にはある個人が建造物修繕費とそれ以外
の私的財への支出から効用を得ているとして、それらを縦軸と横軸にとってい
る。この個人の 2 つの財への選好は無差別曲線群（I,I’,I”）で描かれる。補助金
が無い状態の予算制約線を AB とすると、建造物修繕費に対する国・県・市町
村からの（上限の無い）定率補助金は、予算制約線を AC へと膨らませること
になる。表 3-2 で見たように、定率補助金にはほぼ上限額が設定されている。
それが横軸の JD の距離で表される金額であるとすると、予算制約線は点 D で
屈折した形（ADH）になる。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 建造物への定率補助金と建造物所有者の選択  
 
いま、建造物所有者は、補助金の無い状態で点 E を選択しているとしよう。
補助金が付いた後、この個人は ADH 上のどこを選択するだろうか。それは選好
関数（無差別曲線）の形状次第であるが、新たな主体的均衡点は線分 AD 上、
点 D 上、線分 DH 上のいずれにも来る可能性がある。ただし、図 3-9 のような
状況では、点 E から点 D か線分 DH 上のどこかへ移行する可能性が高い。線分
DH 上の点 F のような状態であれば、補助金は上限額まで支払われ、効果とし
ては定額補助金型の所得効果のみになる。建造物の修理・修景を従前よりも LM
分増やす効果を持つことになる。かりに補助金に上限額がなければ、新たな均
衡は点 G となり、その効果も相当なものになる。 
実際の（重）伝建地区への補助金がどの程度の効果を与えているか、また自
治体間の補助率や補助金上限額の差がどの程度の効果の差をもたらしているか
は、補助金配分の個票データがあれば検証可能である。また自治体レベルのデ
ータであっても、ある程度の検証は可能であろう。ここでは以下のような直感
0 M C B 
A 
J 
E 
F 
G 
I” 
I
’ 
I’
７
７ 
私的財支出 
建物修繕支出 
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的な解釈をするに留めざるを得ない。 
この補助金は、補助率が 80～90％と相当に高い比率であることから、建造物
所有者が修理・修景に支出する行為に対して、一般的には強いインセンティブ
を与えうると思われる。従前に建造物を修繕しない選択をしていた人がいると
すれば、その人は図 3-9 の点 A を選択していたことになる。そこに補助率 80～
90％の補助金が入るということは、相当に傾きの緩やかな予算制約線が描かれ
ることを意味する。建造物の修理・修景にさほど関心のない（得る効用の少な
い）個人であっても、相応の効果が望めるであろう。 
また（重）伝建地区に選定されると、固定資産税の負担軽減措置も受けられ
る。税の減免・軽減は補助金を与えているのと同じ経済的効果を持つ。それは
（重）伝建地区に選定された時点で、建造物所有者の所得制約を膨らます所得
効果を与えるものであり、その地区に住み続けるインセンティブ効果を持ちう
るかもしれない。ただし、その所得効果が建造物の保存・修繕に対する支出行
為をどれだけ刺激するかまでは不明である。 
しかし住宅のように長期間利用するという前提で意思決定をする場合、高齢
の人や他の場所への移住を視野に入れている人には、現在の建造物を修理・修
景する行為が効用関数の中に入ってこない可能性がある。そうなると、補助率
やその上限額をいくら高くしても何ら効果を持たないことになる。その意味で、
この補助金制度は住民があくまでそこに住み続けることを前提にしたものと考
えなければならない。個人を対象とした保存政策と（重）伝建地区というエリ
アを対象とした保存政策をどう整合させうるかという点も問題になってくる。
この辺りが空き家・空き地の増加が問題になっている原因かもしれない。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、伝統的建造物の修理に対する補助金の効果を見てみよう。図 3-10 は、
アンケートの回答を用いて、重伝建地区に指定（選定）された後の年数と伝統
的建造物の修理済割合の散布図を描いたものである。予想された関係ではある
が、選定を受けてからの年数が経つほど修理済割合も増えていく関係が確認で
きる。しかし興味深いのは、修理済建造物の割合がどの程度の速さで増えてい
y = 2.1208x + 3.5104
R² = 0.7019
0
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図3-10 指定後年数と修理済割合 (N=56)
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くかである。回帰式のパラメータから読み取れるのは、1 年経つごとに修理済割
合が約 2%ずつ上昇していくことである。これは 10 年で建物の 20％の修理が終
わる速さであり、100％の修理を終えるには単純に計算して 50 年程かかること
になる。それだけの長期間を要するとなると、老朽化や人口減少の速さに建造
物の修理が追いつかないことになる。補助金を増額して一気に修理を進めるこ
ともまた現実的ではない。また、回帰式の決定係数は 0.7 であるが、年数が経つ
と共に修理済割合の分散も拡大していくことが分かる。修理の進展度合いは、
補助金の効果だけでなく、他の要因に依る部分が 3 割程度はある。 
以上から、重伝建地区に対する財政補助は、修理・修景を通じた建造物の保
存と町並みの保全に対して一定の効果をもたらしてきたことが検証された。そ
の一方で、重伝建地区内の伝統的建造物をすべて修理し終えるには、現在の速
さでは 50 年という長期間を要する可能性が明らかとなった。また国からの補助
金に県や市町村からの補助金が上乗せされ、修理済割合を高める効果を持って
きたことも示唆されるが、地方財政が悪化してくる中で県や市町村の補助金は
廃止や縮減の傾向にある。現時点で未だ修理済割合の低い重伝建地区では、今
後、修理・修景のための財政補助金の財源確保が課題となろう。 
 また、重伝建地区内の建造物所有者は、補助金や減税措置等のメリットを受
けられる反面、多大な維持管理費と厳しい外観規制を甘受しなければならない。
それが積極的に選定地区に入ろうというインセンティブを阻害している可能性
もある。重伝建地区の選定エリアの拡大を阻む要因として、行政側の財政補助
の限界と規制を嫌う建造物所有者の両方が関係している。 
 
3-5. 重伝建地区における空き家の実態と対策 
 
3-5-1.重伝建地区における空き家問題 
本章の最後に、重伝建地区の存続に際して大きな懸念材料になっている空き
家問題について、アンケート調査の回答を用いながら検討を加えていこう。空
き家の増加は、今や人口減少・高齢化の進行に伴い全国共通の問題となってい
る。総務省が 5 年に一度行っている「住宅・土地統計調査」によると、全国の
空き家は年々増加を続け、2013 年度には 819 万戸、空き家率は 13.5%にも達し
ているという（図 3-11 参照130）。 
3-1 節では、重伝建地区における人口減少と空き家数の増加が相関を持ってい
る可能性を述べた。図 3-12 は、アンケート調査で回答のあった重伝建地区の総
軒数と空き家数に関する散布図である。単純回帰の決定係数は 0.28 とそれほど
高くはないが、総軒数の増加と共に空き家数も増える関係にあることは確認で
きる。回帰式のパラメータからは、総軒数が 10 軒増えると空き家が約 1 軒増え
                                                   
130 図 3-11 のグラフは総務省統計局の「平成 25 年住宅・土地統計調査（速報集計）結果の要約」
から引用したものである。この調査で空き家とされるのは、①売却用住宅の空き家、②賃貸用住
宅の空き家、③二次的住宅（別荘など）、④その他の 4 類型である。詳細は総務省統計局ホーム
ページ<http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2013/10_1.htm>を参照されたい。 
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る関係を読み取ることができる131。さらに、縦軸に空き家率をとって散布図を
描いてみると（図 3-13 参照）、両者の間にはとくに相関と言えるような関係は
ないことが分かる。ほとんどの地区の空き家率が 0～25％の間にあり、平均的
には約 10％で、通常の市街地の空き家率とほぼ同じ値である132。また重伝建地
区の空き家率に 0～25％と幅があることは、都市部と地方部の違いなど、空き
家率を決定する他の要因が影響していることを示唆するが、残念ながらここで
の情報だけではそこまで推し量ることはできない。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
131 図 3-12 では、総軒数 1000 戸に対して空き家が 300 戸と異常に数字を示している地区がある。
これは豊岡市出石であるが、数字自体は自治体からの回答に依っているので、完全に正確な数字
ではない可能性はある。 
132 図 3-13 でも 2 つ地区が空き家率 40～60％と異常に高い値を示している。これは雲仙市神代
小路地区と加賀市加賀東谷地区である。 
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3-5-2.重伝建地区における空き家対策と課題 
アンケート調査では、空き家問題への対策についてもいくつか質問をしてい
る。まず、重伝建地区存続上の課題を尋ねた質問で、「空き家の増加」と回答し
た自治体にその対策について自由記述の回答をしてもらった内容を整理したも
のが以下である（類似の回答内容は集約している）。 
 
 行政あるいは NPO に委託して、空き家を広く紹介・募集する（6 件） 
 空き家バンク133を開設し、登録と紹介を行う（5 件） 
 歴史まちづくり会議や空き家対策協議会等の会を設立して検討・協議（4
件） 
 空き家の建物改修費などへの財政補助（2 件） 
 NPO やまちづくり会社等による民家の改修やサブリース（2 件） 
 中心市街地活性化事業との連携を図る（1 件） 
 田舎暮らし体験ツアーを実施（1 件） 
 経済特区制度を利用して一棟貸し旅館の開設（1 件） 
 商工会議所から空き店舗活用に一定期間の家賃補助（1 件） 
 
ここでは、空き家バンクや NPO を介して空き家の斡旋を試みているケースが、
対策として最も多いものであった。ただし、空き家バンクが実際に効果を発揮
しているかとなると、後述するが課題も多い。 
次に、「これまで空き家を買い取ったケースはあるか」という質問をしたとこ
ろ、買い取りの経験があると答えた自治体（地区）は約 3 割であった。さらに、
                                                   
133 空き家バンク制度とは、小林・安藤(2010)によると、2000 年に京都府舞鶴市で始まり、そ
れをきっかけに全国に広がり始めた試みという。通常、空き家の売買・賃貸借を希望する所有者
が、物件情報を登録し、利用希望者は各地方自治体のホームページや窓口で空き家情報を問い合
わせ、気に入った物件があれば相談・交渉に移るというものである。 
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図3-13 総軒数と空家率 （N=50）
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買取りをした際の財源を聞いたところ、「自主財源のみ」と「補助金を活用」の
割合がほぼ半数ずつであった。補助金の財源には、「重伝建地区保存事業費補助
金」や「歴史まちづくり法・街並み環境整備事業」といったものが使われてい
る。買い取った後の活用方法を尋ねたところ（図 3-14 参照）、ほとんどは公開
施設あるいは資料館・観光案内所ということであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域活性化センター（2010）によれば、移住・交流促進施策を実施している
自治体は都道府県で 40（87.5％）、市町村で 1,144（39.3％）に達しており、そ
の中で空き家バンク制度をすでに活用あるいは計画している割合が、都道府県
で 31.4%、市町村で 68.2％にも上っているという134。しかしながら、空き家バ
ンクの実績である物件登録件数で見ると、増加傾向との回答が都道府県で 22.2%、
市町村で 25.3％に留まっており、横ばいとの回答が都道府県で 55.6%、市町村
で 49.8％とほぼ半数であった。空き家バンクへの物件登録数自体も、市町村で
1～10 件未満が 53.5％、0 件が 13.5％にも達しており、さらに空き家バンクの
開設時点からの成約件数になると、市町村で 1～10 件未満が 39.2％、0 件が
26.9％と 10 件に満たない自治体が 7 割近くに上っている135。 
地域活性化センター(2010)では、地方への移住・交流希望者が求める住宅情
報と空き家バンクが提供する住宅情報にミスマッチがあること、実際に空き家
バンクを通じて居住した人の中には現地の生活習慣に馴染めず解約する事例が
あること、そのため空き家バンクを通じて単に情報提供をするだけでなく、体
験宿泊ツアーなどの環境づくりをすることも必要であると指摘している。 
今回のアンケート調査では、「空き家バンク制度」が実際に効果を上げている
かまでは尋ねていないが、空き家バンク制度を活用しようとしている自治体（地
区）が増えつつあることは確認できた。空き家バンクの実態を見ると、現実は
かなり厳しいようであり、これだけでは空き家対策の抜本策にならないと思わ
れる。他の対策との間で相乗効果が出るような工夫が求められる。  
                                                   
134 地域活性化センター(2010)、pp.6～7、pp.18～19 を参照されたい。 
135 地域活性化センター(2010)、pp.21～24 を参照されたい。 
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図3-14 自治体が買い取った空き家の利用方法 (N=20)
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重伝建地区における空き家問題は、一般の市街地における空き家問題よりも
解決がより困難であることも予想される。伝統的建造物の現状変更は、それ自
体が規制されているのみならず、要綱に違反する場合にはそれまでに受けた補
助金の返還を求められる場合もある。空き家の利活用は一般市街地と比べて困
難であり、その上、取り壊しも容易にはできない。それ故に、自治体は保存す
べき建造物の買取りを行うこともあるが、それも財政的な負担や買取りした後
の活用手段を考えると限界がある。人口減少と後継者不足が進んでいく中で、
空き家の存在が大きな懸念材料になっている理由が理解できる。  
 
3-6. 歴史的環境の保存・保全と地域振興 
 
3-6-1．歴史的町並みの保存とインフラ整備の葛藤 
人口減少のスピードを抑制し、地域経済の自立と持続を考えると、住民生活
の快適性・利便性の向上と歴史的遺産や歴史的環境を観光資源に活かし、外か
ら人を呼び込むことを考えなければならない。文化庁自身も、歴史遺産や文化
財を保存・保全する必要性とその法制度の整備を唱えながら、その一方で、そ
れをまちづくりや地域振興の手段として活用することも謳っている136。人口が
減少し、住む人も訪れる人もいなくなれば、地域が縮小・縮退し、守るべきも
のも守れなくなる。それでは地域振興を図るにはどうすればよいだろうか。 
3-4-2 項で補助金制度を検討した際に見たように、（重）伝建地区に住み続け
たいと思い、歴史的建造物の保存に貢献することから誇りを感じる住民にとっ
ては、瓦や格子戸を元のままに修復することに対する補助金は大きなインセン
ティブとなり、保存と生活改善の 2 つの目的に寄与しうる。しかし、快適で利
便性の高い建物に住みたい、個人的な嗜好で外観も変えたい、周辺道路も拡幅
して欲しい、と思っている住民にとっては、（重）伝建地区の指定・選定で規制
を受けることはむしろ障害となる。 
地域（観光）振興を図り、人を呼び込むには、道路・駐車場・トイレなど都
市インフラを整備しなければならない。防災を考えると、消防車が入れる道路
への拡幅、消火栓等の防災インフラの設置も必要である。治安が心配される地
区では，交番や防犯カメラの設置が求められるかもしれない。土産物屋や飲食
店の商業施設にもある程度の規制が必要である。こうした地域振興と地区住民
の生活改善のためのインフラ整備と歴史的遺産・環境の保存の折り合いをどう
つけていくか。観光客と地域住民が求める利便性や快適性が対立する場面も出
てくる。 
                                                   
136 文化庁 HP の文化財の下に続く伝統的建造物保存地区に関するサイトでは、同制度の趣旨と
指定・選定の手続きなどを解説し、まちづくり・村おこしの手法として同制度を活用するよう奨
励している。 
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（重）伝建地区では政策を実施するさまざまな局面で、対立・葛藤が生じう
る。そのことを以下では、（重）伝建地区に関わるステークホルダーの利害の相
違，そして政策・制度を実施する行政組織の縦割り問題という観点から整理し
てみたい。 
 
3-6-2．（重）伝建地区をめぐるステークホルダー 
ある地区が（重）伝建地区に指定されることで、どのようなステークホルダ
ーを想定しうるだろうか。第 1 に、その地区に居住する住民がいる。その中に
は、生活だけをしている人と商店等の経済活動（生産活動）をしている人がい
よう。それぞれに建造物の保存とそのための規制を支持する人と規制によって
生活の制約を受けたくない人に分けられよう。第 2 に、地区周辺に住む住民や
同じ自治体の一般住民が存在しよう。その人達にも自分の住む街に歴史的町並
みが保存されることで満足を感じる人と関心のない人がいよう。第 3 に、この
自治体の住民ではないが、（重）伝建地区の保存に関心を持っている人や将来訪
問したいと思っている人がいるだろう。（重）伝建地区内の空き家等を借りてビ
ジネスをしたいと思っている人もいるかもしれない。大別するだけでも以上の
ような人の分類が可能であるが、同じカテゴリーでも個々の利害や満足度は異
なりうる。 
 問題は、こうした多様なステークホルダー全員を満足させることが可能かと
いうことである。とりわけ、自治体から伝建地区に指定される際と（重）伝建
地区の選定を文化庁に申し出る際には、住民の協力と合意が必要になってくる。
地区が指定された後も、住民が主体となってまちづくりを進めていくことが、
コミュニティの自立や持続可能性を形成する上で重要である。またこの地区内
の都市インフラや観光インフラの整備、また歴史的町並み保存のためのルール
や規制の導入においても、個々のステークホルダーの選好やメリット・デメリ
ットは異なってこよう。さまざまな葛藤に折り合いをつける合意形成が重要に
なってくる。 
 
3-6-3． 政策・制度を実施する行政の縦割り構造 
現在、都市・集落内の歴史的遺産・環境の保存・保全に関連した法制度とし
て、国の法律では「文化財保護法」「景観法」「都市計画法」「建築基準法」「歴
史まちづくり法」、そして県・市町村の条例がある。「文化財保護法」は文科省
（文化庁）の所管であり、「景観法」「都市計画法」「建築基準法」は国交省の所
管である。この領域で最も新しい「歴史まちづくり法」は、文科省（文化庁）・
国交省・農水省の省庁連携によって縦割りの壁を越えようとする初めての法律
と言える。ただし、省庁連携が実際に機能しているかどうかは検証が必要であ
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る。 
まちづくりの中で歴史的な建造物や町並みを保存しながら観光振興も図ろう
とすれば、これらの法律を適宜組み合わせていくことになる。しかし国の所管
が分かれているため、対応する県・市町村の担当部課も分かれることになる。（重）
伝建地区制度は「文化財保護法」の中に定められ、市町村が主体となり条例制
定や地区指定を行い、国（文化庁）への申出を行うことになる。文部行政の中
に位置付けられているため、ほとんどの市町村において教育委員会が所管して
いる。教育委員会は、市町村長から独立した行政委員会として位置づけられ、
ただでさえ縦割りの壁がある行政組織にあって、市町村の本庁部課から一定の
距離を保っている。 
 
表 3-3 重伝建地区における保全・地域振興の担当部局137（最大 4 つまで回答） 
 
 有
効 
回
答
数 
文化
財保
護 
教育
委員
会 
都
市
計
画 
産
業・ 
地域 
振興 
上
下
水
道 
土
木
建
設 
総
務 
農
林 
その
他 
1.歴史的建造物 
の保護  
63 31 23 11 3 0 4 0 0 7 
2.歴史的町並み 
の保存 
63 20 21 22 5 0 11 0 1 11 
3.歴史的文化 
の保全 
62 31 35 3 5 0 2 2 1 6 
4.商業・観光・ 
地域振興 
62 4 9 2 58 0 2 7 2 2 
5．社会インフラ 
整備  
62 3 4 15 8 16 51 6 8 2 
6．伝建に関わる 
住民参加 
55 20 17 8 11 0 2 4 1 12 
 
教育委員会は教育という大きな役割を担い、文科省から県へ、県から市町村
へと指導・助言・支援という形の上下下達の管理体制が採られている。この体
制自体が論点になりうるが、ここでは文化財の保存・保全という機能が教育委
員会の仕事に位置付けられている点に絞って問題提起をしたい。伝統的建造物
や町並みの保存をまちづくりや地域振興と連携させるには、教育委員会が所管
していること自体が障害になっている可能性がある。市町村のまちづくり関連
                                                   
137 伝建地区制度の実施に関連すると思われる各種施策、すなわち「歴史的建造物の保護」「歴
史的町並みの保存」「歴史的文化の保全」と、これらの施策を円滑に進行していく上での重要な
「商業・観光・地域振興」「社会インフラ整備」「伝建に関わる住民参加」の 6 つの施策が、行政
組織内のどの部課によって担当されているかを、アンケートの回答に沿って整理したものである。
ここでは行政内の部課を 9 つのカテゴリーに分類して集計を行った。  
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の部課は商工課・観光課・都市計画課に、さらにインフラ整備は土木課が担当
している。まちづくりの一環として町並みを保存するには、これらの部課のど
こかが担当して連携するか、あるいは新たな部課を設ける方法もあろう。実際
いくつかの市町村では、文化財関係の役割を教育委員会から本庁内に移行させ
ているが、（重）伝建地区を持つ自治体は文科省から補助金を受けることになる
ため、行政組織的には縦の系列にズレが生じてくる（表 3-3 参照されたい）。 
歴史的建造物・町並み保存と整合する観光戦略や都市インフラ整備を図ろう
とすれば、周辺地域との関係や自治体全体の観光戦略の議論、観光資源である
自然環境、町並み・景観、歴史遺産、文化財、文化施設、アミューズメント施
設、温泉、地産地消といったものを組み合わせて政策を考えることも必要であ
る。その中で、歴史的建造物・町並みを観光資源として活かすためにインフラ
整備を図ろうとすれば、道路・街路、宿泊施設、案内施設，トイレ・休憩施設、
防災施設、雑誌やネットを通じた情報発信、道の駅といった土産・買い物施設、
展望台等など、これらを連携させ整備する必要がある。 
文科省（文化庁）も、伝統的建造物を保存するだけでは持続性は確保できず、
地域の産業政策・観光政策との連携・協力が必要であることを理解している。
しかしそうは言いながら、部課を超えた連携・協力を自治体は苦手としている。
人口減少への歯止め、自然環境や歴史的遺産・環境の保存・保全、都市インフ
ラ整備といった対立しがちな政策目的を調整して実施しうる行政組織の運営体
制を採らなければならない。その意味では省庁連携が制度的に意図されている
「歴史まちづくり法」がどれだけ普及し機能するかが興味深い点である。 
 
3-7. おわりに－今後に向けての課題の整理－  
 
以上本章では、先行研究およびヒアリング調査で得た情報や知見を参考にし
ながら、自治体（市町村）の重伝建地区担当者に対して行ったアンケート調査
の回答から、重伝建地区制度に期待されている目的と制度存続に向けての課題、
財政補助制度の効果、そして課題の中で深刻化しつつある空き家問題を中心に、
分析・検討を行ってきた。以下、明らかになった点および課題と政策的含意に
ついて整理しよう。 
第 1 に、重伝建地区を抱える自治体は、この制度が謳っている伝統的建造物
の保護・保存と町並み・景観の保存・保全を第一の目的に捉えていることが確
認できた。しかしその一方で、文化庁が期待している地域振興や観光振興との
連携については、予想よりも低い認識であることが分かった。人口減少や高齢
化・後継者不足に直面する中で、空き家問題が進行しており、その課題解決に
向けた地域の自立性や持続性を高めるには、建造物や町並みの保存・保全と地
域振興を両輪として制度を運用・活用していく認識がまずは必要である。  
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第 2 に、重伝建地区に対する財政補助は、制度の趣旨である建造物の修理・
修景という点では、これまで一定の効果を上げてきたことが確認された。しか
しながら、地方財政の逼迫が進む中で、補助率や補助金上限額に関する自治体
（県・市町村）間の微妙な差を発生させながら、補助金全体は縮減の方向にあ
ることが窺われる。今後、財政補助が金額的に拡充される可能性は低いと言え、
そうした中で修理・修景をいかに進めていくかが課題となる。 
第 3 に、重伝建地区に対する財政補助は、地区選定からの年数と共に伝統的
建造物の修理済の割合を順調に引き上げてきた。しかし、地区全体の伝統的建
造物の修理・修景を最終目標とするならば、50 年ほどの期間を要することが示
唆された。この速さでは、人口減少・後継者不足・空き家増加の方が修理・修
景のそれを上回ることになり、修理・修景が終わる頃には地域は衰退してしま
っているか、歴史的町並みは失われてしまっていることが懸念される。  
第 4 に、（重）伝建地区に選定されることで、建造物の所有者が受けられる補
助金制度の役割と効果について検討した。市町村が事業主体であるとは言え、
補助金は建造物所有者という個人を対象とした政策であり、町並み・景観とい
う地区全体への効果は不明であり、それはあくまで居住者たちの意識や家庭事
情に依るところがある。町並みや建造物への思いや家庭の事情が異なりうる個
人への一律補助金制度によって地区全体のまちづくりを進めようとすれば、街
の将来像の形成と計画の策定・実施のマネジメント力が求められてくる。保存
計画がそこまでの役割を果たしているかということを含めて、補助金政策の限
界が窺われる。現在、補助金制度は財源削減に直面しながら、地域リーダーの
高齢化や後継者不足にも悩んでおり、補助金頼みの政策はますます厳しくなっ
ていこう。 
第 5 に、重伝建地区でも一般市街地と同様に空き家は増加傾向にあり、行政
も買取りと公共・公開施設としての活用、また空き家バンク制度等による移住
希望者への斡旋など、一応の努力がなされている様子が窺われる。しかし買取
りと空き家バンクでは対策として限界が感じられ、さらに重伝建地区内の伝統
的建造物は、現状変更に規制がかかると共に、取り壊しもまた自由にはできな
いため、一般市街地の空き家よりもさらに対策を困難にしている。加えて重伝
建地区内では空き家のみならず、空き地が増加しているとの問題も発生してい
る。 
第 6 に、この政策を実施・運用する行政組織の縦割り体制という点から問題
を検討してきた。文化財保護法のもとにある（重）伝建地区制度を担当するの
は、通例、市町村の教育委員会であり、彼らのミッションは伝統的建造物等を
保存することにある。それだけで大きな仕事であるが、地域（観光）振興まで
視野を広げてまちづくり施策を展開することには限界がある。教育委員会（文
化財担当）と交通や防災のインフラ整備を担当する土木・都市計画部門、観光・
商業振興を担当する産業・商工部門は相互に連携を図ろうとしているが、（重）
伝建地区のまちづくり施策の一体化、さらには自治体全体の地域振興や観光戦
略との連携となると限界がある。本来は教育行政という異なるミッションを持
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つ教育委員会に、まちづくり業務までを期待していたところに無理があったと
も言えよう。 
本章を通じて、重伝建地区制度の目的・趣旨の優先度や規制・財政補助の効
果を認識できたと同時に、地域の自立性や持続性を考えると、多くの深刻な課
題があることが浮き彫りになった。現状の財政補助制度だけで、伝統的建造物
の修理・修景を一気に進めることも現実的ではなく、その財政的な余裕もない。
伝統的建造物や歴史的環境を保有する自治体は、重伝建地区制度の補助金に頼
るだけでなく、持続可能な地域を構築するという観点から重伝建地区制度の効
果と運用を考え直す時期に来ている。 
 そうした中で、歴史的・伝統的な価値を持つ建造物や町並みの保存を図りな
がら、保存地区を保有する自治体もまた、自立・持続する取り組みを模索して
いかなければならない。地域の持続可能性のためには、人口減少には可能な限
りの歯止めをかけたいし、そのためには住民にとって魅力ある生活空間を作り
出していかなければならない。観光地を目指し、商店街の活性化を意図してい
るところでは、外部から人が訪れることが必須である。人口が減少する分、ま
た空き店舗になりうる場所には、外からの商業資本等の導入を図ることも前向
きに検討すべきである。歴史的建造物の保存に、町家トラストや市民ファンド
を活用する取り組みも出てきている。空き家に対しては、バンク制度を創設す
るところも近年増えてきている。市民主体のまちづくり NPO も増えており、彼
らが活動・活躍する場がうまく町並み保存と結びつくならば、地域振興の一翼
を担う可能性もある。自治体も縦割り行政の壁を乗り越えて、町並み保存と観
光・文化行政の統合化を進めていくことが不可欠である。 
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第４章 
中国の歴史都市における都市開発と歴史的環境保全の葛藤 
－開封市徐府街のケーススタディから－ 
 
4-1．はじめに－研究目的と背景－ 
 
近年中国では、国土全体で町並みの保全・整備事業が行われている。しかし
ながら、1980 年代に「改革開放」政策が実施されて以降、都市の近代化建設と
共に、人口増加、中心市街地における高層ビルの林立、モータリゼーションな
どの問題が、歴史的街並みの保全に大きな影響を与えるようになった。都市開
発は、地域経済に利益をもたらす一方で、歴史的・文化的な資産を持つ都市の
旧市街地や歴史保護区の建造物や街並みを破壊する問題を引き起こす。また、
歴史的街並みの保存・整備事業を進める場合、元々そこに居住していた住民を
外部へ移転させるという問題も起きる。 
序章で紹介した河南省開封市では、2008 年の北京オリンピック後、歴史保護
区の再開発事業において開発業者（ディペロッパー）の資金によって開発が進
められた。ディペロッパーは商業利益を優先させ、そこに住んでいた住民を強
制的に移転させ、地区全体を商業建築の町へ転換させた。住民は低価格の補償
を受けて郊外へ移転したものの、その後の就職は困難であり、生活も不便にな
ったということで、紛争が絶えないという。「私有住宅」の住民とも合意がなさ
れず、伝統的四合院といった建造物が撤去される問題が起きている。住民の苦
情に対応して、政府は一部の低価格「経済適用房138」を移転住民に提供するよ
うになったが、いずれにしても開発資金の回収や開発後の商業開発といった経
済的な理由が重視される中で、元々居た住民たちの意向は無視されてきたと言
える。 
その一方で、中国では歴史的町並みの景観の一体性を保つために、取り壊さ
れた建物の再建や改造された建物に旧デザインを復元するなど、歴史的町並み
の保全・整備にとって好ましい試みもある。しかしこれもやり過ぎると、何も
ない場所に何の文脈もなく突然テーマパークが建設されるといったことも起き
ている。結局は元来の街並みの価値が損なわれかねない。 
歴史的都市の保全を考える場合の最大の課題は、“保存と開発の調和”をいか
に図るかということである。土地の所有や開発の主導権は行政側にあり、事業
主体として政府の資金収支を重要視し、その改善のために開発を急ぎ、観光や
商業を優先することが行われる。市街地の再開発事業は、資金・財源不足から
しばしば民間の開発業者（ディペロッパー）に委託される。民間の開発業者は
資金の回収率を優先し、多くの歴史的街並みが破壊されるという問題が発生す
る。歴史的な町並みいかにして伝統と結びつけ、特色を保っていくか、現在の
                                                   
138 中国の低利潤で低収入階級に住宅を提供する福利政策の一種である。 
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中国では、開発のスピードが速すぎて、未だ保全の方が追いついていない状況
にある。 
このような背景のもと、本章では、まず第１に、中国の歴史都市の一つであ
る開封市の「徐府街保護区」を取り上げ、開発か保存かというディレンマに直
面した際に、政府がいかなる対応をとるかについて検討する。第 2 に、「政府行
為」に関する文献サーベイを踏まえて、都市化が進展する過程で発生する政府
行為という概念の特徴を明らかにする。第３に、地方政府である開封市の行政
担当者および保護区内の住民へのヒアリング調査を通して、徐府街歴史地区の
保護をめぐる行政の対応とそれに対する住民の行動を検討し、政府行為の実態
を明らかにする。 
 
4-2．徐府街の保全の現状 
 
4-2-1．徐府街の現在の状況 
 徐府街は開封市旧市街の中央に位置し、歴史的町並みの中に伝統的な商業が
存在する重要な地域である。東西方向の通りによって、地域全体は南北に分か
れている。現在、「書店街保護区」（図 4-1 の右端の縦の通り）に隣接している
南側が新しい街として開発され、北側は以前のままで保たれている。2001 年、
徐府街にある「山陝甘会館」が国指定重要文化財の指定を受けた。指定に伴い
基礎施設が改造され道幅が広げられた。2005 年に竣工した“新天地”市場（徐
府街の南側にある）は、オープン後、商業用の店舗を購入・賃貸する人が少な
いという問題に直面している。 
 
図 4－1 徐府街平面図139 
 
                                                   
139 『開封市城市総体規劃（1995－2010）』の「徐府街詳細規劃図」を参考に、筆者が作成。こ
の平面図の左右の通り（徐府街）は、幅員が約 6 メートル、距離が約 342 メートルである。 
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東西の道の北側に隣接する部分には古くからの商業店舗があり、道と隣接し
ていないその奥には住宅エリアがある。開封市は建築物に高さ制限があるため、
住民たちは商業用・住宅用のスペースを増やすため、自発的に住宅を横に増築
してきた。その結果、元々あった歴史的風景は変貌してしまっている。建築物
の高さ制限のために住宅が横に増築されたことで、住宅間の隙間が狭くなり、
新旧の建築様式が混在した状態になっている。住民の高齢化が進み、元々住ん
でいた若い世代はニュータウンへと移住し、外からの住民が流入し、元々のア
イデンティティが消失しかけている。開発された商業施設も元々の商業店舗も
経営方式は単一で、地元の商店は主に飲食店を営んでいる。  
 1995 年には「開封市歴史文化名城保護規劃」に沿って、5 つの歴史保護区（書
店街、馬道街、双龍巷、劉家胡同、徐府街）が指定された。しかし、その後、
都市開発によって徐府街の道幅と景観は大きく変貌した。その結果、2009 年の
「開封宋都古城風貌保護与重現工程規劃」では、1995 年に定めた「徐府街保護
区」が取消された。 
 
4-2-2．徐府街の保全政策 
開封市徐府街の保護・保全の動きは、1949 年の建国後から現在に至って 2 つ
段階に分けられる。 
徐府街最初の保全は 1970 年から 1980 年にかけて始まった。これが第一段階
であり、当時、院落140は建造されたままで保存され、建築様式も維持された。
開封市の政府当局は、当時のメインストリートにあった建築物の色を塗り直し
て、崩れそうになった院落の門楼141を取り除いた。 
第二段階となる 2001 年、徐府街にある「山陝甘会館」は国重点文化財保護単
位に指定され、開封市建設委員会は徐府街を保護するため下記 3 点の実施を提
言した。一つ目は、電線とそれに関連するインフラを地中に埋設し、現在の道
路面を拡幅して修繕する。二つ目は、「山陝甘会館」の東側にある四合院住宅地
の保全対策を実施する。三つ目は、「徐府街歴史保護区」の建築物の高さを 7 メ
ートル以内に制限する、ということである。 
 実際、徐府街の一部の電線と関連インフラは地中に埋設され、道路も 2008 年
頃に拡幅され修繕を終えた。「山陝甘会館」の東側にある四合院住宅地の保全対
策は未だ実施されていない。また 2012 年には、良好な状態で保全されている四
合院住宅に「市指定移動不可文化財」という保護印を設置したが、具体的な保
全対策や補助金配分までは行われていない。徐府街歴史保護区では、建物の高
さ規制は明示されているが、住宅の横への改築にはそれほど厳しく制限はされ
なかった。 
 
                                                   
140 院落（いんらく）とは、屋敷内に草木を植えたり、築山や池を作ったりした屋敷内の空地の
ことである。 
141 門楼（もんろう）とは、中国昔家の出入口に設けられた地位を象徴した門の形をした建築物
のことを指す。 
96 
 
 
 
4-2-3．徐府街保護区の取り消しの過程 
 1986 年に策定された「開封市歴史文化名城規劃」は、開封市の建国後最初の
古城保全計画である。この計画には、旧市街地の建物の高さを制限し、伝統的
町並みの構成、地下埋葬の文化財、地上文化財、古城水系という 4 つを保護す
ること、そして民俗の保護、博物の展示、名城観光の発展という 3 つを利用す
ることを明確にした。古城を形づくる基礎的な施設の改造を進めることも計画
の中で指示された。しかしながら、その後、具体的な保全施策はほとんど行わ
れてこなかった。 
1995 年に策定された「開封市都市総体規劃(1995－2010)」には、初めて「歴
史保護区」という概念が取り入れられ、徐府街を保護区の 1 つに指定した。こ
の計画の第 7 章「歴史文化名城保護規劃」第 57 条には、徐府街を中心に両側に
ある歴史的建造物を保護し、改修する場合でも、元の建築様式を尊重しながら伝
統的な風貌を維持することが規定されていた。この規定は、徐府街のメインスト
リートの商店街のみを対象とする保護計画であった。そして 2002 年の「開封老
城区保護規劃」において、伝統的な歴史保護区から徐府街が外されることとなっ
た。 
その後、改訂された「開封市都市総体規劃(2008－2020)」の第 11 章でも、徐
府街が歴史保護区の保護範囲から外されたことが明記されている。さらに 2009
年に策定された「開封宋都古城風貌保護与重現工程規劃」では、1995 年の「開
封市都市総体規劃」で指定された徐府街伝統商業街区が保護区から取り消しさ
れた事実を正式に公布している。当計画書には、徐府街以南が開発によって道
幅を大きく拡幅され、歴史的な風貌を変えたことが保護区取消しの理由である
と書かれている。2009 年に新しく作られた「古城保護計画」では、徐府街を除
いた残り 4 つの歴史保護区（書店街、馬道街、双龍巷、劉家胡同）内の歴史的
建造物の修繕と、住宅エリアに住んでいる一部住民の移転等が計画された。現
在のところその計画内容はまだ実施に至っておらず、実施の時期も検討中との
ことである。 
 徐府街が保護区から取消しをされた期間は、1996 年から 2002 年の間と推定
される。その間に、政府内で何らかの動きがあったことが予想されるが、その
事実までは検証できていない。正式に保護区からの取消しが計画書に記載され
たのは 2009 年である。それまでは取消しにはせずに、一応は保護区にしたまま
で、取消しという実態だけが作られた。保護すべき歴史的建築物には、市・県
レベルの政府への申告が許可された段階で保護印が設置される。保護区内の歴
史的建築物を許可なしで取り壊すことは不可能である。徐府街は歴史保護区か
ら取り消されたが、それでも 2012 年には徐府街の住宅エリアにおいて、一部の
民居が歴史的文化財に指定された。 
 
4-2-4．徐府街の開発における政府の対応 
 2012 年 12 月 26 日、河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏と
同市都市文物公園局課長・劉天軍氏に、それぞれ聞き取り調査を行った。それ
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で分かったことは、徐府街は非常に古くて、旧式の民居が多数存在しているこ
と、規劃局部局は自主裁量権を持ち、できるだけ中心部の規制対象となる保護
区を縮小し、コントロール可能な地域を拡大しようとすることである。 
開封市は、歴史保護区内の増改築についての検査チームを設置しているが、
実際に機能しているかどうかは不明である。徐府街は旧市街地の中心部に位置
し、清の末期、「民国」の時代に建てられた家屋が多いが、それらは徐々に老朽
化が進んでいる。1970 年代以降、急激な人口増加により住宅不足と生活環境の
危険性とが問題となり、多くの住宅の改築が求められた。昔であれば一世帯が
住んでいた家に、2 世帯、3 世帯が共同で生活する貧しい住民が多い。 
徐府街再開発事業は、準備期が 1 年、住民の立ち退きが 2 年、建て直しは 3
年、合計 5 年で完成する142予定と言われる。再開発後の徐府街に再び住もうと
すれば、職住共同という使用条件があり、それを前提に入居が認められる。す
なわち生活だけのために居住することは認められず、商店などを営むことが条
件付けられる。貧しい生活をしてきた住民には、実質的に立ち退きが強いられ
る。 
 
4-3.中国における都市開発と「政府行為」 
 
4-3-1．政府行為に関する定義 
これまでの研究では、都市化の進展に際しての「政府行為」についてさまざ
ま指摘があり、またその定義についても様々である。そうした中、共通した認
識として政府行為を広く一般的に定義しようとすれば、「市場では供給できない、
あるいは市場には任せられない公共サービスを、政府が公共性と非営利性を担
保に提供すること、あるいはそれに関連した行為・活動」ということになるだ
ろうか。ただし、そうした判断は政府が一方的に行うもので、特定の国民・住
民の具体的な権利義務を決定することもある。その意味で、経済を優先させ地
域振興に寄与させることが公共性に適うと政府が判断すれば、現地の住民の理
解・意識を軽視・無視することもありうることにある143。 
都市化の進展過程で行われる「政府行為」について、景（2012）は次のよう
に指摘している。政府は単一の主体として、都市化を進展させる計画と執行の
両側面の役割を担い、とりわけ 1992 年以降の改革開放政策において、経済発展
を優先させた都市計画とその管理体制を整備してきたという。中国政府が都市
開発に過度に介入し、規制しようとの側面が見え、そこでは当然ながら住民意
                                                   
142 1993 年 12 月に施行した「開封市城市規劃管理弁法」第二章、城市規劃の編成と審査第九条
短期建設計画は一般的に 5 年間である。 
143 王(2012)は、政府行為には、伝統的行政手段と文化手段、市場経済を背景に誕生してきた経
済的手段と法的手段、そして情報手段があると整理している。政府行為は他の社会組織行為とは
区別されるべきものであり、公共性と非営利性によって担保されるものとする。「公共性」とは
公共的・社会的な需要であり、「非営利性」とは営利を目的にしない経済組織行為である。政府
はそうした根拠の下で、公共権利と社会福利の代表として、公共サービスの提供、社会事務の管
理、社会的需要の満足、を図ろうとすると考える。 
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見や住民参加によるまちづくりは軽視ないし無視されることになる。 
黄（2006）144は、都市化の進展過程で見られる「政府行為」は、国民の権利
や利益の最大化を目指す行為とは言うものの、それは社会全体の利益の最大化
を得るための一方的な行為であると定義した。政府は、都市建設に要する費用
を社会経済の利益によって捻出しようとしているとも指摘している。そして政
府が追求している利益は、国民が求めているものと一致しない面もあるという。 
類似の観点から、周・他（2008）は、都市化の進展に際しての政府行為のマ
イナス面について指摘している。政府は自分たちの職務だけでなく、現地の住
民にも参加する権利と発言する権利を与えるべきであるという。しかし、多く
の都市が住民の意見を取り入れようとの措置までは取っているが、その実施に
までは至っていない。都市化による経済発展の成果は、実績を上げようとする
地方官僚の自己満足に基づいているという。 
馬・他（2012）は、ハルビンの歴史的町並み保全の政府行為を事例に、政府
は保護という名目で都市開発を行うこともあるが、その実態は商業開発である
と指摘している。保護区内の建築物であっても、容易に改築され、さらには取
り壊して新しく作り直される。その結果、歴史保護区全体の景観が破壊されて
しまうことを明らかにした。そして、規劃部局は経済発展を優先させて都市計
画を立て、住民の立場を考慮していない点も指摘している。 
 
4-3-2．一般的な都市開発の政策決定プロセス 
 周・他（2007）の研究を参考にしながら、中国の都市開発のプロセスを整理
してみたい。都市開発は大きく「旧区改建」と「新区開発」に分けられる。本
章で取り上げている歴史的保護区の開発は、「旧区改建」に該当する問題である。 
中国では、1989 年に初めて「都市計画法」が施行された。都市開発は許可制
で、政府の許可無しには先に進めることができない。その事業実施プロセスは、
大きく「事業計画段階」、「用地取得段階」、「建設段階」の 3 つの段階に分けら
れる。ただし、1990 年以降、開発主体が多様化し、土地制度も変革されるに伴
い、関連する多くの法令が策定されてきた。たとえば、「都市計画法」「建築管
理法」「土地管理法」「不動産開発管理法」といったもので、これら全体で建設
管理、土地管理および不動産管理という都市開発に関わる政策体系が形成され
ている。 
これらから、民間の都市開発業者は、まず都市計画と土地利用計画の枠内に
おいて、開発用地の取得について市政府との合意形成を図ることになる。その
後、開発の各段階において、政府からの許可と協力を得ながら開発事業を展開
する。 
再開発事業計画の立案方法は、主に下記の 2 つが挙げられる。一つは、市政
府都市計画部門が市都市計画設計院や都市計画に関する研究センターなどの関
連機構に設計を依頼する方法である。もう一つは、計画案のコンペを行い、各
設計院や民間設計会社などが応募した計画案の中から、審査で選ばれた最優秀
案に基づいて最終計画を決定する方法である。そして再開発事業の実施は、市
                                                   
144 黄（2006）、p.141 を参照されたい。 
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政府に登録している施工会社によって行われる。  
都市計画事業の投資者は、土地を無償で利用できる地方政府および国の行政
機関と、土地を有償で利用する民間企業や外国企業などである。改革開放前の
旧区建設の事業主体は、主に国と地方政府であり、改革開放後のそれは、土地
住宅の改革政策によって、民間業者が主となってきた。 
1980 年代初期からの旧市街地整備事業における老朽住宅の建て替えや近郊住
宅地の開発は、政府主体が中心に行ってきたが、2000 年に開始された大規模旧
市街地改造事業においては、老朽住宅の改造に限らず、商業的な開発も幅広く
行われ、その必要資金が巨額なこともあり、民間開発業者の参加が導入された。 
商業的開発は、土地譲渡制度を通じて開発業者が街区内の土地使用権を有す
る形で行われている。市政府が投資意欲のある民間開発業者に応募をかけ、開
発資金への出資を図るという商業的開発方式が採られている。民間業者は商業
利益を重視し、資金の回収率を追求するため、歴史街区では大規模な取り壊し
や建設が行われる。そのため、街区内の景観保全の問題や立ち退き移転の段階
における移転補償をめぐる住民と開発業者の間の不合意といった問題が発生し
ている。 
徐府街の開発事業者は、行政の事業者に属している。開封市都市規劃局、開
封市徐府街文化開発建設有限公司、鄭州大学建築学院が、その計画、建設およ
び管理などを分担して進めている。都市規劃局は、基本計画の作成に当たり、
都市規劃局に属する徐府街文化開発建設有限公司へと直接指示を行った。 
景観保全について、徐府街文化開発建設有限公司は、「清代末期民国初期」に
おける街区の雰囲気を回復」するという方針を立て、伝統的な住宅街と歴史的
な商業街の特徴の保全を図る「商業住宅を一体とした伝統建築区」とすること
を提案した。徐府街の開発区域にある建物所有権に対して、市政府がそれを一
括して買い付け、建設・管理・運営を行うのが基本的な手続きである。しかし
ながら、住民が所有権を譲渡しない場合には、政府は住民が建物を改造する行
為に建設制限をかけ、また営業活動にも厳しい規制をかけることができる。 
 
4-3-3．行政担当者へのヒアリング調査と開封市徐府街の実態 
2012 年 12 月から 2015 年 10 月にかけて、計 3 回145にわたって開封市の行政
担当者に徐府街再開発の実態についてのヒアリング調査を行った。一回目の調
査では、徐府街の町並み保全と再開発がどこまで進んでいるか、現状に関する
調査を行った。 
二回目の調査では、行政の都市計画部門が自らの自主裁量権を用いて、中心
部の保護対象区域をできるだけ縮小し、政府コントロールが効く開発エリアを
できるだけ拡大しようと行動することが分かった。街並み保全を行うよりは、
再開発を優先して収益を上げることを考えていると言える。そうした開発の行
為が、まさに都市化の進展過程における「政府行為」であると言える。 
                                                   
145 第 1 回目は 2012 年 12 月 26 日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏、同
市都市文物公園局課長・劉天軍氏にそれぞれ聞き取り調査を行った。第 2 回は 2013 年 9 月 17
日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏に聞き取り調査を行った。第 3 回目は
2015 年 10 月 31 日に長年徐府街再開発事業の仕事を携わる鄭州大学建築学院の陳雰霞教授と行
政担当者である徐迎春氏にヒアリング調査を行った。 
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三回目の調査では、再開発事業に携わった行政担当者への調査を行った。徐
府街再開発事業は準備期に 1 年、住民の立ち退きに 2 年、建て直しに 3 年の合
計 5 年で完成が予定されていることが分かった。再開発後の徐府街は、職住共
同という使用条件が入居条件に付け加えられている。それは、行政ができるだ
け早く実績を上げることを、より上位の政府からプレッシャーを与えられてい
るからであると推察された。 
また、再開発後に現地に戻れる元の住民の割合は、僅か 1 割に過ぎないとい
う。ほとんどの住民が、再開発に伴う地価の高騰によって、元の居住地には戻
れなくなるからである。建物の開発せずにそのまま放置すると、住民が自力で
維持する力が弱くなり、その結果、歴史的建造物の老朽化は進む。開発をすれ
ば、元の都市生活の空間や様態は失われる。開発と保全いかに両立するか、行
政も学者も現地の住民と一緒になって考える必要がある。 
徐府街以外では、地歴史保護区双龍巷がすでに開発事業を先に進めたエリア
である。2015 年に再び現地を訪ねたところ、行政が指定した重要文化財の門や
屋根などの工作物以外の建造物はほとんど取り壊されていた。この状況から、
徐府街においても開発事業の進展と共に、同じような状況が起こることが予想
される。歴史保護区を設置することに、いったいどのような意味があるのだろ
うか。歴史保護区に指定されても、結局は保全よりも開発が優先される現実が
ある。 
ここで観察される政府行為は、政府が市場では供給不可能な公共サービスを
提供しているものと理解されるが、先述した公共性と非営利性の条件を満たし
ているかと言えば、疑問無しとしない。開封市の事例は政府行為に当たると言
えるが、都市開発が公共的需要を満たすという一方的な解釈に基づいている。  
現代中国の歴史都市の古い町並みを保全する際の政府行為は、中央政府行為
と地方政府行為に分けられる。保護政策の決定者は中央政府であり、その執行
者が地方政府である。中央政府は地方政府に対し保護決定と経済発展という二
重のプレッシャーを与えるが、そのどちらを優先するかという順位付けについ
ては議論や指示をしてこなかった。 
さらに、地方官員は 5 年の任期制で、在任期間中の業績評価は、町並みの保
全を対象にしておらず、主としていかに経済が発展しているかに基づいて行わ
れる。都市計画の期間は 5 年間で、保護・保全する価値が少ないと見られる建
造物は、期間中に開発によって消失してしまう。財政面での支援は中央政府に
よって行われているが、現在の法制度のもとでは各級の政府に対応した文化財
が、各級の政府によって予算に計上される。しかし、この機能の分担にも、町
並みの保護・保全という点では問題がある。  
開封市の建造物や町並みの保全は、今後暫くは地方政府の求めによって、地
域経済の発展と経済利益が優先される状況に置かれていくであろう。地域経済
がある一定水準の発展を達成した後に、歴史的環境や伝統文化を重視しようと
の考えが出てくる可能性はあるが、その時点では保護・保全すべきであった建
造物や町並みは消失してしまっているかもしれない。 
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4-3-4．住民へのヒアリング調査と開封市徐府街の実態 
1992 年に国有地における民間人の有償使用が認められた。それ以降、不動産
開発を背景に、徐府街では老朽化した家屋の改築が急速に進められた。改築の
主な目的は、先述してきたように商業利益の追求である。その後の 20 年間ほど
の短い期間に、老朽化した家屋の改築は、多くの歴史的環境の消失を招くこと
になり、場合によっては住民の生活環境をも悪化させることになった。 
2013 年 9 月、徐府街の建造物や町並みの保全の実態を調べるために現地を訪
問し、開封市の指定文化財が一番多い地区の住民にヒアリング調査146（表 4-1
参照）を実施した。その調査から、以下の問題・課題が見えてきた。地域住民
は、保護区の指定や取消しの事実をほとんど認識していないこと。住民は建造
物の高さ制限のルールについては守っているが、建物の広さの規制は守ってお
らず、横に広げる増築を行っていること。市指定文化財には補助金が支給され
る可能性があるが、そのことも住民へは周知されておらず、建物の修理・修繕
は自己解決・自己負担で行われている、といったことである。 
徐府街の保護区に指定されていた場所や旧市街地は、一連の再開発事業によ
って市指定文化財を含めて全面的に建替えられる予定である147。政府による配
分によって使用されていた土地は回収されて再開発が行われる。従前の居住者
たちは地区外への転出を余儀なくされる。ちなみに中国では、都市部の土地は
国に属している。日本と異なり、住民が持っているのは土地の所有権ではなく、
土地の使用権である。現地の住民の中には、できれば再開発後に再び徐府街に
戻って生活を再開したいと希望している者もいるが、現実には経済的な負担が
大きくなるなどの理由で難しいと思われる。 
 
4-3-5．北京市における歴史保護区の都市化と「政府行為」 
2002 年 5 月、北京市政府は、すでに指定していた北京市東城区南池子大街 25
ヶ所の歴史文化保護区について、各々の保存範囲を定め、具体的な保存と整備
の方針を定めた。その内容は次のようなものである。 
保護地区内の新たな建築（物）については、その様式とデザインを当該地区
に固有の風貌と調和させなければならない。既に建設されている建造物および
施設については、当該地区に相応しくなく調和していない場合に改修をしなけ
ればならない。旧城区と郊外地区においては、各政府レベルの保護地区の指定
を引き続き増やす。保護区以外に散在している質の良い四合院については、都
市開発による建造物を作る場合、できるだけ保存し、合理的に再生を図るとい
                                                   
146 2013 年 9 月に徐府街に住んでいる一部の住民にヒアリング調査を実施した。聞き取り調査
の対象は、徐府街 88 号から 93 号まで合計 6 世帯である。そのうち持ち家は 3 世帯、賃貸は 3
世帯であった。市指定文化財は 3 軒である。 
147 徐府街以外に訪問した歴史保護区「双龍巷」は、開発事業がすでにかなり進んだ地区である。
2015 年 10 月 31 日に再び現地を訪ねると、行政によって指定された市重要文化財の門や屋根な
どの工作物の一部は保存されていたものの、それ以外のほとんどの建造物は取り壊されていた。
そのような状態を見て、徐府街も今後開発事業が進行していけば、同じような状態になることが
予想される。 
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うものである148。 
 
 
表 4-1 ヒアリング概要149 
 
                                                   
148 北京四合院研究会（2008）、p.8 を参照されたい。 
149 2013 年 9 月に徐府街の居住民にヒアリング調査を実施した。 
聞き取
り対象 
性
別 
年齢 職業 居住
形態 
現在
居住 
世帯
数 
指定 
文化
財の 
有無 
保護区
指定・取
り消し
状況把
握 
聞き取り内容 
 
 
 
 
 
徐 府 街
88 号 
男 40 代
後半 
旅 館
経 営
者 
持 ち
家 
1 世帯 無 知らず 移動不可建築と指定されて
いるが、高さは 2 階建て（7
メートル以下）と制限され
たが、横スペース増築には
制限なし。修繕するには補
助なし。 
徐 府 街
89 号 
女 30 代 食品 
加工 
賃貸 4 世帯 無 知らず 改築制限を降りる前から建
築様式を変えた。高さ制限
はちゃんと守っている。  
徐 府 街
90 号 
 
 
 
 
 
 
 
男 80 代 商売 持 ち
家 
1 世帯
（元 2
世帯） 
有り 知らず 移動不可建築という札を付
けられている。部屋の建築
様式を絶対いじることがで
きないと命じた。どうして
も修繕しないといけないこ
とがあったので、自力で修
繕した。政府の統一保全が
希望で、補助金が入ってき
たら、町並み保全に協力し
たい。 
徐 府 街
91 号 
 
 
男 40 代 煙草 
開 発
商 
賃貸 3 世帯 有り 知らず 修繕するには補助なし。移
動不可建築という札を付け
られている前に既に改築さ
れた家がある。 
徐 府 街
92 号 
 
 
男 50 代 不 動
産 開
発 
持 ち
家 
1（元 4
世帯） 
有り  高さ制限は指定前から知っ
ている。移動不可建築と指
定してから崩れそうになっ
てもいじることができない
と命じた。 
元 4 世帯住んでいるが 3 世
帯が住んでいる部屋が崩れ
そうになったから他の地域
に引っ越した。 
徐 府 街
93 号 
女 30 代
前半 
自 由
職 
賃貸 4 世帯 無 知らず 修繕や改築には「文物公園
局」と「城郷規劃局」の両
部局を許可した上で可能と
なる。修繕するには補助が
入るのは聞いたことがな
い。 
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また、「都市全体の視点から歴史文化名城を保存する。特に、都市の構造と生
活環境の視点から歴史文化名城を保存する」という点も明示した。東城区政府
は、指定地区内で最大限四合院建築の保護を図った。さらに政府主導で住民参
加による保護方式を取り入れ、開発業者をそこに参加させなかった。社会全体
の利益を最大限に尊重する姿勢を示した。これは伝統や歴史的建造物を守ると
いうだけでなく、現地住民の生活様態を守りながら都市開発を進めた例と言え
る。 
 
4-4．財政補助の問題 
 
歴史文化名城制度に対して、国から都市への恒常的な補助金制度は設けられ
ていない。ただし、特に経済的に困窮している都市については、国の財政部・
国家文物局が公布した「国家重点文物保護専項補助経費」（国家重要文化財専用
補助金使用管理方法）に沿って、「国指定重点文物保護単位」と「省級重点文物
保護単位」に限って、申請することが可能である。 
 開封市規劃院と文物局においてヒアリング調査を行ったところ、国・省・市
が指定した文物保護単位、歴史的建築物、園林等の範囲の外側にある街区の保
護の範囲は、市の規劃院と文物局が共同で定めることになるという。法律上、
規劃院と文物局の管理範囲が明確に規定されてはいない。そのため、両部局が
了承した上で保護範囲は決められているものの、実態として文物局は助言する
役割に留まっているという。 
 開封市は、1982 年、国から「国家級歴史文化名城」に指定された。その後、
市内の文物保護単位では、国家レベル 13 ヶ所、省レベル 38 ヶ所、市レベル 30
ヶ所が指定を受けた。ヒアリング調査によると、国家重点文物保護単位と指定
された「開封城壁」に対しては、2007 年に「国家重点文物保護専項補助経費使
用管理弁法」に基づき、国家財政部から合計 445 万元の特定補助金が交付され
たという。国家補助を受けられるのは、上記の国家レベルの指定 13 ヶ所と省レ
ベルの指定 38 ヶ所であり、市レベルの指定箇所は補助対象にはなっていない。
また開封市は河南省の補助金にも別途申請することができる。ただし通常は、
都市開発予算の中に保護経費も盛り込んで、自主的に対策が図られねばならな
い。 
河南省文物管理局（省レベル文化財保護機関）と平頂山文物管理局（市レベ
ル文化財保護機関）で尋ねたところ、以下の事実が判明した。まず「国家重点
文物保護専項補助経費使用管理弁法」と「河南省文物保護専項補助経費使用管
理弁法」に基づいて、「国家重点文物保護単位」と「省級文物保護単位」は「国
家重点文物保護専項補助経費」に規程上申請が可能である。また「省級以上（省
レベル含む）文物保護単位」「市級文物保護単位」「県級文物保護単位」は、「河
南省文物保護専項補助経費」に申請可能である。 
国家文物局と国家財政部は、「国家重点文物保護専項補助経費」についての配
分をほとんど「国家重点文物保護単位」と「国家指定の 150 ヶ所大遺跡」に限
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定しており、「省級文物保護単位」の小さな対象に補助金を与えているケースも
あるという。また、「河南省文物保護専項補助経費使用管理弁法」が変更され、
省・市・県はそれぞれ同級の「文物保護単位」にしか補助金を配分していない
ことも判明した。そして「国家重点文物保護単位」と「河南省文物保護単位」
への保護専項補助経費の申請と異なるのは、「国家重点文物保護専項補助経費」
への申請には保護計画が必要であり、「河南省文物保護専項補助経費」への申請
には対策案を含めた保護計画の提出が必要である。保護計画はそれぞれ国務院
と河南省文物局に提出されることになる。 
 
4-5．土地の所有権の問題 
中国では、土地および土地上の建物、それに付随する物、およびその他の権
利は国に所有権がある。1982 年に憲法が改正され、土地については「国有」と
「農民集団所有」の 2 つに分類され、改めて土地の私有は認めないことになっ
た。すなわち、中国のすべての土地は、国家所有または農民の集団所有である。
また 1986 年に、「土地管理法」が施行され、公有制を前提とした土地管理の法
体系が整えられた。具体的には、土地管理法第 8 条において、「都市の中心区域
の土地は、国の所有に属する。農村の土地及び都市の郊外地区の土地は、法律
の規定により国の所有に属する場合を除き、農民集団所有に属する」と記載さ
れた。 
以上のように、中国の土地は国有土地及び集団所有地に分けられ、1990 年の
「暫定条例」によって「国有土地使用権」の譲渡制度が創設され、1995 年の「都
市不動産管理法」によって現在の土地使用権を軸とした土地の所有と利用を分
離する土地制度が完成した。これによって、所有権者はその土地を自ら使用す
ることが認められ、また法律に従って、自分以外の単位又は個人に使用させる
ことも認められている（土地管理法第 9 条）。このように、土地の所有権とは別
に、その土地の利用権限を法律上の権利として認めたものが中国における土地
使用権といえる。 
中央政府は、2006 年、国務院による土地調整規制の強化に伴う関係諸問題に
関する通知を出し、その中で以下の 5 つの原則を打ち出した。①土地管理およ
び耕地保護の責任の明確化、②土地払下げ150の収支管理の規範化、③建設用地
の関連税目の調整、④建設工業用地の払下げに関する最低基準の統一化、⑤農
業用地から建設用地への無断転化の禁止、である。さらに、2008 年、「中国物
権法」が施行され、政府が公共の利益を理由に、当該土地を期間満了前に回収
することを認めている。この場合、林（2013）によると土地上の建物等も含め
て補償されるが、十分な補償がなされるのかどうか疑問もある。中国では土地
                                                   
150 払下げ土地使用権とは、国により一定期間を定めて土地使用者に払い下げられ、土地使用者
が国に対して払下げ金を支払うことにより取得する国有土地使用権のことをいう（都市不動産管
理法第８条）。また、払下げ土地使用権を取得した場合、払下げ契約で定めた使用期間内におい
て、対象土地の使用権を譲渡、相続、賃貸し、あるいは抵当権の設定などの処分を行うことがで
きる。居住用地の使用年限は 70 年とされるが、期間の満了後は自動的に更新される。 
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の私有制度がないため、土地の使用権を購入することになるが、その所有権の
種類によっては中央政府や地方政府の制度改革によって強制収用されてしまう
リスクがあるという151。 
近年、不動産価格が急速に高騰し、住宅を買えない住民が増加したことで、
法制度の改正の必要性が強調されるようになった。2011 年、国務院は「城市房
屋拆遷管理条例」を廃止し、「国有土地上房屋徴収与補償条例」を公布した。本
条例では、家屋収用の適用対象を公共利益に限定すること、先に補償しなけれ
ば家屋を取り壊せないことが規定され、家屋所有者の権利・利益を保護するこ
とが意図された。しかしこの段階で、家屋所有者は補償金額などを争うことが
できたとしても、建設事業自体の取り消しを求めることは困難である。今後中
国では、引き続き都市再開発が推進されていくであろう。そこでは都市内の住
宅の取り壊しが急増していくであろうことから、そこでの住民の権利・利益を
いかに保護するかが課題である。 
以上のことは、歴史的環境や街並みの保全・整備にも影響をもたらすであろ
う。たとえ住民側に歴史地区のまちづくりに主体的に参加しようという意図を
持っていたとしても、行政当局の意向によって、当該の地区や町並みから強制
的に排除されてしまうリスクが依然として残っているということである。  
 
4-6．おわりに 
 
本章では、中国の歴史地区における開発と保全めぐる政府の対応、特に開封
市徐府街保護区に関する政府行為の実態と課題について考察した。都市化を進
展させる過程で、地方政府が「政府行為」という裁量的政策を執行していると
いう仮説や実証がある。政府行為とは、「国が行政目的を実現するために法律や
政策などによって認められた権能に基づいて、一方的に国民の権利義務その他
の法律的地位を具体的に決定する行為である」と特徴付けられる。開封市徐府
街保護区をめぐる都市開発の検証を通じて、政府行為の存在やその手法を確認
することができた。さらに以下のような課題も明らかとなった。 
第 1 に、歴史保護区の政策決定者は中央政府であり、その執行者が地方政府
であるが、中央政府は地方政府に対して保護を指示すると同時に、経済発展と
いう二重の目的を与えているということである。ただし、どちらの政策目的を
優先するかという順位付けまではされていない。すなわち、政策目的の優先順
位は地方政府の決断に任されているのである。 
第 2 に、地方官員は 5 年の任期制で、在任期間中の業績の評価は、どれだけ
古い町並みを保護・保全できたかではなく、いかに経済を発展させたかという
基準で問われている。都市計画の調整期間は通常 5 年に 1 回で、保護・保全す
る価値が少ないと判断された建造物は、都市計画の調整期間中に消失を余儀な
くされた。中央政府によって財源保障も行われているが、現在の法制度では各
                                                   
151 林（2013，2 章）、pp.11-12 を参照されたい。 
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級の政府が自分たちで文化財の保護・保全を計上することにも限界がある。開
封市の町並み保全は、経済が一定レベル発展した後であれば、地方政府も経済
的な利益よりも歴史的環境や伝統文化の保護・保全を重視し始める可能性はあ
る。 
第 3 に、町づくりを担当する行政機関において、都市計画部門と文化財保護
部門の間に、日本と同様の縦割り行政の問題が存在することである。法制度上
も、両部局の権限と役割が明確に規定されていない面があり、その点での改善
も望まれる。関連部局間の連携が今後の課題と言える。 
第 4 に、中国では、地域住民が参加するまちづくりの手法はまだ制度化され
ていない。日本では、計画の策定段階で住民が参加する仕組みやいくつかの手
法が取り入れられている。住民の意向をどのように計画に反映させるか、町づ
くり活動にどのように参画させるかという点では、日本でも課題は多々あるも
のの、中国ではその前段として住民への情報提供という点でまずは改善の余地
がある。中国においては、住民参加はまだ不十分である。これらの課題への対
応については終章で検討していく。 
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終章 全体のまとめと中国の制度改革への示唆 
 
5-1．本論文の課題・テーマ 
  
 本論文では、ここまで、まず第 1 章において、歴史的環境保全に関する先行
研究を整理し、第 2 章において、日本と中国の歴史的環境保全を意図した政策・
制度を比較検討した。先行研究との関連性にも言及しながら、両国の政策・制
度の特徴を比較・整理し、政策目的に照らした効果の検証と問題・課題を明ら
かにしてきた。その結果を一言でまとめると、日本では歴史的環境保全を意図
した政策が社会・経済の成長と共に徐々に浸透し、「点」としての歴史的建造物
の保存から、町並みという「面」としての保存・保全へと発展してきたことが
分かった。 
第 3 章では、重伝建地区へのアンケート調査を行い、とくに本論文では財政
補助制度の効果に関する問いを取り出し、助金が建造物の修理・修景にどのよ
うに配分され、どのような効果を持ってきたかをという実態について検証した。
また併せて、後継者不足や空き家の増加の問題についての調査結果も尋ね、残
された課題を検討した。補助金制度は歴史的街並みの保全に一定の効果を上げ
ていることが分かった。。 
 第 4 章では、河南省開封市の徐府街保護区を対象に、歴史的街並みを保全す
るために指定された地区が、都市開発によって都市計画に変更が加えられた実
態を取り上げ、中国の研究者から提起されてきた「政府行為」仮説を応用し、
その仮説の検証という形で開発か保全かという対立する実態を明らかにした。 
 これらの結果を踏まえると、本論文の中で検討してきた中国の歴史文化名城
制度と日本の重伝建地区制度の研究を足掛かりに、中国の政策・制度に日本の
補助金制度や住民参加型方式を導入する試論を作成したいと考えている。最終
目標として、中国よりも一歩先を進んできたと思われる日本の経験から保全よ
りも開発が優先される中国の現状に対する政策的示唆を与える。 
 
5-2．政策・制度の構築について 
  
日本の町並み保存・保全活動においては、住民活動や研究者等を含め、社会
的な要請を受けて進んできた面がある。そうした動きを受けて、行政が後から
それを追認する形で法令や条例を策定するといった傾向が見られる。 
たとえば、京都市においては、1960 年代後半から市街地の文化財周辺に高層
ビルが建設されるという懸念が論争しはじめた。当時京都タワーのような展望
塔、高架橋や鉄道建設など、景観保全に支障があるかどうかの評価制度・仕組
みが求められた。その結果、1972 年に全国に先駆けて「京都市市街地景観条例」
が制定された。 
また、伝統的な町並みの保存では、都市計画決定のような法的な面から、行
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政と住民はお互いに意思疎通を通じた町並み保存事業が進められてきた。その
後、1980 年代後半、歴史的町並みの保存・保全活動において住民参加の役割が
さらに重視され、行政と住民の間の合意形成が意識しはじめた。歴史的建造物
の老朽化や所有者の世帯交代、町家や伝統的町並みの衰退問題など、専門家や
住民の間で論争し続けている。 
一方、中国は 1980 年に「（国家）歴史文化名城」の指定をきっかけに、歴史
的環境保全活動をしはじめた。1990 年に、初めて北京市のマスタープランの中
で、「北京歴史文化名城保護計画」を追加された。それと同時に、小さな村落や
民家の保護も重視しはじめた。しかし、保存・保全事業において、行政主導の
保全・整備事業が多く、住民参加のケースが極めて少ない。  
中国では、2000 年以後都市保全計画の制定や修正には、初めて住民の意見を
マスタープランに取り入れると規定された。これによって、近年町並み保全に
住民や NPO 団体の参加が徐々に増えはじめた。このように、林（2013）は中
国歴史的町並み保全に対して、法整備や住民参加の動きが日本より 20 年ほども
遅れているという152。中国は保全よりも開発を優先させる現状に対して、今後
歴史的町並みの保全・整備において、住民・行政・専門家三者の連携が重要と
なってくる。  
日本は住民との合意形成を深める中で、それに応じて各自治体が住民参加し
やすい環境づくりや活動などの施策が整われるようになった。このような施策
が日本全国で広く行われ、その結果、国が法制度の整備に取り掛かるようにな
る。 
それに対して中国の歴史的環境保全には、まず国全体の法制度を確立してか
ら、各都市が国の要請に基づいて、条例を作成していく。歴史的町並みの保全
について、専門家や都市計画部局によって問題提起し、その後国によって町並
み調査を行い、保護計画を制定する。 
日中両国の保全制度にそれぞれが各自のメリットとデメリットがある。日本
はメリットとして、条例の策定が追認することによって、行政と住民の合意形
成しやすく、民間からもノウハウや資金が導入されている。デメリットとして、
法や条例の策定までにかなり時間がかかる。地域の合意が得られない場合に、
制度の適用範囲が広がりにくい。一方中国では、メリットとして、意志決定が
はやく、短期間に多くの都市や地域を対象に制度普及できる。デメリットとし
て、住民との合意形成が不十分でトラブルが起きることが多い。  
 
5-3．歴史的な町並みの保全・整備における住民参加の動き  
  
5-3-1．中国の住民参加と NPO 設立の動き  
近年、中国は急速な経済成長を伴い、都市開発が進む一方で、歴史的建造物
や町並みのその姿がだんだん消しつつある。歴史的環境保全・整備事業も行政
                                                   
152 林（2013，6 章）、p.34 を参照されたい。 
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主導で行われているが、一部の地域では住民参加の動きもはじめた。 
2004 年に、「都市紫線管理弁法」では、都市保全計画を制定には初めて住民
の意見を取り入れると規定した。さらに「歴史文化名城条例」も歴史的保護建
築を破壊される場合、住民にも訴える権利があると明確に規定した。同年、国
務院が公布した「法による行政の全面的推進実施要綱」第 16 条では「政府の立
法活動における『公衆参与』範囲を広げる」と明記され、これによって、一部
の地方政府にも都市開発を行うとき、住民参加を取り入れる動きが見られるよ
うになった。 
例えば、北京市の「危険な住宅改造事業」では事前に住民意向調査を行い、
インターネット・事業実施地などの作成中の計画案を公示し、住民の意見を求
めた。また、事業の中でも個人、住民団体の自発的な保全活動も見られた。伝
統街区にある四合院の購入・再生、ホームページの作成などが、現地住民や住
民団体など自発的に行っている。そのほか、NPO 法人の動きもはじまっている。
代表的な例として「北京文化遺産保護センター153」は、歴史文化遺産の保全・
宣伝・教育及び行政、学者、市民の連携など行われている。そして、専門家か
らも行政、住民に保全知識や法律の講義なども定期的に行っている。 
しかし、それらの組織規模が非常に小さく、活動経費もほとんど外国 NPO に
よって寄付している。このように、住民参加できる環境が限られ、そして住民
および NPO 組織間の活動は行われているが、行政との連携はまだ不十分という
問題も残っている。  
 
5-3-2．住民参加を取り巻く環境と課題 
今中国の開発事業では、行政が住民参加を重視しつつあり、事業実施前の情
報公開や住民を対象の意見聴取り調査などの動きが見られている。しかし、都
市計画案の修正には、公聴会の開催や住民との意見交換など実質的な住民参加
には未だに至っていない。 
2007 年、広州市の「規章制定公衆参与弁法」を制定した時に、広州市政府は
いかに住民参加を取り入れる方法について具体的に規定した。これによって、
歴史的町並み保全・整備活動の中で、政府・企業と住民の間の合意形成、住民
参加の正当化は高めるようになった。しかし、歴史的町並み保全事業における
情報の透明性と公正性、現地住民の実質的な参加、行政との連携などまた不十
分である。 
角館・他（2011）は、浙江省嘉善県西塘に開催した観光イベントでは、歴史
的保全地区に国際ワークショップを実施し、外から来られる観光客を中心に宣
伝を行た。しかし、イベントを実施されたエリアの住民たちはそのイベントを
開始直前にはじめてその活動を知った。このような観光イベントは本来現地住
民の生活に関わることなのに、現状では誰も住民に知らせていない。現地の行
                                                   
153 1999 年に現在の国家文物局の法規課課長よって設立され、2003 年に NPO 法人として登録
された。 
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政部署がそのイベントを参加するのに、現地住民に一言も声をかけていないと
いう。今後住民と行政の合意形成の場が求められるようになる。  
 
5-3-3．都市計画における住民参加の手続き 
(1)住民参加手続きの導入  
中国では、今後都市再開発に伴う都市内の住宅の取り壊しの増加が懸念され
ている。そのときの住宅において、住民使用権と政府所有権をいかに整合させ
るかには緊急問題と予想された。  
計画経済体制のときに、政府は全国で統一した都市計画を策定したから、住
民の意見を都市計画に取り入れるとは考えていなかった。しかし、改革開放後、
市場経済体制の形成に伴い、都市は土地使用権の払下げが制度化された。これ
によって、都市計画が単に政府主導の都市建設の手段であることにとどまらな
かった。 
張（2012）は都市計画の公平性が重視されるようになり、住民が都市計画に
参加する要請が強調されることになった。1980 年から中国の都市計画分野では
各国の住民参加に関する理論を紹介され、中国の都市計画における住民参加手
続の形成に大きな影響を与えた。そして、1990 年から地方政府条例には住民参
加手続に関する規定が見られるようになり、「城郷規劃法」では都市計画策定に
おける住民参加手続が法律のレベルで認められたという154。 
 
(2)市民・公衆の意見聴取について  
2007 年に公布された 「城郷規劃法」の 26 条に、「都市農村計画が審査許可
に送付される前に、計画の策定を組織する機関は、法により都市農村計画草案
を公告し、論証会155、公聴会その他の方法によって専門家と公衆の意見を聴取
しなければならない。公告期間は、30 日以上でなければならない。計画の策定
を組織する機関は、十分に専門家と公衆の意見を考慮しなければならず、審査
許可のための送付資料に意見処理状況と理由を添付しなければならない」と規
定されている。また同法の 46 条では、都市総合計画の変更に当たっては、論証
会、公聴会および他の方法により公衆の意見を聴取することとされ、その 48 条
と 50 条では、規制型詳細計画・事業型詳細計画の変更に当たって、計画地域内
の利害関係者の意見を聴取するものとされている。 
現在では、都市計画草案が策定された後に草案を公告し、住民の意見を聴取
することが基本的な手続として定められている。一方、計画の変更においても
利害関係者の意見を聴取すべきとされているものの、利害関係者の範囲が明記
されていないという点で、問題が残されている。さらに、住民の意見は、審査
機関に提出できるが、住民に対して具体的にどのような意見を提出できるには
明記されていないので、住民側の意見がどのように反映するには未だに解決し
                                                   
154 張(2012、1 章）、p.9 を参照されたい。 
155 専門家が、草案内容の必要性、実行可能性および科学性を検討することである。 
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ていない。 
  
(3)公聴会の開催  
最近、住民参加の重要性が認識されつつある中で、都市計画を含む重要な行
政政策に関する公聴会をルール化される動きも見られるようになった。2003 年
の「青島市人民政府重大社会公共事項決策聴証試行方法」をはじめ、住民参加
手続に関する地方法規が多くの地域で取り入られている。これらの地方法規の
中では、法律や条例に公聴会の開催手続など詳しく規定されている。 
しかし、張（2012）は実際の都市計画の策定過程にいて、公聴会を開催する
ことが非常に少ないという156。 
 
5-4．日本における歴史的な町並みの保全・整備の動向  
  
5-4-1．欧米など世界的な動向  
世界的に歴史的町並みの保全・整備において、欧米諸国が先に進んでいる。
日本は欧米を参考に、追いかけている。1960 年代、欧米では近代化と戦後復興
の進行とともに、歴史的町並みの破壊をもたらした。1970 年代になると、政策
転換により、歴史的町並み保全の動きをしはじめて。 
欧米では国によって住民参加の動きを異なっている。アメリカでは住民主導
による動きが先に進んでいる。イギリスは町並み保存に関する NPO 団体の活躍
が活発し、その数も多く、600 万以上があり、行政・市民・NPO という三者で
結ぶパートナーシップ関係もその特徴である。一方、ヨーロッパでは、行政主
導が多いが、その中で住民参加の手続きが詳しく定められている。1990 年代以
降、いずれの国においても、行政・住民・NPO の間の連携を重視しはじめた。 
 
5-4-2．日本における住民参加の動向  
日本では、歴史的環境保全に対して、現地住民が問題提起し、自治体がその
問題解決対策を考える動きが多い。自治体は問題に応えて条例を策定し、施策
を実施することで、国が法的に整う形となっている。日本では 1950 年代後半か
らはじまる高度経済成長は、歴史都市に大きな影響を及ぼした。特に三大古都
である京都・奈良・鎌倉で深刻な景観問題が起こった、 
これに対して、1966 年に「古都保存法」が制定され、歴史的遺産と景観を総
合的に保全する法規であった。また 1968 年には、倉敷・金沢では、町並み保存
条例が制定されるようになった。この頃、全国各地で歴史的集落や町並みの保
全を目指す住民団体運動が展開され、各市町村も独自の保全施策を整われるよ
うになった。その後、1974 年に全国町並み保存連盟が発足し、これを受けて 1975
年に「文化財保護法」の改正による「伝統的建造物群保存地区」制度が設立さ
れた。伝建地区制度は、文化財保護だけでなく、安定した財政補助も整ってい
                                                   
156 張(2012、1 章）、p.11 を参照されたい。 
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る。その実施においては、行政・企業・住民三者が連携し、歴史的町並みの保
全を支えている。 
また、2004 に制定された「景観法」では文化財保護について改正された。「文
化的景観」の概念が新たに追加され、法律では「地域における人々の生活又は
生業及び当該風土により形成された景観地」と定義されている。さらに、日本
では歴史的町並み保全事業の中で、外観の修理･ 修景を通して歴史的町並みを
残るだけではなく、住民参加しやすい環境も整われている。こうして、日本の
住民参加は地域住民がリードするケースが多く見られる。 
 
5-4-3．官民協働のまちづくり  
従来、日本のまちづくりは行政中心となっていた。近年市民・企業・NPO な
どを連携し、まちづくりを行うことが増えつつある。そして、新たな担い手と
なる住民団体の役割も拡大しつつある。1990 年代以降、人口減少に伴う税収の
減少や高齢化に伴う社会保障費用の増大などによって、財政が厳しい状況に面
している。財政的な面においても住民が自主的まちづくりを行うことが求めら
れている。そのため、住民を中心にまちづくりを支えるファンドが各地で設立
され、一定の役割を果たしてきた。ファンドの多くは官民のパートナーシップ
によって運用され、資金獲得から配分まで、まちづくりに関わる行政、企業、
住民などの連携によって促している。 
2011 年 4 月に「都市再生特別措置法」が改正され、林（2012）は、まちづく
りに取り組む団体を支援する制度や、道路空間を活用するにぎわいのあるまち
づくり創出制度などが新しくできた。これにより、住民中心のまちづくりにと
って、まちづくりの取り組みが展開しやすく、行政にとって住民中心の取り組
みによるにぎわいの創出や公共施設等の整備・管理の負担軽減が期待できるこ
ととなった。このように、住民と行政がお互いのニーズを満たし、官民協働を
促したという157。 
 
5-4-4．日本の住民参加について 
 日本では、古い街並みに住むには非常に不便である。京都の町家では、古い
町並みの歴史的な物件を仲介する NPO や中間支援組織が日本各地で行われ、行
政や金融機関、デベロッパーなどによる経済的な支援も行われている。具体的
には行政側から補助金が用意され、NPO や市民ボランティアが維持管理を参加
し（茅葺き屋根の補修など）、地元企業がこうした活動を支えるファンドを作っ
ているという。 
この中で、一番難しいのは住民との合意形成である。外部の専門家を交えた
勉強会やワークショップの開催によって、文化財としての価値の理解を深め、
他の事例の取り組みの工夫や知恵を学ぶことによって合意形成の一助とする。
また、住民、行政、NPO、企業などの関係者が、こうした機会に交流すること
                                                   
157 林（2013，3 章）、p.15 から引用。 
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によって、良好な人間関係の形成につながることも多い。さらに、こうしたま
ちづくりの活動自体をコンテンツとしたシンポジウムなどを誘致、開催するこ
とにより、活動を推進し、対外的な情報発信につながり、活動を支える外部の
応援団を引き付けることにも繋がっていく。  
これらの活動においては、関係者が参加できるためのプラットホームづくり
が重要である。日本では、まちづくりの NPO や市民活動団体、そして時には
行政自身が中間支援組織となって、これらをコーディネートしたり、プロモー
ションしたりすることが行われている。 
 
5-5．日本と中国の住民参加の違い 
 
（1）住民が得られる情報が少ない  
行政側が特に住民に対して、情報を十分に公開しないということが一番大き
な問題である。例えば、保全・整備事業の全体の計画案を公開するものの、具
体的な内容や重要な情報は公開されていない。これは住民が町並みの価値や歴
史意義のある建造物に対して、認識不足や、行政への信頼性が低く、町並みの
再開発への反対などが原因となっている。情報発信の手段としては、インター
ネットと文面的な知らせに限られている。しかし、多くの住民はインターネッ
トを使用できる環境が整われなく、また公布される内容は専門家よる説明もな
く、住民にとって計画案の内容も分かりにくい。    
 
（2）形式上の「住民参加」 
上記のように、そもそも政府が事前に十分な情報を公開していないため、た
とえ求められたとしても住民側から意見を出すことにも難しいである。また、
調査票を配布・回収するといった手法が採られることもあるが、対象は一部の
住民に限られ、かつその内容も抽象的・形式上のものばかりで、調査結果につ
いても完全に公開されていない。「住民参加」の手法が導入されつつあると言わ
れているが、現状では政府側にはほとんど形式上のものばかりで、住民がまち
づくりを参加しようという意識が高まったとは言えない。また、積極的に参加
する住民は未だに少ない。 
  
（3）住民参加度の低さ 
企画立案の段階では、専門家や学者を中心に取組んでいる。保全事業実施を
行う前に、行政による住民向けの座談会を行い、事業活動を宣伝することもあ
るが、最終的な決定内容には住民の意向を反映するものはほとんどない。 
 
（4）都市建設事業における住民参加の違い  
都市建設事業における住民参加施策について、日本は都市計画決定段階と事
業認可段階の二つに分かれている。都市計画決定段階に都市計画法による情報
の縦覧、公聴会の開催などの住民参加の措置が講じられている。また、事業認
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可段階においては、主に権利侵害を受けうる土地所有権、地上権、賃借権など
の権利を保護するための手続が整っている。これに対して、中国の都市建設は、
地方政府実施と民間実施のいずれにおいても、事業決定段階と事業計画決定段
階における住民を参加させる施策が制度化しているが、現実には運用されてい
ない。また土地の使用権や建物の取り壊しを関わる住民に対して、事業決定段
階において住民参加させる施策を整われていない。特に民間実施において、住
民の建物を取り壊すには、法的には厳しく決められているが、実際に未だに実
施されていない158。    
 
（5）都市計画の策定における専門家の役割 
日本では住民や開発会社による計画提案手続において、専門家は都市計画に
対する技術的助言の段階にとどまっていない。これに対して、中国は「城郷規
劃法」では、都市計画の策定を参画する会社が計画の具体的策定作業を担って
いると決められている。都市計画委員会においても委員の多くは都市計画関係
が専門で、その専門性を強調されている。日本において、1960 年まで、専門知
識を持つ人材の多くが行政内におり、民間における調査、研究やコンサルティ
ングは非常に少ない。しかし、1970 年以降、急激な経済発展に伴う行政改革に
おいて、多くの技術者や研究者が民間で活躍するようになった159。  
一方中国では、改革開放以前まちづくりの専門知識を持つ人材が非常に少な
く、歴史的町並みに対する関心も高くなかった。1990 年以降、歴史文化遺産や
伝統的町並みを保護する声が高まり、特に大学の研究者が積極的に動き出し、
計画草案の策定を参加するようになった。しかし、最終計画と資金の投入は行
政により行い、地域の住民がどのような形で参加するかには課題として残られ
ている。 
 
5-6．中国における住民参加の環境作り 
  
歴史的街並みにおける建物の老朽化、現代都市デザインとの不整合など日中
共通している課題である。中国の解決施策には、制度面と財政的な負担のいず
れも行政に課せられることが多い。これが観光や商業の導入によって、経済収
益に関わっているからである。日本では、ハード面においては建造物の所有者
や住民を始め、建築専門家や研究者などが一緒に協力し合って解決し、ソフト
の面では行政側が制度や経済的に援助を行うという方法をとられている。これ
は不動産の所有権が民間であるからである。また、日本では元の住民が自ら参
加したり、空き家を貸したりすることによって、地域に根ざした新たな商業・
サービス業を展開している例も多い。即効性はないものの、地元に根ざしたビ
ジネスの振興によって間接的に経済コストを軽減に寄与することが見られる。 
                                                   
158 張(2012) 、pp.27-30 を参照されたい。 
159 根本(2001)を参照されたい。 
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日本では住民参加による都市計画の策定・変更には、都市開発の膨大化に抑
制がかかっている。また、少子高齢化が深刻に進んでいる地方都市では、人口
が減少しているから特に大きな都市開発を行う必要がない。その一方、中国の
例を挙げると、麗江という都市では、美しい水辺環境を損なわないように、政
府は都市全体を保全するように住民と合意形成を達成しようと考えられている
が古い建造物と同じデザインに建て替えすると、景観のテーマパーク化になる
恐れがあるし、都市開発によって、観光に重点を置き、地元住民よりも外来者
に焦点をあててしまう。このことに対して日本では、地域の独自性や歴史・文
化の裏づけのある「本物」を志向する傾向が高い。 
麗江の問題を解決するにはより深く現地について理解し、現地の歴史や地域
資源に対する理解や誇りを持つべきである。現地の建築士や大学の研究者など
がカタログやパンフレットを用意し、相談会を開催することによって、住民と
一緒に協力することを通じて、歴史や文化背景に適合した形で、町並みの一体
性を保全しつつ、麗江ならではの美しさを保つようになった。 
 日本では長年の試行錯誤や経験の蓄積によって、地元固有の資源を活かし、
「身の丈にあった」経済発展を目指すという方向に収斂している。そのプロセ
スにおいて、住民自らがまちづくりを参加することが重要な点である。 
現在中国は元の住民を移転させ、新しい住民を招く方式が多く行われている。 
日本では、まちづくりの初段階では行政主導で、その後の展開はほとんど住民
参加や、複数の関係者による合意形成の仕組みづくりが行われている。結果と
して住民のまちづくりへの参加意識が高まってくる。中国ではこれを改善する
には、まず制度面での改善や、利益関係者の意識を変えていくことが重要であ
る。日本の経験から学ぶには、一度に制度を変えることだけではなく、試行錯
誤を重ねて、小さな成功を積み重ねながら普及させていく。 
 
5-7．補助金制度の導入可能性 
  
本章の最後に、中国において歴史的な建造物や資産の保護・保存する事業に
補助金制度を導入する上で考えるべき問題点を整理・検討してみる。 
まず第１に、中国では法律の変遷・改正により、歴史的な建造物の保護・保
存は複雑な権利関係に直面している。権利関係については、1950～1960 年に公
有化（社会主義改造）が行われたが、その後、1980 年代に私有化に回帰した。
法律上は権利関係の概念は明確に定義されているが、度々の変更によって行政
の管理資料が混在しているため、権利者の確定が難しく紛争が多発している。
保護・保存事業を行う場合には、補助対象を確定するための権利関係の整理が
急務である。 
 第 2 に、歴史的町並み保存地区にある伝統的建造物を保存する際の補助金に
は、居住環境を整備する事業も対象になっている。保存地区には、地方や農村
から移住してきた借家人が多く住んでおり、人口密度が非常に高くなっている。
しかも違法の増改築が行われ、不良建築物の取り壊しと住民の適正な転居によ
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る居住環境の整備が、保存事業と並行して実施されることになる。違法建築物
の取り壊し費用や保存地区内住民の転居費用の補償も補助金の対象に含まれて
くるが、それを含めた問題解決を図る必要がある。  
第 3 に、伝統的建造物の保存事業への補助金であるが、具体的な補助金の対
象や補助率となると未だ不明確な点がある。一般的に、伝統的建造物の所有者
が修繕の責任を負うことになるが、その費用が大きく、居住環境も悪いため、
所有者は自分で保存する動機が弱く、むしろ居住環境整備事業の実施に期待し、
地区外へ移転することを望んでいる。しかし、居住環境整備に伴い、既存の住
民へ転居の補償金は支払うとなると、実際、その金額はかなり大きくなるため、
開発者の利益がそれだけ少なくなる。その結果、居住環境整備事業による都市
開発自体が収益的に魅力的ではなくなる。  
 このように、中国における伝統的建造物の保護・保存には、居住環境整備と
いう前提が必要になるため、それ故に保存事業の方の実施も困難になる可能性
がある。また保存事業の実施には、権利関係の管理、持ち家の私有権の保護、
借家の居住権も考えなければならない問題である。日本で行われている補助金
制度を中国に応用しようとすれば、権利関係の整理や補助対象の確定が、まず
は基本的な条件として必要となる。 
 
5-7-1．補助金制度の導入と計画の策定・実施の課題 
日本の補助金制度では、補助者、補助事業者などの概念が明確に定義されて
おり、補助は修理・修景を中心に行われているが第 3 章の検討でも分った。補
助金制度の確立という観点から見ると、保存の対象になるものと保存ではない
が補助の対象になるものを明確にし、保存の対象になったものへの修理、保存
ではないが補助の対象となる修景について、計画を策定し、それに基づいて補
助支援を求める部分を提案することが必要になる。 
以下、本項では、補助金制度を中国で導入した場合の事業関係者、修理・修
景の対象の確認、さらに計画目的の明確化、計画を達成した場合にどのような
改善が見られるかなどを検証していく。 
（1）歴史的町並み保存地区の計画策定 
 日本では、歴史的町並み保存を進めるために補助金を申請するには、その計
画を作成するための明確かつ統一的な修理・修景の定義が必要になる。既存の
計画案においては、計画者による「統一基準」が定められ、その根拠は各市の
都市計画委員会の策定による「計画要求書」に基づく保存事業地区の調査、現
状分析および、それに基づいた保存事業の計画案が作成される。 
「統一基準」には、主として歴史的町並み保存地区の土地用途分類、居住人
口密度、建造物価値の分類・建築様式などが使われる。建造物の価値と歴史的
な価値・伝統的意匠に基づいて、保存と建て替え（更新）のどちらにするかが
決められる。建造物の価値については、構造的な維持状態（良い、普通、悪い）
があり、建築様式については、文化財、（重要）伝統的建造物、歴史的景観と調
和する現代建築、調和していない現代建築によって定義が試みられている。 
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 実際に北京市では、2003 年 11 月に公布された新しい条例によって、建築様
式は 6 つに分類された。「統一基準」には 5 つのカテゴリーしかないが、カテゴ
リーの中身は従来のものとほぼ同じである。なお、25 地区の保存計画案では、
異なる計画者によって建築様式の定義を独自に変更している地区もある。すな
わち、歴史的町並み保存地区の範囲内における建築様式の定義は、計画要求書
の「統一基準」で提示されている。計画案の作成において、計画者は「統一基
準」を理解した上で、地区の特徴に合わせ、定義されたカテゴリーを組み合わ
せて使っている。しかしながら、基準は統一されていない。 
 路・他（2007）によると建築様式の定義は、伝統的建造物の修理・修景に直
接的な影響をもつものがある。しかし権利関係が複雑であり、計画の実施は制
度上保証されない。財政的補助を配分するにしても、補助対象が不明確で、補
助基準も定めにくい。このように、中国における保存計画は「統一基準」を持
っておらず、地区の複雑な権利関係などに触れてなく、計画実施の可能性が問
われている。建築様式の分類などに加えて、権利関係の整理に基づいて補助対
象を確定することができれば、日本の修理・修景方式を適切に導入でき、計画
実施の可能性も高まると考えられる160。 
  
（2）修理・修景からみた計画策定の見直し 
 「統一基準」に基づいて整理すれば、計画対策の区分ができる。第 1 に、重
要文化財として指定されている場合、文化財の保存事業の範囲である。第 2 に、
住民が主体となり伝統的建造物の保存・保全、そして修繕・修景の範囲である。
すなわち居住環境整備事業の範囲である。 
修理・修景の観点から歴史的建造物の計画対策を整理してみると、国の重要
文化財ではない歴史的建造物は、登録されている市指定重要伝統的建造物と一
般的伝統建造物である。重要伝統的建造物は国重要文化財ではないが、市文化
財部局に登録されているものであり、重要伝統的建造物の庭と建物の外観を維
持するために、原則として復元修理などを行うべきものであり、修理の範囲で
ある。一般的に伝統的建造物には、建て替えもあり、修景の範囲となる。すな
わち、歴史的街並み保存事業の範囲には、修理・修景の対象が存在する。 
「統一開発」の場合、開発者がいるので、修景の要求を中国の地区詳細計画
で具体的に規定することが可能であり、補助対象として考える必要はない。個
別の居住環境整備事業の範囲では、歴史的建造物が取り壊しの対象となり、元
住民あるいは新しく入居する住民が歴史的建造物の土地使用権を獲得し、居住
環境整備のために改築・新築を行う。歴史的町並み保存地区の環境保全のため
に、新築と改築には歴史的町並み保存地区の修景の要求に合わせる必要がある。
この部分は保存事業の修景対象になるので、修景補助の適用範囲と考えられる。 
 
5-7-2．補助金制度の導入と計画実施 
                                                   
160 路・他（2007）、p.71 を参照されたい。 
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 権利関係の所有者が公である場合には補助の対象から外れる。法人の場合に
は政府から援助はない。このため、公と法人所有者による保存費用は自己負担
となる。私的所有者に対して補助を行うことのみである。 
 
（1）補助となる修理対象の確定 
 工作物について、私的所有者が持つ歴史的建造物に存在するものをピックア
ップすることで、修理対象を確定できる。このため、補助の対象となるのは伝
統的建造物と工作物である。 
 
（2）補助となる修景対象の確定 
 歴史的街並み保存地区で、一般伝統的建造物の増改築がある場合、歴史的町
並み保存地区の修景基準に合わせる必要がある。この部分は修景補助の適用範
囲と考えられる。 
 個別居住環境整備事業の範囲では、歴史的建造物は取り壊しの対象となるの
で、その後、元住民もしくは新入居者が歴史的建造物の土地使用権を獲得し、
居住環境整備のため、改築・新築を行うものとしよう。この場合、新築の私的
所有者を対象として、修景事業の補助対象を適用できる。新築には、主として
正面の外観などをその地区にふさわしい形態にするためとし、保存地区に定め
る修景基準による新築を行う。新築以外には、主として正面の外観など維持す
るための修景として保存計画に定める修景基準による改築を行う。 
 以上では、補助金制度の適用対象となる地理的範囲を判定してきた。判定さ
れた地理的範囲において、補助金制度の導入のため、市都市計画部局が作成し
た計画案に基づいて、修理と修景の補助対象の抽出を行った。計画策定の見直
しの結果からみて、実際の権利関係が明確に整理されていれば、修理・修景の
方針に基づく計画実施の方法は、既存計画案に比べ、非常に明確になることが
分った。 
 中国において歴史的街並み保存事業を進めるにあたり、日本の（重）伝建地
区補助金制度の導入が重要な課題として指摘されている。本節において中国に
おける保存事業の計画制度の整理保存地区の事例研究を通じて下記の点を明ら
かにした。 
 第 1 に、実際に歴史的街並み保存地区では複雑な権利関係があり、私的四合
院と公的四合院と二つに分けられる。現状では私的歴史的建造物に対して、補
助金制度を適用しても、街並み保存事業には、十分ではない。 
 第 2 に、日本の（重）伝建地区補助金制度の導入は住み続ける私的歴史的建
造物の所有者に対して行う制度上では支障なく、導入しやすいといえるが、現
地住民の意識調査を通じて導入の問題点などを解明し、既存計画案に示されて
いる基準を検討し、具体的な修理基準を作成する必要がある。 
 第 3 に、公的歴史的建造物については、日本の（重）伝建地区補助金制度で
も対象外であるが、全体の約半数を占めているため、関連対策が重要である。
中国の保存条例によれば、公的歴史的建造物の私有化政策が積極的に進められ
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るようになると考えられるが、将来的に私的四合院になった場合、補助金制度
の導入も可能である。しかし、歴史的建造物の購入を待ってから、保存事業を
進めるには、非常に時間がかかると思われる。 
 今後、歴史都市において、保存事業を進め、歴史的街並みを存続させるには、
私的歴史的建造物に対して、補助金制度の導入が重要であり、計画実施に向け
て保存対策を早急に取る必要である。しかし、従来の公的歴史的建造物に対す
る保存資金が限られているので、財源の確保対策が必要であり、公的歴史的建
造物を私有化するならば、補助金制度の導入より大きな効果が期待できる。  
 
5-8．「両側町」に見る点から線への町並み保全の可能性 
  
1-3-5 節では、中国においても「両側町」という都市形態が存在してきたこと
を紹介した。先行研究の張・他（2012）によると、開封市徐府街は「胡同」を
中心に両側に「四合院」の敷地があり、それは中国の両側町と言える。敷地内
に東西南北の家屋で囲まれた中庭（図 5-1 参照）とメインストリート（徐府街
は全長 342 メートル、幅員 6 メートル）があり、胡同の入口側には商店（一部
には伝統的な建物が残っている）が立ち並んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 徐府街 112 号胡同空間の分布図161 
 
また中国における両側町に近い都市形態として、地方の農村地域の歴史的環
境を保全している「街巷村」という都市形態もある。街巷村は、道路から奥行
                                                   
161 張（2009，2 章）、p.22 を参考に、筆者が作成。  
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き 20 メートルまでが一つの小さな保全範囲とされる。大西・他（2001）162は、
街巷村の事例として安徽省屯溪老街を取り上げ、歴史的町並みの保存と整備の
両方を考慮しながら、中核保存地区、建築規制地区（建物の高さ制限）、環境調
整地区（日本の景観地区に相当）の三段階の保存範囲からなる保存計画が定め
られていることを紹介している。中核保存地区は、「老街」と呼ばれる道路と路
面、その両側に立ち並ぶ伝統的店舗のファサード、道路から奥行き 20 メートル
までの範囲、老街の両側に延びる路地に面する民家の妻壁から奥行き 5 メート
ルまでの範囲、そして老街に交差する三本の道路の奥行 20 メートルの範囲から
構成されている。 
街巷村は歴史的町並みではあるものの、保護地区に指定されているわけでは
なく、現状の制度では政府からの規制や補助によって保存を図ることは困難と
される。老街に沿った商店や民家が存続していくには、町並みの活力を独自に
保持していくことが必須であり、ここに挙げた事例ではそれをなし得ていると
いう。 
1-1-5 節で提示した「両側町」を特徴づける 7 つの要件（①徒歩交通、②通り・
広場を中心とした公共的空間、③両側に伝統的な建造物群、④アイデンティテ
ィ（共通する住所や町名）、⑤コミュニティの存在、⑥個々の建物が保全・活用、
⑦持続的な賑わい・活気）に沿って、徐府街を評価してみると（図 5-2 参照）、
住宅の大半は長年にわたり修繕されない状態であるものの、両側町の要件はす
べて当てはまると言えよう。 
しかし将来において、ここが観光地となり、昔ながらのコミュニティが存続
し、個々の建物が保全・活用されているかは不明である。ここを両側町として
存続させていくには、開発と同時に点として存在する建造物を線としての両側
町という形で保全・活用していく方策を考えなければならない。日本の古い町
並みで言えば、向こう三軒両隣という近隣社会を表す言葉に象徴されるように、
通りを挟んだ両側の家々が親密な結びつきを保ち、都市コミュニティの存続を
図ることが必要なのである。それが歴史的都市の環境保全と開発・観光をバラ
ンスさせる一つのあり方と言えよう。 
両側町は通り（道路）を中心としたコミュニティ空間であるが、日本ではそ
の空間の社会学的な価値がストリート・ワイズ・コミュニティという概念で表
現される場合がある。日本の両側町の代表例である京都のお町内では、通りを
中心に町内会が形成された。今でも通りの商店や飲食娯楽店を中心に大売出し
や季節の飾りつけや祭りが行われ、住宅群を含めて防犯や防火に協力し合い、
災害時には助け合う。住民参加を実効性あるものにする最小単位と考えられ、
通りの開発に対しても、相互の意見共有や行政との意見交換や住民意見の反映
を図るソフトの保存活動を担っている。  
                                                   
162 大西・他（2011，4 章）、pp.236-239 を参照。 
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図 5-2 徐府街に現存する歴史建築と国有住宅分布図163 
 
中国では、開封市徐府街のように、従来の住民を立ち退きさせながら、歴史
的町並みの空間構成だけを保存し、地区全体の開発を進める方法が未だ採られ
ている。それでは、その街が受け継いできた文化や伝統は失われてしまう。そ
の結果、通り（街）が綺麗・快適に再開発されたとしても、それは全国どこに
でも見られる風景となる。地域活性化とは、そこに住む住民が主役となり、自
分たちの手で街の歴史や文化を守りながら街を存続させていくことが本来の意
味であろう。そうした点で、日本の政策・制度や事例からは成功・失敗を含め
て学べることが多くある。 
 
  
                                                   
163 図 5-2 は、開封市徐府街再開発事業に長年携わってきた行政担当者・徐迎春氏を訪問した
2015 年 10 月 31 日に提供していただいた資料に基づいて作成した。黄緑色の線で囲まれている
部分は徐府街再開発エリアである。黒い矢印で指したのは開封市指定重要文化財で、赤い矢印で
指した建物は国が所有権を持っているものである。黄色い線で囲まれている地区は、図 5-1 で示
した徐府街 112 号胡同の位置である。 
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